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Ⅰ．はじめに

沖縄戦とは、「太平洋戦争の末期に南西諸島、と

くに沖縄本島およびその周辺の島々で、一般住民

を巻き込み展開された地上戦である。沖縄戦の何

よりの特徴は、現地住民をまきこんでの島嶼戦で

あったこと、その結果、正規軍人の戦死者よりも

一般住民の戦死者がはるかに多かったところにあ

る。」1-2)と言われている。また、沖縄戦の特徴と

して、池宮城らは5つを挙げており2)、要点につい

て筆者が以下のように要約した。

１）3ヶ月以上の長期に及ぶ激しい地上戦：時期

は、一般には1945年4月1日～同年6月23日と言われ

るが、米軍が慶良間諸島に上陸した3月26日から南

西諸島の全日本軍を代表して無条件降伏の文書に

署名した9月7日の説がある。

２）現地自給の総動員作戦：現地自給の対象は、

物資だけにとどまらず兵力不足を補填するために

現地招集を拡大する一方、さらにこれを補充する

防衛招集を三次にわたって実施した。これがいわ

ゆる防衛隊である。防衛隊の対象は満17歳以上45

歳となっているが、割り当てられた頭数を揃える

ため15－16歳の少年や50歳前後の人まで駆り出さ

原著

終戦から67年目にみる沖縄戦体験者の精神保健
― 介護予防事業への参加者を対象として　―

當山冨士子1 高原美鈴1 大城真理子1 田場真由美2

蟻塚亮二3 仲本晴男4 大宜見恵5

1　沖縄県立看護大学
2　琉球大学保健学研究科
3　沖縄協同病院　
4　沖縄県立総合精神保健福祉センター
5　今帰仁村役場

【目的】戦闘が行われた沖縄本島とその周辺離島村を含む町村に在住する沖縄戦体験者の精神保健、特に戦争トラ
ウマの現状について把握する。
【方法】〈研究デザイン〉量的研究。〈調査期間〉平成24年4月～同年7月。〈対象〉戦闘が行われた沖縄本島の4町村
（南部1、中部1、北部2）および沖縄本島周辺離島の2村（南部1、北部1）を含む6町村在住者で、当該町村の介護
予防事業に参加していた沖縄戦体験者で、75歳以上の者。〈調査に使用した尺度および質問紙〉1)WHO-5（World
Health Organization Mental Health Well Being Index-five items：精神的健康状態表）。2) IES-R（Impact of Event
Scale-Revised）改訂 出来事インパクト尺度日本語版によるトラウマの程度を測定。3)沖縄戦に関する質問紙を使
用した。
【結果】収集したデータ303のうちIES-Rに欠損値がない257を解析対象とした。性別では女218（84.8%）、男39（15.2%）
で、平均年齢は82.5歳。WHO-5の平均得点は21.6（±4.2）。IES-Rの平均得点は23.2（±16.1）で、PTSDハイリス
ク者とされる25点以上が106（41.2%）あった。「沖縄戦を思い出すきっかけ」では、「戦争に関する映像・新聞記
事」が208（80.9%）であった。IES-R得点と関連があったのは、「戦争を思い出す頻度」「誰かが危険な目に遭うの
を目撃した」「当時の年齢で14歳以上と14歳未満」であった。
【結論】今回の対象は、PTSDハイリスク者が4割いたにも関わらず、精神的健康状態は良好であった。その理由と
して、沖縄戦体験者はレジリエンスがあり、沖縄には“ユイ”という相互扶助の精神があり、地域の共同体との
繋がりがあったからだと推察される。また、PTSDハイリスク者が4割もいたことから、沖縄戦体験高齢者の介護
や看護を行う際には、沖縄戦によるトラウマやPTSDを意識し関わることが必要だと考える。

キーワード：沖縄戦、沖縄戦体験者、精神保健、IES-R、WHO-5
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なければならなかった。更に、県下の全中等学校、

男女青年団からも動員が行われた。

３）軍民混在の戦場：政府は南西諸島の老幼婦女

子を県外に疎開させる決定をしたが、沖縄戦が始

まるまでに県外へ疎開したのは約8万人に過ぎず、

40万人の一般住民が県内にとどまっていた。この

ような軍民雑居の状態は軍にとって深刻な問題を

惹起した。

島中の老幼男女が軍と一体となって全島要塞化

の突貫作業に従事したということは、軍の重要な

機密が一般住民に筒抜けになっていることを意味

する。つまり、住民の献身的な軍への協力は、結

果として潜在的なスパイ容疑者をたらしめるとい

うジレンマに陥ったのである。

４）軍人を上回る一般住民の犠牲：沖縄戦におけ

る戦死者数は今なお正確な数字はつかめていない。

沖縄県の援護課が推定としてまとめた数字は次の

ようになっている。

５）米軍占領の長期化：戦後27年におよぶ沖縄

統治は、アメリカ軍部の沖縄攻略作戦（アイスバ

ーグ作戦）において、沖縄を将来にわたって日本

から分離し、そこに恒久基地を設定するという意

向が強く示されていた。その構想は、復帰後の今

日といえども基本的に変わることはない。この間、

沖縄県民は米軍の軍事支配の下で無権利状態にお

かれ、軍事基地のもたらすさまざまな恐怖－基地

問題・人権問題・生活権の問題等－にさらされ続

けてきた。

これまで、沖縄戦体験者の精神保健についての

報告は少ない。沖縄戦と精神保健に関する先行研

究は、當山の一農村を対象とした報告3-4)、元女子

学徒隊を対象とした喜納5)・平井6)・塚田7)の報告、

吉川の戦争体験の回想や戦争体験からの回復過程

に関する報告8-9）、蟻塚の臨床事例に関する報告10-

11)が見られる。

沖縄戦以外の第二次大戦と一般住民を対象にし

た国内における大がかりな調査では、広島・長崎

の原爆災害12)や石田ら13)の社会学的調査、それに

吉松等14-16)の中年世代の生活意識と戦争体験があ

る。最近では、金ら17)の長崎の被爆体験者を対象

とした報告、広島市18)による原子爆弾被爆実態調

査の中でPTSDに関する現状が報告されている。

国外における第二次大戦と精神保健に関する報

告は多数見られる。特にPTSDに関する最近の研究

では、Glaesmerらの戦争体験高齢者とPTSDに関

する報告およびうつや身体疾患に関する報告19-20)、

Lueger-Schusterらの戦時中の性虐待に関する報告
21)、 Sperlingらのホロコースト生還者のレジリエ

ンス（resilience）に関する報告がある22)。

このように、戦争と精神保健に関する研究は、

終戦から67年が経過しているにも関わらず、未だ

に多くの報告があり、新しい知見も見出されてい

る。特に、PTSDについては1980年アメリカ精神医

学会において診断基準23)の中に位置づけられ、レ

ジリエンス24)研究についても1970年代から欧米に

おいて研究が始まった概念である。

そこで今回は、戦闘が行われた沖縄本島と周辺

の離島村を含む町村に在住する沖縄戦体験者の精

神保健、特に戦争トラウマの現状について把握す

ることを目的とする。

Ⅱ．研究方法

１．対象

１）対象は、戦闘が行われた沖縄本島の4町村

（南部1、中部1、北部2）および沖縄本島周辺

離島2村（南部1､北部1）を含む6町村在住者で、

当該町村の介護予防事業※1

（通称：ミニデイケア、以下ミニデイと略す

る）に参加していた沖縄戦体験者。

２）年齢は、75歳以上の者（平成24年12月末で

75歳となる者を含む）。

本土兵　・・・・・・・・・　65,908

沖縄出身軍人軍属・・・・・　28,228

戦闘参加者・・・　55,246

一般住民（推定）・   38,754

米軍側・・・・・・・・・・　12,520

合計　・・・・・・・・・・   200,656

94,000 122,228（沖縄県出身戦没者合計）
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２．データの収集期間

平成24年4月～同年7月末日

３．方法

１）調査に先立ち、対象地域の町村長および同

町村の社会福祉協議会会長へ研究の趣旨を文

書および口頭で説明し、同意を得た。

２）次に、ミニデイに参加していた対象者へ、

文書および口頭で研究の趣旨と調査内容につ

いて説明し同意を得た。

３）調査員は、元保健師を中心に心理士、医師、

看護学生が参加した。調査に先立ち調査内容、

面接時の留意事項について、事前に学習会を

行った。調査員は、一調査地区に3名～7名を

配置した。

４）調査は、個人面接による他記式調査方法。

５）面接時間：短い人で15分、長い人では30分

以上を要した。

６）調査に使用した尺度および質問紙。

（１）WHO-5（World Health Organization

Mental Health Well Being Index-five items：

精神的健康状態表）：WHO-5は、最近2週間

の精神的健康状態を評価するもので、質問は、

「１．明るく楽しい気分で過ごした」、「２．

落ち着いた、リラックスした気分で過ごし

た」、「３．意欲的で、活動的に過ごした」、

「４．ぐっすりと休め、気持ちよくめざめた」、

「５．日常生活の中に、興味のあることがた

くさんあった」の5項目から構成される。各

質問項目について、最近2週間の状態を「い

つも」から「まったくない」の6件法で回答

を求めた。得点範囲は、0点－25点で、数値

が高いほど精神的健状態が良好であることを

示している（以下、精神的健康状態良好とす

る）。合計得点が13点未満であるか、5項目の

うちのいずれかに0または1の回答があるとき

には、精神的健康状態が不良とされる（以下、

精神的健康状態不良とする）。

（２）IES-R（Impact of Event Scale-Revised）

改訂 出来事インパクト尺度日本語版：米国の

Weissらが開発した心的外傷性ストレス症状

を測定するための質問票である。PTSDの3症

状クラスターに対応して、侵入（再体験）症

状8項目、回避症状8項目、過覚醒症状6項目

の計22項目により構成され、回答は5件法か

らなる。採点法は、各選択肢の得点0-4点を合

計し、合計得点は0～88点である。高い得点

ほど症状が悪いことを表わす。PTSDのスク

リ ー ニ ン グ 目 的 の カ ッ ト オ フ 合 計 得 点 は

24/25とされる25)。

（３）沖縄戦に関する質問紙：質問紙の項目

は、①性、②年齢、③これまでのあなたの人

生で最もつらかった出来事、④沖縄戦の記憶、

⑤戦時中の居所、⑥招集・動員の有無、⑦戦

時中の避難場所、⑧収容所体験の有無、⑨食

糧事情、⑩水事情、⑪戦時中の病気の有無、

⑫戦時中の負傷、⑬人が危険に遭うのを目撃

したかどうか、⑭身内の死亡の有無、⑮沖縄

戦による財産などの被害、⑯-1沖縄戦を思い

出す頻度、⑯-2どのような時思い出すか、⑯-

3思い出す時の気持ち、⑰つらい体験をどの

ようにして乗り越えたか、である。

７）データの解析

データの解析には、IBM SPSS Statistics 19を

用い、統計学的な有意差の検定にはχ2検定

を使用した。

４．倫理的配慮

調査の実施にあたっては、以下の事項について、

文書および口頭で説明を行い、対象者から同意を

得た。

（１）研究への参加および協力は任意であり、

断っても不利益が生ずることはない。

（２）研究への参加および協力を同意した場合

であっても、辞退したい場合は、何時でも辞
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退できる。

（３）プライバシーは固く守られ、施設や個人

が特定されないよう配慮する。

（４）研究結果を論文や学会発表、その他の方

法で公表する際は、匿名性を保つ。

（５）データは研究の目的以外には用いない。

（６）データの保管に関しては、研究代表者が

責任をもつ。

なお、本研究は沖縄県立看護大学研究倫理審

査委員会の承認を得て実施した（承認番号

10026）。

※１　介護予防事業：要支援・要介護に陥るリス

クの高い高齢者を対象とした二次予防事業

と、活動的な状態にある高齢者を対象とし、

できるだけ長く生きがいをもち地域で自立

した生活を送ることができるようにするこ

とを支援する一次予防事業26)。

Ⅲ．結果

今回活用したミニデイは、各町村の状況に合わ

せ、それぞれの自治会で月に1～2回実施されてい

る。主な活動は、室内ゲームやカラオケ・ゲート

ボールなどのレクレーション、リハビリ体操・食

事・手芸・交流会・社会見学などが行われていた。

このように、高齢者にとって憩いの機会となっ

ている場において、悲惨な戦争体験を話して貰う

という研究計画に、地域によっては消極的な反応

が見られた。当初、ミニデイ参加者にも緊張した

表情がみられたが、調査の趣旨を説明し参加を依

頼すると殆どの参加者が調査に応じてくれた。面

接中は真剣な表情で体験を話し、終了後は、「有り

難う」「頑張ってね」「今日、初めてこのような事

を話してスッキリした」「このような話しは、子や

孫にもあまり話せないよ」などの声があった。対

象者の重い話しに調査員も調査がスタートした当

初は疲れがひどく、気が重たいと話していた。し

かし、このような深刻な話しの後でも、カラオケ

や三味線が鳴ると明るい表情になり、楽しそうに

歌ったり、踊ったりしている高齢者の行動を見た。

しかし、数人ではあるが、面接を断った者もいた。

なお、収集できたデータは303人で、そのうち

IES-Rに欠損値がない257人（84.8%）を解析対象と

した。

１．対象者の背景とWHO-5

表1は、対象者の基本属性とWHO-5の結果を示

したものである。対象257人のうち、性別では女

218人（84.8%）、男39人（15.2%）であった。平均

年齢（±標準偏差）は82.5歳（±5.2）で、現在81歳以

上（沖縄戦当時14歳以上、以下当時14歳以上とす

る）が158人（61.5%）、81歳未満（沖縄戦当時14歳

未満、以下当時14歳未満とする）が99人（38.5%）

であった。年齢の区分は、小学生と小学校を卒業

したものでは戦時中の役割が異なっていたことや

発達年齢で区分されていた欧米の報告を参考に行

った。WHO-5の平均得点（±標準偏差）は、21.6

（±4.2）であった。精神的健康が低いとされる13

点未満の者が11人（4.3%）、また、5項目のうちい

ずれかに0または1がある者は11人（4.3%）であった。

２．これまでの人生で最もつらかった出来事

表2は、「これまでのあなたの人生で最もつらか

ったと思う出来事は何ですか」の質問で、最もつ

らかった出来事として、［戦争］と回答した者が

110人(42.8%)で半数近くを占めていた。［戦争］に

表1　対象者の基本属性
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次いで多かったのは、［家族の死］55人(21.4%)、

［生活苦］61人(23.7%)となっていた。また、全対

象を当時14歳以上の者と14歳未満の対象を分けて

計上した。その他、［思い出したくない］3人（1.2%）、

［何もない］が16人(6.2%)あった。

３．IES-RとWHO-5低値群の比較

表3は、IES-R得点について、全対象とWHO-5低

値群の得点を示したものである。全対象のIES-R得

点の平均（±標準偏差）は、23.2（±16.1）で、そ

のうちIES-Rの最高得点は78で、最低得点は0点で

あった。PTSDのハイリスク者とされる25点以上は

106人（41.2%）、30点以上79人（30.7%）、35点以上

58人（22.3%）であった。また、WHO-5低値群は22

人で、この群のIES-R平均得点（±標準偏差）は

29.9（±15.0）で、うち最高得点は59点、25点以上

が14人（63.6%）、30点以上12人（54.5%）、35点以

上9人（40.9%）となっていた。このように、IES-R

得点を区分し計上した理由は、阪神・淡路大震災

の5年後に行われた調査において、PTSDの生涯診

断※2ではIES-R得点が31.0、現在診断※2では35.6と

の報告27)があるため、今回の対象においても25.0

以上、30.0以上、35.0以上に区分し比較した。

※ 2 PTSD臨 床 診 断 面 接 尺 度 （ Clinician-

Administered PTSD Scale：CAPS）： CAPSで

は、PTSDの現在診断及び生涯診断を行なうこ

とができる。個々の症状項目の評価時期は、

面接前1ヶ月あるいは1週間（現在診断）、ない

し外傷体験以後のある1ヶ月間（生涯診断）注)

となる。

注）生涯診断：現時点では症状はないが、

過去のある時点では診断に見合う状態を呈し

たことがある場合28)

４．沖縄戦を思い出すきっかけ

表4は、「沖縄戦を思い出すきっかけ（複数回答）」

を聞いたものである。その中で、［戦争に関するテ

レビなどの映像・新聞記事］が208人（80.9%）で8

割を占め、次いで［慰霊の日や法事］194人（75.5%）、

［基地や軍用機］が135人（52.5%）、［雷や花火など

の大きな音］52人（20.2%）となっていた。なお、

表には示してないが7月以降の調査対象114人では

“オスプレイ”という言葉を発し、不安を訴えたの

が16人（14.0%）いた。

５．IES-R得点の高値群（IES-R≧25）と低値群

（IER-R＜25）の比較

表5は、IES-R得点（24/25）と統計学的な関連

（χ２、ｐ<0.05）がみられた項目を挙げた。

「戦争を思い出す頻度」では、〈常に思い出す〉

のIES-R高値群41（38.7%）、低値群29（19.2%）、

〈時々思い出す〉のIES-R高値群51（48.1%）、低値

表2　これまでの人生で最もつらかった出来事（自由記正）

表3　IES-R：全対象とWHO-5低値群の比較

表4　沖縄戦を思い出すきっかけ（複数回答）
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群83（55.0%）、〈思い出すことはほとんどない〉の

IES-R高値群2（1.9%）、低値群29（13.9%）、〈思い

出 さ な い よ う に し て い る 〉 の IES-R高 値 群 11

（10.4%）、低値群18（11.9%）であった（ｐ<0.001）。

「戦時中、誰かが危険な目に遭うのを目撃」では、

〈した〉のIES-R高値群44（41.5%）、低値群95（62.9%）、

〈していない〉のIES-R高値群61（57.5%）、低値群

52（34.4%）であった（ｐ=0.003）。

「当時の年齢」では、〈14歳以上〉のIES-R高値

群74（69.8%）、低値群84（55.6%）、〈14歳未満〉の

IES-R高値群32（30.2%）、低値群67（44.4%）であ

った（ｐ＝0.047）。

Ⅳ．考察

１．WHO-5から見た精神的健康状態

岩佐らによると、WHO-5総得点には年齢差が認

められる29)としており、それに関する井藤らの65

歳以上大都市在住高齢者を対象とした報告（解析

対象1,954人）では、WHO-5得点の平均（±標準偏

差）は15.6（±6.08）、精神的健康状態が不良者の

出現頻度は29.5%、年齢階級別では年齢の高い対象

で精神的健康状態の不良者が多いとなっている30）。

更に、櫻井らの地域在住高齢者（平均年齢±標準

偏差＝70.4±6.0歳）を対象とした報告では、運動

充足感の高い対象でWHO-5得点が19.6（±3.9）、

運動充足感が低い対象では17.3（±4.9）となって

いる31)。今回の対象は、平均年齢が82.5歳（±5.2）、

WHO-5得点21.6（±4.2）と、年齢が高いにも関わ

らず精神的健康状態良好となっており、逆に精神

的健康状態不良は、22人（8.6%）で1割弱であった。

このような結果が生じた背景として、今回の対象

は介護予防事業へ参加している元気な高齢者で、

且つ地域の活動にも積極的に参加している活発な

高齢者であることが考えられる。加えて、石原は、

「戦争は多くの死者を出し、年齢構造までも変えた

…（中略）…1866年～1870年生れの生年群の85～89

歳、1871年～1875年生れの生年群の80～84歳を除

いては、どの生年群とも各年齢階級で、沖縄県の

「減少比」と「生残率」が、ともに全国より高い数

値を示している…（中略）…沖縄の高齢者は全国

平均に比べ、ADLおよび血液中成分の分析値が良

好であることから全国の高齢者より健やかに老い

ている状態」32)と述べている。大田は、「沖縄戦の

過程で住民が被った甚大な犠牲…（中略）…沖縄

住民にとっては、自らの郷土が見る影もなく破壊

し尽され、数々の文化財も余すところなく潰滅さ

せられた。そのうえ当時の人口の三分の一に相当

する十数万人を犠牲に供した」33)と述べている。

表5　IES-R得点の高値群と低値群の比較
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今回の対象者は、沖縄戦を生きのびてきた高齢

者であり、「生残率」が高いと推察される。沖縄は、

かつては「琉球王国」として中国はじめ、日本、

朝鮮、東南アジア諸国と交易をしていた時代から、

島津侵入事件そして琉球処分へと複雑かつ激動に

みちた歴史体験をしている。また、島嶼県で毎年

台風に襲われるという環境の厳しさ34-35)がある。

真栄城らは、沖縄の県民像として、「期待志向性が

もっとも高く、事大主義性がもっとも低いという

特徴をもち、沖縄県だけにみられる型である。他

のグループからの乖離が大きく、まったく独立し

た型といってよい。教育熱、県人意識などがつよ

い反面、事大主義・実力主義・権威主義に反発す

るという特徴を有している」36)と述べており、過

去の歴史的背景や環境の厳しさが対象者の中にも

流れているものと考えられる。庄司は、レジリエ

ンスは、一般に「リスクや逆境にもかかわらず、

よい社会適応をすること」という意味で使われる。

また、「レジリエンスは、重大な逆境という文脈の

中で、良好な適応をもたらすダイナミックスな過

程をいう」24)と説明しており、今回の対象は、レ

ジリエンスを維持していたものと考える。

PTSD研究で著名なハーマンは、「外傷的事件は

個人と社会とをつなぐきずなを破壊する。生き残

った者は、自己という感覚、自己が価値あるもの

であるという感覚、自己が人間に属するという感

覚は自分以外の人々との結びつきの感覚に依存し、

それ次第であるということを痛いほど味わう。グ

ループの連帯性は恐怖と絶望とに対する最大最強

の守りであり、外傷体験の最強力な解毒素である。

…（中略）…社会のきずなの取り戻しは私は一人

ではないという発見を以て始まる。この体験が確

実、協力、直接的なのはグループを措いては他に

ない。…（中略）…グループは、極限状態を生き

抜いた人たちには測り知れない価値があることが

証明されている。」37)と述べている。沖縄には昔か

ら、模合やユイマール（イーマール）という相互

扶助の精神や郷友会・県人会活動などに見られる

ような共同体意識があり、地縁関係の結束が強い

と言われている34)38)。一人ではなく隣人あるいは

地域の共同体との繋がりがあった。すなわち、戦

争という「リスク」や戦後の「逆境」にもめげず、

精神的に健康で環境に上手く適応してきたのでは

ないかと考えられる。

２．人生で最もつらかったと思う出来事

人生で最もつらかったと思う出来事では、対象

の約半数が「戦争」、次いで「家族の死」次いで

「病気や生活苦」となっているが、これは当時14歳

以上と14歳未満でもほぼ同様な傾向にあった。僅

かではあるが、14歳未満で父親が戦死したこと、

14歳以上で子どもの死が目立った。戦争は、いず

れの対象においてもこころの傷として深く残って

いるのが確認できた。

３．IES-R得点とWHO-5低値群

沖縄戦と背景は異なるが、阪神・淡路大震災の

結果を参考にすることができる。震災から5年後に

実施された阪神・淡路大震災の調査（ｎ＝68）で

は、PTSD生涯診断と関係が高いIES-R得点は31.0

で68人中14人（20.6%）、PTSD現在診断と関係が高

いIES-R得点は35.6で20人（29.4%）がPTSDと診断

されていた27)。

今回対象のIES-R得点とWHO-5低値群をみると、

全対象のIES-R平均得点は23.2（±16.1）で、PTSDハ

イリスク者のカットオフ値25以上の者は4割で、30

以上の者が3割、35以上の者が2割となっている。

今回の対象は、戦後67年が経過しているにも関わ

らずPTSDが疑われる者が、少なく見積もっても対

象 の 2割～ 3割 い る も の と 推 測 さ れ る 。 更 に 、

WHO-5低値群では4割～半数がPTSDだと推測され

る。このことは、沖縄戦体験者と何らかの形で関

わるとき、例えば、看護や介護あるいは治療等に

関わる場合は、沖縄戦によるトラウマやPTSDを意

識し関わる必要があることを示唆している。

同様な見解は、Glaesmerら19-20)の先行研究にお
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いても述べられている。Glaesmerら19)は、戦後60

年目に実施した大規模調査から、戦争によるトラ

ウマやPTSDは、感情障害や不安、心臓疾患、喘息、

背部痛、がん、高コレステロール、胃腸障害、聴

覚障害、高血圧、甲状腺異常などの精神や身体へ

影響があることを指摘し、戦争体験者と関わる場

合、戦争によるトラウマやPTSDとの関連を見逃す

ことなく、戦争トラウマやPTSDを意識した支援の

必要性について注意を喚起している。

なお、1,659人を対象としたGlaesmerら20)の結果

では、PTSD270人（16.2%）、うつ症状109人（6.6%）、

身体疾患79（4.8%）、計458人（27.6%）となってお

り、今回の対象とほぼ同じ値であった。

沖縄県で心療内科に従事している蟻塚11)は、「沖

縄には原因不明の不眠やうつに苦しむ高齢者が大

勢いるはずで、スクリーニング基準を作って診断

したところ、2年間で100例も該当した」と述べ、

「沖縄戦ストレス症候群」として、

①晩発生PTSD：老年期の不眠症。近親死など

強いストレスで誘発される。

②命日反応型うつ病：毎年、沖縄戦慰霊の日や

お盆に不眠やうつ症状を繰り返す。

③においのフラッシュバック：タイプ①②で特

に「死体のにおい」などの記憶に苦しむ。

④パニック発作型：突然、動悸がして不安と恐

怖感が襲う。

⑤身体化障害：原因不明の身体の痛みやしびれ

に苦しむ。

⑥戦争記憶の世代間連鎖：第一世代が沖縄戦を

体験、養育、貧困などが第二、第三世代にも

影響を与える。

⑦破局体験後の人格変化：沖縄戦後、社会的不

適応になり、精神病的症状を示す。

⑧認知症の妄想、幻覚「乳児を背負っている」

と思う、夜中に「避難しろ」と叫ぶなど。

の8項目を挙げている。

なお、結果には示していないが、調査時の面接

で戦時中の性虐待について、その場を目撃した人、

知人が被害者となった人、あるいは夜間に「助け

てくれー！」という女性の声を聞き、今でもその

声が夢に浮かんだり、甲高い女性の声が聞こえる

という体験者がいた。同様な報告は、 Lueger-

Schusterら21)による、ソビエトに近いオーストリ

アの体験者の調査において、性虐待の被害者やそ

れを目撃した人も、長く精神的問題やPTSDを患う

人がいるとしている。その為、高齢者のケアや関

係者への教育において、性的虐待は精神面への影

響が大きいことから、心的外傷を意識し支援する

ことを勧めている。

４．沖縄戦を思い出すきっかけ

「沖縄戦を思い出すきっかけ」（複数回答）で最も

多いのは、戦争に関するテレビなどの映像、新聞

記事が8割を占めている。この質問については、特

に時期的な要素に左右されやすいのではないかと

推察された。その理由は、6月の調査対象では1件

も浮上しなかった“オスプレイ”という言葉が、7

月以降には高齢者の口から“オスプレイ”という言

葉が出てきた。県内のマスコミによると、6月末に

“オスプレイ”配備に反対する県民大会の時期が報

道されるようになり、そのニュースが少なからず

影響したのではないかと考えられる。また、オス

プレイの影響が少ないと思われた平成23年8月の1

ヶ月間について、沖縄県内の地方紙である「沖縄

タイムス」から、「基地」をキーワードに検索した結

果226件が浮上した39)。幾つか項目を挙げると、①

辺野古問題、②枯れ葉剤、③石綿疾患、④普天間

問題、⑤F15燃料流出、⑥F15沖縄訓練開始、⑦脱

走米兵、⑧オスプレイ「絶対無理」、⑨沖国大ヘリ

墜落7年迎え写真展、などが挙げられる。

同様に、同じ時期の全国紙の「朝日新聞」を検

索した結果、「基地」に関する記事が33件挙がった
40)。そのうち、26件は海外のニュースで、①世界

遺産に弾痕（リビア）、②無人貨物船の打ち上げ失

敗、③金日成指示で工作活動など、沖縄の「基地」

関連の記事は3件のみであった。地方紙と全国紙で
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は、単純に比較することには無理があるかと思わ

れるが、沖縄の地方紙のタイトルは、住民の生活

の場で日常的に起こっている内容であり、如何に

沖縄が基地から派生する問題の影響を受けている

かが推察できる。

５．IES-R得点の高値群と低値群の比較

IES-R得点の高値群と低値群の比較では、「戦争

を思い出す頻度」や「戦時中誰かが危険な目に遭

うのを目撃したか否か」「当時の年齢」において、

有意差がみられた。特に、「戦争を思い出す頻度」

では、ｐ＜0.001となっていた。これは、先にも述

べたが基地問題に関連するマスコミの報道が強く

影響しているものと推察される。1日に７～8件の

基地に関する報道、更に今年の7月には“オスプレ

イ”のキーワードで408件が新聞で報道されている
41)。凄惨な沖縄戦で大きなトラウマを抱え、その

上終戦後もそれが癒える間もなく、基地問題に翻

弄され心の底にトラウマが沈んだままになってい

るのではないだろうか。このように考えると、蟻

塚11)が指摘するように、沖縄戦体験者が強いスト

レスによる晩発性のPTSDを発症するという危険性

も十分考えられる。「戦時中誰かが危険な目に遭う

のを目撃したか否か」（表5）では、弾が飛んでき

て目の前で身内が死亡したり、死人の上をまたい

で必死で逃げたことやレイプの場面を目撃したこ

となどが、脳裏にしっかりと焼き付き未だに忘れ

られないと涙ながらに話す体験者が見受けられた。

「戦時中誰かが危険な目に遭うのを目撃したか

否か」について関連する先行研究では、 Glaesmer

ら20)の幼児期の体験を60年後に追跡した報告で、

目撃とトラウマの関係では今回の調査と同様な結

果であった。「当時の年齢」ついては、Wendtら42)

が、第2次大戦中の年齢が2-7歳、8-13歳、14-20歳

の年齢層に分けて分析した結果、対象全体では

PTSDが10～11%がみられたが、そのうち年齢の高

い青年層の14-20歳が6割を占めていたとの報告が

ある。この値は、本調査の当時14歳以上のIES-R得

点25点以上が6割を占めているのと全く同様な結果

である。当時14歳以上の対象では、小学校を卒業

し日本軍の作業に駆り出されたり、年齢の高い者

では結婚し、子どもや家族の世話という役割があ

り、若い年齢層に比べ戦争体験の厳しさが影響し

ているのではないかと考えられる。

Ⅴ. まとめ

１．戦闘のあった離島2村を含む6町村の介護予防

事業に参加した沖縄戦体験者のWHO-5得点は、

先行研究に比べ高得点であり精神的健康状態は

良好であった。

２．IES-Rによると、PTSDのハイリスク者が4割あ

った。その理由として、凄惨な沖縄戦体験に加

え、日常的に起きている「基地」から派生する

問題がマスコミにより報道されることが強く影

響しているものと推察される。また、IES-R得点

の高値群と低値群では、「戦争を思い出す頻度」

「戦時中誰かが危険な目に遭うのを目撃した」

「当時の年齢」で関連がみられた。

３．今回の対象は、PTSDのハイリスク者が4割い

たにも関わらず、精神的健康状態は良好であっ

た。その理由として、沖縄戦体験者は高いレジ

リエンスがあり、加えて沖縄には“ユイ”とい

う相互扶助の精神があり、地域の共同体との繋

がりがあったからだと推察される。

４．PTSDのハイリスク者が4割いたことから、沖

縄戦体験者に対する心身の介護やケアを行う際

は、沖縄戦によるトラウマやPTSDを意識した

関わりが必要だと考える。
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Original Article

Mental health of the people who have experienced the battle of Okinawa           
on 67th year from the end of the war

-The targets who participated in preventive care project-

Fujiko Toyama1) Misuzu Takahara1) Mariko Oshiro1) Mayumi Taba2) Ryouji Arizuka3)

Haruo Nakamoto4) Megumi Ogimi5)

【Purpose】 The purpose of the research is to clarify the present state of the mental health of the battle of Okinawa
experience people who lives in mainland Okinawa and isolated islands where the battle was held, especially a trauma
are over the war is focused.

【Methods】 <Design>Quantitative research <Term> April 2012-July 2012 <Target>The people who experienced
battle of Okinawa over age of 75 who participated in preventive care project in main island of Okinawa;4
places(southern area 1, central area 1 , northern area 2) ,  and isolated islands of Okinawa;2 places(northern area 1,
southern area 1) Where the battle was performed. <scale and questionnaire>1) WHO-5(World Health Organization
Mental Health Well Being Index-five items) Measurement of mental health situation. 2) IES-R(Impact of Event Scale-
Revised) The revised Japanese edition; Event impact Scale, Measurement of degree of trauma. 3) Questioner about
the battle of Okinawa.

【Results】 The research target is 257 without a deficit value in IES-R among 303 collected data. The target were
consist of 218 women (84.8 %) and 39 men (15.2%). The average age was 82.5 years old. Average score of WHO-5 was
21.6(±4.2). Average score of IES-R was 23.2(±16.1). And, the number of people which  IES-R point over 25 who are
defined  as high risk in PTSD, was 106(41.2%). The 208(80.9%) people answered that " The media image and articles "
were triggers them to remember  the battle of Okinawa. In addition, Questioners which had relationships with IES-R
points are followings ; " Frequency which remembers war "  " To witness the someone had a dangerous situation "
" above age of  14 years at that time and under age of 14 at that time｣ and IES-R point had a positive relation in
statistical analysis. 

【Conclusion】 The targets have good mental health conditions, although people with high risk of PTSD were 40% of
all the target. The reason could be that they have high resilience, soul of mental help system which called “yui” in
Okinawa, and, relationships with local communities. The results that 40% of  all was high-risk shows that when
caring and nursing someone who experienced the battle of Okinawa, paying attention to the presence of a trauma or
PTSD is essential.

Key word：Battle of Okinawa, Battle of Okinawa experience people, Mental Health, IES-R, WHO-5

1) Okinawa Prefectural College of Nursing
2) University of the Ryukyus Graduate School 
3) Okinawa Kyoudou Hospital 
4) Okinawa Prefectural General Mental Health Center 
5) Nakijin Town Office
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Ⅰ．はじめに

我が国の優先すべき健康問題とされているがん

によって、多くの患者が身体だけでなく、心理社

会面、スピリチュアルな痛みに苦しんでいると言

われている1）。その中で、がん性疼痛は持続する

痛みのため、がん患者のQOLを著しく低下させる
2）。そのため、痛みの症状は迅速、また適切な対

処が必要とされている。その対処法として、1982

年に発表された「WHO方式がん疼痛治療法」（以

下、WHOラダー）は、がん性疼痛を70～90％除痛

する方法であり、臨床試験で実証されたガイドラ

インとして世界中に普及している3)。しかし、日

本におけるWHOラダーの認識度調査では、看護師

も含めた医療従事者への認識度が低いことが報告

されている 4,5）。また、一般的に知られている

WHOラダーは基本的に効果の弱い鎮痛薬から投与

し、段階的に弱オピオイド、強オピオイドへと変

更していくこと、NSAIDsとオピオイドは併用であ

ることが望ましいことが言われている。しかし、

実際の臨床においてオピオイドの調整は、WHOラ

ダーによる方略がそのまま当てはまるわけではな

く、基本的な方略としたうえで、患者の個別性を

捉えたアセスメントと慎重な薬剤調整が必要とさ

れている。しかし、甲斐6)らの急性の痛みを伴う

患者のアセスメント過程を明らかにした研究では、

一連のアセスメント過程に要する時間が約30分で

原著

Cancer Pain Assessmentツールの臨床への普及プロセス

吉澤　龍太1 神里　みどり2

【目的】WHOラダーに準じた疼痛緩和のプロセスを行うために、A病院に適したCancer Pain Assessmentツール
（以下CPAツール）を作成し、臨床で活用していく中で、どのように普及していくかというプロセスを明らかにす
ることを目的とした。
【方法】がん患者が入院する3病棟の看護師を対象として、研究者がガイドラインなどを参照に作成したCPAツー
ルを臨床に導入し、3カ月のフォローアップを行い、期間中の看護師との関わりを参与観察した。また導入後、計
9名の看護師に対して、半構成的面接法を行った。それらのデータを元に質的帰納的分析を行った。
【結果】抽出された8つのカテゴリーはツールの普及状況を表す4つの時期に分けられた。普及準備期では〈看護師
を含む多職種へのCPAツールの広報不足〉〈CPAツールの使用方法の不統一と戸惑い〉という問題があった。普及
促進期では、〈CPAツールを普及させるための病棟での取り組み〉が行われた。普及分岐点ではCPAツールが普及
した病棟では〈看護師が使用して感じたCPAツールの有用性の実感〉があり、普及しなかった病棟では〈CPAツ
ールの有用性を実感できなかった背景〉があった。浸透期では〈CPAツールの活用で生じた症状コントロールに
対する看護師の意識と行動の変化〉と〈看護師が使用して感じた患者にとってのCPAツールの有用性〉がみられ
た。継続・発展への課題では〈CPAツールの活用を継続していくための教育の必要性〉が明らかになった。
【結論】CPAツールが病棟へ普及していくプロセスは、リーダーやリンクナースなどの推進力となるスタッフとの
協働、CPAツールを効果的に活用するための病棟システムの調整やツールの簡便性への工夫が必要であり、看護
師がCPAツールを活用して臨床の中で意義あるものとして有用性を実感することが重要なプロセスであった。

キーワード：アセスメントツール、がん性疼痛、Translational Research

1　独立行政法人　那覇市病院
2　沖縄県立看護大学
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あったと述べられている。このことから、WHOラ

ダーはそのエビデンスが実証されているガイドラ

インでありながら、臨床で効果的に活用するには

正確かつ熟考されたアセスメントが求められ、業

務過多な臨床で日常的に活用するには困難と言え

る。

本研究のフィールドであるA病院においても、

看護師または医師にWHOラダーが周知されている

とはいえず、独自の判断で薬剤が使用されている

現状である。また臨床において、患者一人ひとり

から痛みの情報を収集し、アセスメントを行い、

鎮痛薬を調整したりと、これらのことを多忙な業

務内で行うのは困難な現状である。実際にWHOラ

ダーのようなEvidence-Based Practice（以下、EBP）

の実践を妨げる要因に「時間が足りない」ことも

要因とされている7,8)。

このような現状において、効果的な疼痛緩和を

行うため、看護師は患者の痛みについて正確なア

セスメントとWHOラダーに準じた薬剤調整を一連

のプロセスで行う必要があり、この一連のプロセ

スを臨床の全ての看護師が簡便に、同じレベルで

実施するために、がん性疼痛のアセスメントツー

ルやWHOラダーに準じたガイドラインを臨床現場

で有効に活用できる介入が必要であると考えた。

実際に、小児のがん患者を対象にした有田9)や笹

木10)の研究では、痛みアセスメントツールを用い

ることで、患者の痛みは軽減し、患者・家族の満

足度を高めることが明らかにされている。

しかし、我が国ではツールを用いた痛みのアセ

スメントに関して多くの研究がされており11-14)、

様々な痛みのアセスメントシートが開発されてい

るが、それらのほとんどがアセスメントから薬剤

調整までを一連のプロセスとしてつなげられる内

容のツールではない。そのため、臨床の看護師が

痛みのアセスメントを行った後に円滑に薬剤調整

が実践できるよう、ガイドラインを基としたツー

ルの必要性が考えられた。

これらのことから、がん性疼痛のアセスメント

ツールやガイドラインを臨床に普及させることを

目的としたTranslational Researchの必要性があっ

たが、我が国において、褥瘡ケアや小児の疼痛緩

和でしか行われていない現状である。そこで本研

究では、成人がん患者のがん性疼痛へのケアを主

体としたTranslational Researchを行った。

研究目的

WHOラダーに準じた疼痛緩和のプロセスを行う

ためのがん性疼痛アセスメントツールやガイドラ

インを作成し、臨床現場へ導入していくことで、

A病院に適したツールとして普及していくプロセ

スを明らかにすることである。

Ⅱ．研究方法

１．研究デザイン

Translational ResearchをTitler15)は、ヘルスケア

において、個人や組織による臨床的決定を向上さ

せるために、EBPの実行に影響する方略、介入、

変数を明らかにすることであり、さらにEBPの実

行を促進、維持する介入の効果を検証することも

含むと定義している。

本研究では、その効果が実証されている痛みア

セスメントシート、ガイドラインを基に研究者が、

臨床において看護師が活用できるようツールとし

て作成し、簡便でより有効なものへと修正を繰り

返す。これにより、ツールを臨床に普及させ、疼

痛緩和を行っていくプロセスを明らかにすること

で、ツールの活用に影響する要素とその効果を検

証することである。

２．研究対象

1）研究場所

研究者が勤務するA病院のがん患者が入院して

いる外科病棟と2つの内科病棟の計3病棟で実施し

た。A病院は沖縄県における二次救急医療機関で

あり、また同時に地域がん診療連携拠点病院とし

ての役割をもつ。

2）研究期間
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研究期間は準備期間と導入期間を含み、平成22

年6月～平成22年10月末までの約5カ月間であった。

3）研究参加者

外科病棟、内科2病棟の計3病棟へのフォローア

ップ期間では、研究者が病棟ラウンドを行う日に

勤務している看護師の中の約2～3名を対象とし、

フォローアップ終了後に各病棟の看護師長と2名の

看護師の計9名にインタビューを行った。

3．Cancer Pain Assessmentツールの内容

1）痛みアセスメントシート（図1）

痛みの部位、性質、強度と痛みによる睡眠障害

の有無、痛み増強の有無、痛みに対する患者の思

いや対応方法を確認する内容となっている。痛み

の性質は稲垣ら16)の先行研究や短縮版McGill痛み

質問票（日本語版）17)を参考にした。痛みの強度

はガイドライン18)からNumeric Raring Scale、

Verbal Rating Scale、Wong-Baker Face Scaleの臨

床ですでに普及している痛みの強度を測定する3つ

のスケールを合わせたものを作成した。WHOのが

ん疼痛治療の目標である3段階を参考にして、痛み

の強度を安静時の痛みと体動時の痛みの2つの項目

にし、睡眠障害の有無の項目を加えた。

この痛みアセスメントシートは患者自身による

自己記入を基本とするため、対象となる患者は意

識障害や精神疾患のない成人のがん患者とした。

記入方法はチェックシート方式で簡便性を重視し、

記入時間は約5分程度であった。痛みアセスメント

シートに記入した内容を、看護師が電子カルテに

簡便に取り込めるよう、研究者が作成したEXCEL

チャートへ入力することとした。

2）ガイドライン・フローチャート（図2）

痛みアセスメントシートで得られた情報から、

疼痛緩和に向けたアセスメントと薬剤調整の指標

となることを目的としている。ペインスケールに

よって痛みを定量化し、その数値からフローチャ

ートに沿って看護師がアセスメントを行い、主治

医と連携して疼痛緩和を行っていくためのガイド

ラインである。

ガイドラインは米国のNational Comprehensive

Cancer Network（以下NCCN）19,20)やがん性疼痛

治療ガイドライン18)を参考にした。NCCNガイド

ラインを選択した理由は、WHOラダーは痛みの強

さによる鎮痛薬の選択ならびに鎮痛薬の段階的な

使用法を示しており、NCCNガイドラインは痛み

を数値化することでWHOラダーが示している使用

法をより詳細に明記しているからである。ガイド

ラインはフローチャート形式となっており、痛み

の数値を軽度（1～3）、中等度（4～6）、重度（7～10）

の3段階に分類され、鎮痛剤の最高血中濃度に達す

る時間で適切な痛みの評価が行われるようになっ

ている。さらに、神経障害性疼痛を予測するため

に、痛みアセスメントシートの項目で判断できる

ようフローチャートに追加した。

この「ガイドライン・フローチャート」と前述

した「痛みアセスメントシート」の2つを総称して、

Cancer Pain Assessment（がん性疼痛アセスメン

ト）ツールとし、本文中ではCPAツールと名称す

る。

4．CPAツール導入の流れ

1）ツールを臨床で活用するにあたり、A病院の緩

和ケアチームに属する医師や薬剤師によって、

CPAツールの信頼性について確認した。

2）CPAツールを各病棟から選出された看護師によ

って構成されている緩和ケア委員会で検討し、修

正を行った。緩和ケア委員会に属する各病棟の看

護師にはリンクナースとしての役割を依頼した。

3）CPAツール導入前、研究者が各病棟の看護師を

対象に、がん性疼痛アセスメントとWHOラダーの

必要性についての約30分間のミニレクチャーを計3

回実施した。

また7月下旬、対象となる看護師と院内の医師を

含む他職種を対象とした講義を、院外の緩和ケア

専門医師を講師として招聘して、WHOラダーとオ
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ピオイド・鎮痛補助薬の使用方法についての講義

を行った。講義時間は約90分間であった。

4）CPAツール導入1～2週間前に、各病棟に研究者

がおもむき、約15分で研究の目的と内容、ツール

導入の説明を行い、代表者として病棟の看護師長

に口頭と書面で研究参加の同意を得た。研究の協

力依頼とCPAツールのオリエンテーションは各病

棟で計2回実施した。

5）CPAツールを導入してから１か月は週2回、導

入後2～3か月間は週1回、病棟ラウンドを研究者が

行い、CPAツールの評価やアセスメントへのフォ

ローアップを行いながら、参与観察法でインフォ

ーマルにデータ収集を行った。

6）CPAツール導入後の3ヶ月目上旬から中旬にか

けてインタビューを行った。緩和ケア委員会で、

CPAツール導入の対象となった各病棟の看護師か

ら、ツールを使用して疼痛緩和が図れた症例報告

会が行なわれた。

5．データ収集

1）病棟ラウンドでの参与観察

研究者はCPAツール導入期間中、各病棟にラウ

ンドを行い、その際、看護師との関わりの中で、

看護師の意識や行動の変化、CPAツールへの評価

や意見をフィールドノートに記録した。ラウンド

をする時間帯はケア業務が集中する午前を避け、

14時から16時の間に各病棟約20～30分間であった。

2）CPAツール導入の対象となった各病棟の看護

師への半構成的インタビュー

インタビューは、CPAツールが導入された3病棟

の看護師、計9名を対象に行った。対象となる看護

師は、看護師長に複数の候補者の選定を依頼し、

その中から、幅広い意見が得られるよう経験年数

やCPAツール活用に取り組む姿勢から研究者が決

定した。また各病棟の看護師長も管理者としての

研究への取組みやスタッフとは異なる視点からの

評価を聞くため、インタビュー対象者として依頼

した。インタビューの場所はプライバシーが守ら

れる個室で行い、対象者が負担にならないよう約

30分以内で行った。インタビューの内容は半構成

的面接法で行った。面接内容は録音し、録音を拒

図2　ガイドライン・フローチャート
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否した対象者は許可を得て、面接中にフィールド

ノートに記録した。収集したデータを逐語録に作

成し質的帰納的に分析を行った。

6．データ分析

１）質的帰納的分析

対象病棟でのインタビューと病棟ラウンドの際

の参与観察から得られたデータは質的帰納的に分

析を行った。

（1） 逐語禄から、CPAツールが臨床でどのような

効果をもたらしたか、また看護師によるCPAツー

ルの評価などをテーマとして内容を抜粋、要約し

た。これらのデータで類似しているものをまとめ、

サブカテゴリーを抽出した。

（2） 抽出したサブカテゴリーから、CPAツールの

導入以前の問題や現状、経時的な変化や背景、今

後の課題を明らかにしながら抽象度を上げ、更に

同様のプロセスでカテゴリー化を行った。

（3） 真実性の確保は、がん看護に精通した大学教

員や大学院生と逐語録やカテゴリーのピアレビュ

ーを行い、スーパーバイズを受けた。

7．倫理的配慮

対象者に対し、研究の参加・不参加は自由であ

ること、インタビュー中いつでも不参加を申し出

ることができること、得られた情報は研究者以外

に流出しないよう保管すること、情報は個人が特

定されないようコード化することを説明し、同意

を得た。本研究は沖縄県立看護大学倫理審査委員

会の承認を得た。

Ⅲ．結果

１．対象者の基本的属性

インタビュー対象者の基本的属性は男性1名

（11.1％）、女性8名（89.9％）の計9名であった。そ

のうち3名が看護師長で1名が主任、5名がスタッフ

の職位であった。平均経験年数は13±9.9年（範

囲：3-30）であった。インタビューは各対象者1回

ずつ、要した時間は平均で23分であった。

対象となった病棟は、外科病棟、呼吸器・消化

器内科病棟、血液内科病棟で、各病棟の在院日数

は約11日間、約16日間、約32日間であった。



−19−

沖縄県立看護大学紀要第14号（2013年３月）

２．臨床でのCPAツール普及状況のプロセス（表1、

図3）

CPAツールの普及状態と対象となった病棟の看

護師の変化を述べる。

以下、カテゴリーは【　】で、サブカテゴリー

は《　》で、具体例を「　」で示した。カテゴリ

ーはそれぞれが個別なものではなく、時間の経過

と共に影響しあい、進行している傾向があったた

め、時期によって場面を分けて示した。時期は

CPAツールの普及状況を表す内容で、CPAツール

を導入した直後の普及準備期、普及するための取

り組みが行なわれた普及促進期、各病棟の普及状

況に違いがみられた普及分岐点、CPAツールが普

表1　看護師の有用性の実感に伴うCPAツールの普及状況プロセス
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及した病棟で看護師からCPAツールの有用性の実

感がみられた浸透期、また今後の課題を表した継

続・発展への課題として分類した。ここでは、8つ

のカテゴリーと19のサブカテゴリーが明らかにな

った。

1）普及準備期（8月上旬）

導入前に各病棟2回ずつ、CPAツールの使用方法

のオリエンテーションを実施したが、各病棟で共

通して、CPAツールを認識していない、または認

識しているが使用していないという《病棟看護師

へのCPAツールの認識不足》がみられ、また薬剤

を処方する医師も認識していない《医師へのCPA

ツール周知不足》という現状であった。この現状

から【看護師を含む多職種へのCPAツールの広報

不足】という問題が明らかになった。またCPAツ

ールを認識している看護師でも、対象者がわから

ない、使用方法が看護師間で一致していないとい

う《対象となる患者の不特定とCPAツール活用の

未熟性》がみられ、【CPAツールの使用方法の不統

一と戸惑い】が明らかになった。

「え？（ツールのことを）聞いていないけど、

なんだろう？まだ見てないはず・・・」

「誰が対象者かわからない。入院患者全員にこ

のアセスメントシートを取るの？」

2）普及促進期（8月中旬）

看護師や医師へCPAツールが認識されていない、

使用法が統一されないという状況の中でも、看護

師長を中心として【CPAツールを普及させるため

の病棟での取り組み】が行なわれていた。それは

《CPAツールをアピールすることによる看護師や

医師への意識づけ》から始まり、各病棟が自発的

に《CPAツールを有効に使用するための病棟シス

テムの調整》をする場面がみられた。このような

取り組みをスムーズに進めることができた背景に

は、緩和ケア委員会メンバーや経験年数が豊富な

看護師などによる《CPAツールの活用を促進する

リンクナースの存在》が重要な役割を担っていた。

「うちができるのはフローチャートをまずはド

クターの目のつく所に、（ナースステーションの）

テーブルの上にドカンと大きいのを（A3サイズ）

いつも置いている。これ（フローチャート）はず

っと置いとく。わかってくれるまで、置いとく。」

「アセスメントシートとかあって、（病棟で）火

曜日に痛みの評価をしましょうって決めたので、

そうやって決められていると、やらないとってい

うのがあるので、ちゃんと時間を作ってゆっくり

痛みについて話すことができた気がします。」

「IさんとかAさんとかも（緩和ケア委員会メン

バー）結構、積極的に皆に言ってくれているので、

定期的に、あと掲示板とかにも残してくれたりと

か、なんか、痛みの評価ありますとか掲示板に入

っていると、朝来て受け持ちで見て、あ～あるん

だな～って、多分それもあると思います‥中略‥

実際、今日やってねって、こんなやってやるんだ

よって教えてくれる人がいないと、多分なんかち

ゃんとできないのかなって・・・何か、頼りにな

ります。（緩和ケア委員会メンバーが）いるだけで、

多分違うと思います。」

3）普及分岐点（8月中旬～9月中旬）

徐々にCPAツールが病棟へ普及してくると、臨

床の場において、【看護師が使用して感じたCPAツ

ールの有用性の実感】が現れた。それは患者に痛

みアセスメントシートを用いることがきっかけと

なり、《患者とのコミュニケーションツールとし

ての有用性の実感》であったり、痛みアセスメン

トシートが看護師間で情報を共有するツールとし

て《情報収集や情報の共有におけるCPAツールの

有用性の実感》がみられた。また、ガイドライ

ン・フローチャートは《ケアの指標としてのCPA

ツールの有用性の実感》をもたらし、痛みアセス

メントシートの記入の簡便さやEXCELチャートを

用いて記録の重複を避ける工夫は《臨床で使用す
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る際の簡便性の実感》をもたらした。

「やっぱり痛みとか、がんっていうのを切り込

むのって、意外とこの人に触れていいのかなって

思ったりしてる‥中略‥今、実はこういうアセス

メントシートを使っているんで、ちょっとお話聞

かせてもらえませんかって言って、なんかきっか

けになったりしますね。こういう物差しでうちは

やってるんですけどって言って・・・」

「看護師には直接言わないけど、（痛みアセスメ

ントシートを）書かせたら痛みがあったと初めて

わかったことがある。（痛みアセスメントシートは）

必要かなと思いました」

「あの表（ガイドライン・フローチャート）とか見

て、痛み止めとか必要だったりするときは、先生

には相談しやすくなった。チームで見て、あ、じ

ゃあ先生にあの表を（ガイドライン・フローチャ

ート）持って行って、実際にこんなやっているん

ですけどって、先生にその場（看護師のチームカ

ンファレンス）に入ってきてくれたことがありま

す。」

「このアセスメントシートは、前にも出てたん

ですけど、毎回やらなくてもいいっていうことで、

痛みの種類が変わった時に口頭で聞いて、

（EXCELチャートに）入力すればいいっていうこ

とで、必ずこのシートを使わなくてもいいってい

うことで、できるだけ紙は利便性を考えたら、で

きるだけ無くして、本人たちがこなしていけば、

これでいいのかなって思います。」

効果的にCPAツールが普及した病棟では、看護

師の行動にいくつかの変化やCPAツールの有用性

への実感がみられたが、反対にCPAツールの普及

が困難だった病棟もあった。その背景には《CPA

ツールを用いての情報共有へのカンファレンス不

足》《継続しない記録や評価》《リンクナースの

役割不足》《看護師が実感できなかったCPAツー

ル活用の必要性》が挙げられた。それらは【CPA

ツールの有用性を実感できなかった背景】として、

CPAツールが普及しない具体的な要因として明ら

かになった。

「痛みアセスメントシートの使用と評価が定着

しないのは、カンファレンスがないから。通常は、

カンファレンスへつなげるために、患者を評価す

る。そのカンファレンスがないため、病棟看護師

の患者への問題意識が薄いのではないかと思う。

○○さんは患者の声を聞いているが、その内容を

他のスタッフと共有し、ケアに活かすことができ

ていないと思う。」

「どっかの病棟は（再評価を）週一でやってい

るって言っていて・・・そういう評価をしないか

ら結局、１回（痛みアセスメントシートを）とっ

て、終りになってしまっているのが病棟の現実だ

と思うので・・・もし経過的に評価してみていく

のであれば、（再評価する）曜日をつけたりだとか、

受け持ちがちゃんと評価をするっていう形で持っ

ていくなりしないと継続することは絶対に無理だ

と思います・・・だって、私もやりましたけど、

その後誰もやっていないと思います。」

「患者の問題を提示する要となる人がいなかっ

た。だから、評価が継続しない。」

「自分はペインスケールは好きじゃない。ペイ

ンスケールを使用することに納得できない。人に

よって痛みの程度や感じ方は違うし、例えば、老

人とかはうまく評価することもできない。ペイン

スケールを使うことよりも、看護師が患者個人を

見て評価することが必要なのではないかと思う。

痛みは数字で表すものではないと思う。評価する

ことで痛みを表せるのか、また数字で患者の内面

までみることができるのか疑問を感じている…中

略…アセスメントシートがないと患者の痛みの声
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が聞けないの？看護師が患者の本質、その人自身

を見ないと、いけないんじゃないの？」

4）浸透期（9月中旬～10月）

看護師がCPAツールの有用性を感じていると、

それは直接、患者へのケアにも影響がみられた。

痛みについて以前は漫然とスケールを確認してい

たが、《看護師の疼痛コントロールに対する意識

と行動の変化》がみられ、CPAツールを使用しな

がら積極的に痛みをコントロールするよう働きか

けるようになった。痛みについてコントロールが

できるようになると、看護師は痛み以外の症状に

も視点が向けられるようになった。「呼吸苦や倦怠

感を訴える人も多くて、どうしたらって思うよう

になった」と《痛み以外の症状に対するケアの必

要性についての意識の向上》がみられ、これらの

意識と行動は【CPAツールの活用で生じた症状コ

ントロールに対する看護師の意識と行動の変化】

として見られるようになった。

「今まで皆、ペインスケールまでは見ていたん

ですよ。でもペインスケールを見て、次の行動の

どこに目をつけたらいいのか、がわかっていなか

ったので、次の段階、（ガイドライン・フローチャ

ートの痛みの評価から、医師への報告まで）目の

付けどころが見えてますよね…中略…スケール表

は6なのに、そこから先が動けない私たちが、経験

年数でね。今はそうじゃない、新人看護師が確実

に動いていますからね、これ（ガイドライン・フ

ローチャート）を見て。」

「あと痛みと呼吸苦だったり、あと倦怠感とか

って評価がよくわからなくって、結構、痛みでは

ないけど、倦怠感として訴える人も多いなってと

いうのもあって、それはどうしたらいいんだろう

って、このアセスメントシートを通して思うよう

になった。‥中略‥で、そういう時にはまたどう

しようかなとか、どうしたらいいのかなとかって、

思ったりとかもして、それってどうしたらいいん

ですか？なんだろ・・・倦怠感とか、問診をとり

ながら、痛くはないんだけどみたいな、ただだる

くてって、これってとれるの？とかって、言われ

た時とか・・・」

看護師がCPAツールの有用性を実感し、実際に

臨床現場での意識と行動が変化することで、患者

からの良好な反応を感じ取ることができるように

なった。「アセスメントシートを使用することで、

患者も看てくれているんだなって、喜んでいます」

と、以前よりも患者の痛みの声を聞くことができ、

《CPAツールによる患者と医療者との痛みの共

有》へとつながっていた。また看護師長は、ラウ

ンドしていると以前に比べ、「痛みに苦しむ人が少

なくなってきた」と実感していた。CPAツールを

使用することで、《疼痛緩和へつなげられた看護

師の実感》となり【看護師が使用して感じた患者

にとってのCPAツールの有用性】が感じられるよ

うになっていた。

「これやることで患者さんとかも見てくれてい

るんだなって分かるみたいで、今いますけど、一

人使っている人が・・・ちょっと難しい人なの

で・・・でも、結構喜んで、結構喋ってくれてい

るみたい、って言っていました。」

「（痛みがコントロールできたことで）表情が変

わったのは驚きましたよ。あ、この人こんな風な

穏やかな表情があるんだ～、ずっと眉間が寄って

いて、いつも私たちに当たっていたのですけ

ど・・・先生には痛みを言わないで我慢してて、

で、ナース皆に当たって、あんまり笑ったりとか、

ありがとうとか言わなかったんですけど、（患者が）

動けるようになりましたって・・・」

5）継続・発展への課題

看護師長を始め、看護師もCPAツールの有用性

を感じ始めたが、今後も継続的に活用していくた
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めに、必要としていることは看護師への教育であ

った。「定期的なスタッフの教育とCPAツールの説

明、モデル患者を使用した予行演習があればいい

と思う」など《事例を用いた継続的な教育プログ

ラムの必要性》が聞かれ、それは【CPAツールの

活用を継続していくための教育の必要性】として

明らかになった。

「でも勉強会あったら参加したい。‥中略‥やっぱ

り触らなくなる（勉強会に参加しない）とわから

なくなるし、しょっちゅう触っている（勉強会に

参加する）とこういう意識づけはあるし・・・定

期的にあったほうが、まあ多すぎてもまた多分大

変だと思うかもしれないけど、ただ短時間とかで

あればいいかもと思う。」

Ⅳ．考察

1．CPAツール普及の促進要因

CPAツールの導入直後に直面した問題では、【看

護師を含む多職種へのCPAツールの広報不足】と

【CPAツールの使用方法の不統一と戸惑い】がみら

れた。導入前に講義の実施やオリエンテーション

を実施していたにも関わらず、看護師間でCPAツ

ールを認識されていない現状があった。準備期間

が１か月と短い期間であったことが原因であると

考えられる。ツールの存在や使用方法をスタッフ

に認識されることは、ツールを活用するうえでの

重要要素である。Titlerら21)もケア提供者がそれぞ

れの臨床現場において、研究結果に裏付けされた

ツールを使用するには、そのツールの知識と技術

を持つことが重要であると述べている。そのため

には、ツールを使用するスタッフへの教育、看護

師長やリンクナースの活用、またコンサルテーシ

ョンを通しての伝達、ポスターなど視覚的な広報

も方法の一つとして述べている。CPAツール導入

までには、充分な準備期間を確保し、これらの方

法を組み合わせたCPAツールの広報が必要である

と考える。

【CPAツールを普及させるための病棟での取り

組み】では、看護師長とリンクナースが中心とな

り、医療者へのCPAツールのアピールや活用しや

すいようなシステムの調整などCPAツール導入の

ための様々な取り組みを行っており、導入を促進

する大きな要因であったと考える。Titlerら21)が述

べるように、リーダーやリンクナース達の取り組

みが、看護師によるツールの活用という行動の変

容に、効果的に作用していったと考える。濱田ら22）

も、ツール導入後、研究者がケア効果の共有とそ

の評価を看護師に伝達しながら、推進力となるス

タッフを支援することの重要性を述べている。

CPAツールが普及した病棟の特徴として、【看護

師が使用して感じたCPAツールの有用性の実感】

がみられた。看護師は実際の業務で活用するうえ

で、統一した視点での情報収集とアセスメントを

行い、薬剤の調整や医師との連携を行うという一

連の過程において看護師自身の行動が疼痛緩和へ

つながっていると意識することができたと考える。

有田9）の研究でも、看護師がツールを活用するこ

とで、患者の疼痛緩和につながっていると実感で

き、ケアを継続するための力や自信につながって

いくことを明らかにしている。このように、CPA

ツールの活用が効果的なケアへとつながるという

有用性の実感が成功体験となり、看護師のケアへ

の意識向上を導くと考える。また、この期間にみ

られたCPAツールの簡便性も導入における重要な

要素である。CPAツールを活用するために、業務

の負担が増加する、また時間がかかると、看護師

はCPAツールを使用しなくなる恐れがある。その

ため、本研究においてCPAツールは簡便性を重視

して、短時間で活用できるように作成したことが

効果的であったと考える。濱田ら22)も研究におい

て、開発されたエビデンスに基づくツールをその

まま臨床で当てはめるのではなく、原理原則を大

事にしながら、臨床に適する形で使いやすいツー

ルにするため、可能な範囲でスタッフと共に修正

することが必要と述べられている。

これらのことから、CAPツールが病棟へ普及す
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る促進要因には、スッタフに認識されるよう充分

な広報と情報提供、管理者・リンクナースなどの

推進力となるスタッフとの協働、成功体験による

CPAツールの有用性の実感、CPAツールの簡便性

が重要であると考える。

2．CPAツール普及の阻害要因

CPAツールが普及しなかった病棟の特徴には、

【ツールの有用性を実感できなかった背景】がみら

れた。CPAツールを用いたカンファレンスがなく、

痛みについての評価や記録が単発的であることは、

看護師間での連帯感を生まず、CPAツールを活用

しても、その後ケアが継続しないことが考えられ

る。有田9）の研究でも、実際にツールを活用して

もタイムリーなカンファレンスが行われず、効果

的な緩和ケアにつながっていかない場面があり、

タイムリーなカンファレンスの場を設定する技術、

緩和ケアがチームで行える環境を整える技術の重

要性を述べている。また、先述したCPAツール普

及の促進要因からもわかるように、CPAツール導

入の推進力となるリンクナースの不在や看護師が

CPAツールの必要性を実感できていないことは、

CPAツール普及に関して影響が大きいことが考え

られる。　　

ただ各病棟の特徴から、がん患者の在院日数に

明らかな差があり、在院日数が長期である病棟は、

それぞれのがん患者を長期でケアを繰り返す中で、

CPAツールの必要性を実感することができたが、

在院日数が短期の病棟では、必要性を実感する時

間が足りなかったことも影響していると考える。

3．CPAツール導入よる看護師の変化

【CPAツールの活用で生じた症状コントロール

に対する看護師の意識と行動の変化】では、疼痛

緩和への積極的な行動と痛み以外の症状に対する

意識の変化がみられた。これまで患者の痛みをス

ケール化しても、先に進めないでいた看護師が

CPAツールをケアの指標として活用することで、

自信を持ち、疼痛緩和への意識を高めたと考える。

松岡ら23)の研究においても、痛みのアセスメント

ツールを導入したことで、看護師が実践の場でそ

の効果を体験し、患者や家族、看護師間で効果を

共有することが知識的側面での変化の強化につな

がったと述べている。疼痛以外の症状に対する意

識は、このような積極的な疼痛緩和を行うことで、

患者にとっても優先すべき問題であった痛みが解

消され、患者や看護師が共に痛み以外の症状に視

野を広げることができたと考える。つまり、CPA

ツールを導入したことで、ある程度の疼痛緩和の

効果があったと評価できる結果であったと考える。

また同時に痛みアセスメントシートを用いての患

者からの詳細な問診は、看護師の聴くという姿勢

を形成し、患者の潜在していた、倦怠感など疼痛

以外の問題を表出しやすい環境作りにつながると

考える。

【看護師が使用して感じた患者にとってのCPA

ツールの有用性の実感】では、看護師は、CPAツ

ールを活用することで、痛みの問題を看護師と共

有できたという患者の喜びを感じること、また実

際に患者の疼痛緩和が行なえていると実感してい

る場面がみられた。痛みアセスメントシートを用

いて、患者と共に痛みや抱えている問題を話し合

うことによって、患者は「看護師にわかってもら

っている」と感じることとなり信頼関係が構築さ

れると考える。また実際に、患者の疼痛緩和とな

ったという実感は、非常に重要である。松岡ら23）

の研究でもケア効果を高めるツールを導入する場

面での看護師の注目すべき変化として、看護師の

意識・態度・ケアの変化が患者のケア参加を高め、

苦痛の緩和につながり、患者のそうした良い変化

を捉えた看護師が、自分たちのケアを再度評価し、

看護の喜びを感じるという相互的な関係があるこ

とを明らかにしている。本研究においても、CPA

ツールを活用し疼痛緩和を行うことで、患者の反

応と相互作用によって、看護師の意識の向上と成

長につながったと考える。
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4．今後の課題

【CPAツールの活用を継続していくための教育

の必要性】では、今後もCPAツールを継続、発展

させ、さらにアセスメントを深めるための教育の

必要性が求められた。インタビューの中で看護師

は、短時間で、定期的に繰り返し行う講義や勉強

会を希望していた。またイメージしやすいように、

事 例 を 用 い る 提 案 も 聞 か れ た 。 Marlies24)や

MacLaren25)らは、看護師への短時間での教育プロ

グラムは、その後の継続的な実践サポートとコン

サルテーションを必要としているが、知識向上に

有効であると述べている。また事例による演習は、

看護師の過去の経験を振り返り、評価することで

新しい見解と行動の変化につながると考える。山

本26）も良い看護教育には「例を用いて学習内容へ

の理解を促す」「モデルを示す」「経験から学習を

促す」ことを挙げている。このように短時間での

教育プログラムと過去に経験した事例による演習

を組み合わせた教育プログラムの構築が今後の課

題として必要とされている。

Ⅴ. 結論

本 研 究 で WHOラ ダ ー に 準 じ た Cancer Pain

Assessmentツールを臨床に普及させるプロセスを

明らかにすることができた。このプロセスの中で、

リーダーやリンクナースの推進力となるスタッフ

との協働、CPAツールを効果的に活用するための

病棟システムの調整やツールの簡便性への工夫が

必要であり、看護師がCPAツールを活用して臨床

の中で意義あるものとして有用性を実感すること

が重要な促進要素であった。

このプロセスの中で、看護師は自信をもって痛

みへのケアを行い、患者の身体症状に対する意識

の向上と患者との相互作用による成長していく変

化をみることができた。

研究の限界

本研究では対象者が看護師のみであったが、今

後は医師や他職種を巻き込むことで、CPAツール

を洗練し、病院全体でのシステムとして組み込ん

でいく必要がある。

また本研究では3か月間という短期間のフォロー

であったが長期間でのフォローアップと継続的な

教育を行っていき、CPAツールの活用によるがん

患者の疼痛緩和への影響を評価していくことが課

題である。
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Original Article

The Utility and Dissemination Process of Cancer Pain Assessment Tools
into Clinical Practice

Ryuta Yoshizawa1) Midori Kamizato2)

【Purpose】

The purpose of this study was to explore the utility and dissemination process of Cancer Pain Assessment (CPA)
tools that adapted to clinical setting to relieve cancer pain in accordance with WHO ladder.

【Methods】

The researcher introduced original assessment tools to clinical nurses, who have been working three wards in a
hospital. After introduction, the researcher supported clinical nurses for three months as a participant observation.
After three months, data was collected by semi-structured interviews from nine nurses of three wards, and

analyzed by qualitative and inductive methods.
【Results】

Dissemination process of assessment tools found four stages with eight categories. A stage of the preliminary
dissemination, the wards had problems of “a lack of information of CPA tools for multidisciplinary and includes
nurses”, “inconsistency and confusion of how to use CPA tool”. A stage of the promotable dissemination, the nurses
of each wards practiced “approach to disseminate CPA tools for nurses on wards”. A stage of the Junctional
dissemination, the wards that CPA tools were disseminated had “actually feeling of utility for nurses use CPA tool”,
whereas the wards that CPA tool were not disseminated had “background in which utility of CPA tool were not
able to be actually felt”. A stage of the dissemination, the wards had “the nurse's action and consideration change
into symptom control caused by use of CPA tool” and “Utility of CPA tools for patients who felt it by using”.
Subject to continuance and development, the wards explored “necessity of education to continue use of CPA tool”. 

【Conclusions】

It was necessary for the process of CPA tools’ dissemination into clinical settings as follows ; first, collaboration with
the staff such as the leaders and link nurses who will be the driving force to disseminate CPA tool ; second,
adjustment system to make best use of CPA tool, and device of ease for CPA tool. Finally, it was important that
nurses who were using CPA tools realize feeling of utility and meaning into clinical settings.

Key word：assessment tools, cancer pain, translational research

1　Naha City Hospital 
2　Okinawa Prefectural College of Nursing
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Ⅰ．はじめに

わが国の医療・介護においては、施設中心から、

可能な限り在宅方向を推進している。終末期がん

患者においても在宅ケアが推進されつつあるが1)、

がん患者は医療依存度が高く、死別も控えている

ことから、終末期がん患者を介護する家族は、介

護負担と疲労度がとても高い状態にあることが報

告されている1,2)。家族は介護のために自分の時間

を確保することすら難しい状況3,4)で葛藤5)を感じ

ており、家族介護者がリフレッシュする時間を持

つことの重要性が指摘されている4)。先行研究に

よると家族の介護負担を軽減することで、在宅で

の看取りを希望する人が増加することが言われて

おり6)、在宅における終末期がん患者の家族介護

の負担を軽減するための家族支援の必要性が問わ

れてきている7-9)。しかし、終末期がん患者の家族

介護者に対する適宜な休養と気分転換のみが提示

されているのみで、具体的な家族介護者自身の身

体･精神のリフレッシュを促すための看護援助に関

する研究は見当たらない。

一方、アロママッサージにはリラクセーション
10)やストレスを軽減する効果11)があり、マッサー

ジと対話によって、リラックスや自己表出、気分

転換、自己への気づきが生じやすいことが示唆さ

れている12)。また、アロママッサージのようなタ

ッチは安らぎと結びつきを高めるオキシトシンを

分泌しやすいことが報告されている13)。

これまで、アロママッサージなどの補完代替療

原著

在宅終末期がん患者の家族介護者に実施した
アロママッサージの主観的反応

塚原ゆかり1 神里みどり2

1　YUKARI’S
2　沖縄県立看護大学

【目的】在宅療養中の終末期がん患者の家族介護者を対象に、アロマセラピストである看護師がアロママッサージ
を実施することにより、家族介護者の主観的な反応を明らかにすることを目的とする。
【方法】在宅終末期がん患者の家族介護者8名を対象として、アロマセラピストである看護師が研究協力者の自宅
に3回訪問を行い、研究協力者にアロママッサージを約30分実施し、参与観察と半構成的インタビューから得られ
た質的データを分析した。
【結果】家族介護者の平均年齢は54.1±16.1歳、患者との続柄は妻5名、娘3名、介護期間は7.8±6.9ヶ月であった。
家族介護者がアロママッサージを受けることで、＜症状が緩和する＞、＜リラクセーションする＞、＜アロママ
ッサージ後のリフレッシュ感＞、＜感情の解放＞、＜自分自身の健康を意識する＞、＜内省する＞、＜介護の中
にアロママッサージを取り入れることに意欲を示す＞、＜患者や介護におけるアロママッサージへの期待＞、＜
患者の状態に左右される＞、＜看護師の専門知識を頼りにする＞という反応がみられた。
【結論】アロママッサージを家族介護者に行うことで、家族介護者の身体・精神・社会・介護面に反応が認められ
た。アロマセラピストである看護師が家族介護者に行なうアロママッサージは、家族介護者のリフレッシュと介
護意欲につながり、また、家族介護者に簡便なアロママッサージの指導を行うことも介護意欲につながることが
示唆された。

キーワード：在宅終末期がん患者、家族介護者、アロママッサージ
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法を活用した看護援助の研究ががん患者を対象に

いくつかなされてきており10,11,14-20)、ガイドライ

ン21)でもがん患者の苦痛症状の緩和に有効である

ことが明記されている。しかし、家族介護者を対

象とした看護支援としてのアロママッサージの研

究はこれまでなされてきていない現状であり、が

ん患者の身体･精神の苦痛症状の緩和に有効であれ

ば、家族介護者に対しても介護負担の軽減や身体･

精神の症状の緩和に有効である可能性が高いこと

が推測される。

本研究では、在宅療養中の終末期がん患者の家

族介護者を対象に、アロマセラピストである看護

師がアロママッサージを実施することにより、家

族介護者の主観的な反応を明らかにすることを目

的とする。特に、アロママッサージを受ける家族

介護者の反応を質的に明らかにすることで、在宅

終末期がん患者の家族介護者に対する具体的な看

護支援の方法が導き出されるのではと考えている。

用語の定義

家族介護者：日々の生活において主たる介護を

担当している者で、同居の有無は問わないものと

した。

終末期がん患者：疾患の治癒が望めない状態で

あり、生命予後が半年あるいは半年以内と考えら

れる時期22)でがんの告知を受けている者とした。

Ⅱ．研究方法

１．研究協力者

A県内の1施設である在宅療養支援診療所の医師

(施設長）に研究フィールドの提供および研究協力

候補者の選定を依頼し承諾を得た。

研究協力者の選定は、在宅において終末期がん

患者の介護を行っているキーパーソン、認知的な

障害がなく、会話によるコミュニケーションが可

能な者とした。医師が、外来あるいは研究協力候

補者の自宅で、研究協力候補者からの調査参加の

内諾を得た後、調査者は医師より紹介を受けた。

緩和ケア外来受診の時、あるいは研究協力者の自

宅に訪問した時に、調査者が調査の趣旨を文書と

口頭で研究協力候補者に説明した後、調査参加へ

の同意の得られた者を研究協力者とした。

研究参加に同意した在宅終末期がん患者の家族

介護者は8名であった。

２．データの収集方法

データ収集は、研究協力者の自宅に訪問し、ア

ロママッサージ前後に半構成的インタビューを、

アロママッサージの実施過程において参与観察法

を実施した。

1)実施期間

2009年7月～10月

2)アロママッサージの方法

本研究におけるアロママッサージは、精油と植

物油を混ぜ合わしたもの16)を使用し、手を使って

対象者の体をさすったりする20)こととし、研究協

力者の意向や状態に応じたアロママッサージの手

技と方法をアセスメントし実施していく方法とし

た。アロママッサージは、アロマセラピストであ

る調査者(看護師)が行った。

(1)使用する精油および植物油

精油としてリラクセーション、リフレッシュの

効果10)があるオレンジ・スウィート油（プラナロ

ム社、学名Citrus sinensis、Lot.No.BCSZ2）と希

釈用の植物油としてホホバ油（アロマアンドライ

フ社、学名Simmondsia shinensis）を使用した。

希釈濃度は安全性を考慮し、1％とした。

(2)パッチテスト

初回訪問時に使用する精油と植物油のパッチテ

ストを約15～20分で行った。

(3)アロママッサージの実施

アロママッサージの実施は3回とし、訪問の間隔

は研究協力者の状況に合わせて実施した。3回実施

した理由は、信頼関係の構築と複数回の観察によ

るアロママッサージの反応のデータを得ることで、

質の高いデータが抽出できると考えたからである。

各回におけるアロママッサージの時間は、約30分



−31−

沖縄県立看護大学紀要第14号（2013年３月）

とした。訪問の間隔は、基本的に3日に1回の間隔

で、トータル3回とした。ただし、患者と研究協力

者の状態および都合に合わせ、訪問のたびに研究

協力者と相談し、次回の訪問日を臨機応変に決定

した。

施術部位は、研究協力者の意向や状態によって

相談後、研究協力者の希望に沿った部位を選択し

た。

アロママッサージはがん患者の症状を緩和でき

る一つの方法であるため、研究協力者の希望があ

れば、簡便なアロママッサージの指導を研究協力

者に行った。研究協力者が対象になることを配慮

し、患者もアロママッサージを希望した場合、主

治医に確認し、主治医の了承のもと患者にもアロ

ママッサージを行った。

3）参与観察の方法

アロママッサージの実施ごとに、その実施過程

における研究協力者の身体の状態、言動や行動な

どの反応を観察しフィールドノートに記録した。

録音の許可が得られた研究協力者に関しては録音

し、その後逐語録に起こした。

4）面接調査の方法

(1)研究協力者に関する情報収集

研究協力者より、アロママッサージの実施時に、

研究協力者の基本的属性および医学的属性に関す

るデータの収集を行った。内容は、性別、年齢、

職業、患者との続柄、介護期間、患者の疾患名と

病状および年齢、介護状況である。

(2)半構成的インタビュー調査

①半構成的インタビューは、アロママッサージ

の実施ごとに、アロママッサージの実施前後に行

った。

②半構成的インタビューの内容は、アロママッ

サージの実施前に、「家族介護者の身体的状況」、

「患者の状態と介護していく上での思い」、「家族介

護者自身の生活の様子」とし、アロママッサージ

の実施後に、「家族介護者の身体的状況」、「アロマ

マッサージに対する感想」とした。インタビュー

内容はアロママッサージの実施後、フィールドノ

ートに記録した。録音の許可が得られた研究協力

者に関しては録音し、その後逐語録に起こした。

２．データの分析方法

1)アロママッサージの実施内容

アロママッサージの実施内容は、フィールドノ

ートの内容に基づいて、研究協力者の疾患および

症状、訪問の間隔、実施部位について整理した。

2)アロママッサージに対する反応の分析

アロママッサージを実施回数ごとに分けて、研

究協力者が述べたありのままの言葉の意味を大切

にする必要性から質的帰納的に分析を行った。

(1)各研究協力者のインタビューと参与観察のフ

ィールドノートの記述内容、または逐語録から、

アロママッサージの反応と研究協力者の身体的精

神的状況、介護負担などに関連する言葉を抽出し

た。

(2)抽出した言葉を簡単な短文に置き換え、研究

協力者ごとにコード化を行った。

(3)類似する内容を集め、アロママッサージの反

応と研究協力者の身体的精神的状況、介護負担な

どの具体的な内容として表現した。

(4)さらに類似した内容を集め整理しカテゴリー

化を行った。

質的データの分析の際は、質的分析経験のある

指導者からのスーパーバイズと定期的なゼミナー

ルでのピアレビューを行い、データの真実性を確

保した。

３．倫理的配慮

沖縄県立看護大学倫理審査委員会の承認を得た

後、研究協力者には調査参加と中断の自由、匿名

性の保障、プライバシーの保護、データの保管と

データの破棄、データは本調査の目的以外に使用

しないこと、参加を拒否しても不利益を受けるこ

とがないこと、研究成果の公表等について書面を

用いて説明し、署名による研究参加の同意を得た。
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Ⅲ．結果

１．研究協力者の概要

研究協力者の概要を表1に示した。8名の家族介

護者は、全員女性で、年齢は20代～70代にわたり、

平均年齢は54.1±16.1歳であった。5名は主婦、2名

は有職者で内1名は介護休職中、1名は無職であっ

た。患者との続柄は、妻5名、娘3名であった。介

護期間は、7.8±6.9ヶ月であった。患者の平均年齢

は71.4±9.8歳であり、男性5名、女性3名であった。

家族介護者の介護状況を表2に示した。すべての患

者は、がん性疼痛薬にて疼痛管理を行なっており、

疼痛、呼吸困難、浮腫、吐気、嘔吐、全身倦怠感

などの症状を伴っていた。8名の患者のうち1名は

中心静脈栄養、1名は褥創処置の医療処置を必要と

する状態であった。また、1名はがんだけでなく、

パーキンソン病も併発していた。患者の日常生活

動作においては、自立3名、移動など一部介助を要

する3名、寝たきり2名であったが、症状によって

日常動作はかなり左右されていたため、すべての

家族介護者は患者から目が離せない状況で患者を

一人おいての外出は約1時間以内であった。

２．家族介護者の症状およびアロママッサージの

実施内容

家族介護者の症状およびアロママッサージの実

施内容を表3に示した。各家族介護者の疾患および

症状で最も多かったのが肩こり（8名中6名）であ

り、半数が腰痛であった。アロママッサージの訪

問の間隔は家族介護者の希望によって3～25日間で

あった。アロママッサージの実施回数は、アロマ

マッサージの予定実施回数である3回が5名、2回が

2名、1回が1名であった。アロママッサージの予定

実施回数(3回)に至らなかった3名の理由としては、

患者の症状が不安定であることや悪化したこと、

患者以外に介護を要する家族の介護の都合、家族

介護者が多忙であることであった。

実施部位は肩関節周囲、腰部、腰背部、両下肢、

両手関節であり、毎回実施部位が異なっていた。

３．アロママッサージを受けた家族介護者の反応

家族介護者がアロママッサージを受けることで

反応があった項目について分析を行ったところ、

家族介護者のアロママッサージの特徴を明らかに

することができた。アロママッサージを受けた家

族介護者の反応をカテゴリー化し、表4に示した。

以下に、家族介護者のアロママッサージの反応を

カテゴリーごとに述べる。カテゴリーを＜　＞、

家族介護者が語った言葉は「　」、語りの補足を（　）

で示す。

＜症状が緩和する＞ことの例として、F氏は、

両膝関節から下肢末梢のアロママッサージ後、「あ、

（下肢末梢の）じんじんが治っています、今。うん、

すごく楽になりました。もう、いっつもじんじん

しているんですよ。あのなんて言うんですか、ほ

らあの正座してるとしびれるでしょう」と症状の

緩和を実感していた。

＜リラクセーションする＞ことの例として、B

氏は、1回目のアロママッサージの開始時より「あ

ー、いい香りですね。気持ちいい」と感じ、毎回

のアロママッサージのたびに心地よさを話してい

た。

＜アロママッサージ後のリフレッシュ感＞の例

として、D氏は、「(アロママッサージのような時間

があると)やっぱり、うん、頑張ろうかなっていう

気持ちにはなりますね」と介護意欲につながると

話し、「何だろう、ちょっとリセットじゃないけど、

その時間は、やっぱり一日の中で自分にかける時

間」と感じていた。

＜感情の解放＞の例として、G氏の夫は症状が

不安定で、余命が短いため、自殺企図があり、何

度も自殺未遂を繰り返していた。G氏は、患者か

ら目が離せず、「だから、寝るときに、(自分の)枕

の下に自殺に使いそうなものを入れて寝ているん

です」と、常に緊迫した介護状況をアロママッサ

ージ前に語っていた。G氏はアロママッサージを

受けた後、「こんなにやさしく触ってもらったのは、
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表1　研究協力者の概要

表2　研究協力者の介護状況
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表3　研究協力者の症状およびアロママッサージの実施内容

表4　アロママッサージを受けた研究協力者の反応
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初めてです」と話し、「(アロママッサージ中)涙が

出てきました」とアロママッサージ中の変化を語

った。

＜自分自身の健康を意識する＞ことの例として、

E氏は、アロママッサージを受けることで、「やっ

ぱりマッサージのところに行ってみようかな、(訪

問)看護師さん来てる時に。一週間に1回でもね」

と、気分転換と自分の健康を意識し始めていた。

また、アロママッサージ後、「いろいろこうやって

愚痴を聞いてもらったりとか、(中略)抱え込まない

で済むって」と話し、話すことでまた介護に臨め

るようであった。

＜内省する＞ことの例として、F氏は、アロマ

マッサージのたびに内省を行なっていた。1回目の

アロママッサージの実施時には、患者のがん発症

を振り返り、F氏は、「（患者のがんがわかって）

何だか分からないうちに5カ月来ましたよ。なんか

まだ……(中略)なんか夜中ときどき、もしかして夢

だったって感じがしますもんね」と、患者の死期

が近づいていることを受け入れようとし、「だから

まあ、今日をいっぱい、精一杯生きるしかないん

じゃないかなと思って」と一日一日を精一杯生き

ることを語っていた。2回目のアロママッサージの

実施時には、自分自身の疾患が発症してからの状

況を振り返り、「(病気に)なってみなくちゃ分かん

ない。」と、疾患になってみなければわからないこ

とに気づき、「歩いてくれるんですもんねえ。あり

がたいと思わないといけないですよね。形なんか

どうでもいい。つくづく私も思いましたよ、足の

骨切ったら」と、自分自身の身体に感謝を感じて

いた。

＜介護の中にアロママッサージを取り入れるこ

とに意欲を示す＞ことの例として、E氏に、1回目

のアロママッサージの実施後、簡便なアロママッ

サージを家族介護者が患者に行なうことも可能で

あり、必要に応じて指導も行なうことを伝えたと

ころ、E氏は、次回の訪問時、患者に行なうため

の簡便なアロママッサージの指導を希望した。2回

目のE氏のアロママッサージの実施後、調査者はE

氏に簡便なアロママッサージを指導した。患者に

ベッドで仰臥位になってもらい、患者の膝関節か

ら下肢末梢にアロママッサージを行なうところを

調査者がE氏に見せながら、E氏に指導を行った。

その後、E氏に患者のアロママッサージを実際に

行なってもらい、指導を行なった。E氏は、患者

にアロママッサージを行ないながら、「お父さん

（夫）、気持ちいい？」と、患者に話しかけていた。

患者は、「うん。気持ちいい」と答え、E氏は、

「ああ、よかった。お父さん（夫）、いいの教えて

もらったね」と自分のアロママッサージのやり方

に安心し、「気持ちよかった？じゃ、今度マッサー

ジタイムしてあげるね」と患者にアロママッサー

ジを行なっていく意欲をみせていた。アロママッ

サージの指導後、E氏は、「お父さん（夫）、足の

浮腫みがなくなったよ」と、アロママッサージ前

後の患者の下肢の違いに驚きを感じていた。

＜患者や介護におけるアロママッサージへの期

待＞の例として、H氏は、1回目の訪問ではじめて

アロママッサージを経験し、2回目の訪問時にアロ

ママッサージを行うと気持ちがいいので、自分で

はなく患者にアロママッサージを実施して欲しい

と感じていた。H氏は、「（患者の後頚部に苦痛が

あるため）だから、私じゃなくって、今日は主人

でもいいです」、「どんな方法でもいいから、私、

効くのがあれば」と、自分のことより患者を優先

し、患者の苦痛緩和を希望していた。H氏のアロ

ママッサージ後、調査者は患者にもアロママッサ

ージを行った。H氏は、「(患者のアロママッサージ

中)ねえ、お父さん。気持ちいいでしょう」と、何

度も患者に話しかけ、患者は「あったかくて」と

言っていた。

また、F氏は、これまでアロママッサージを受

けたことがないにもかかわらず、1回目のアロママ

ッサージの実施前に、「だから、できれば主人の背

中をね、マッサージしてほしいくらい」と語り出

した。F氏は大腿骨突発性骨頭壊死で杖歩行であ
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り、患者の母親(90代 軽度の認知症)を介護しなが

ら、患者の介護を行っていた。患者は同じ敷地内

の別棟に一人で生活しており、携帯電話でF氏に1

時間おきくらいに連絡し、患者の疼痛に対してさ

すって欲しいなどと要求していた。そのたびに、

介護者F氏は杖歩行で患者のいる別棟まで往復し

ていた。今のところ患者は通院ができているが、

今後、患者の症状の進行やF氏自身の健康状態に

よって通院困難になった時を考え、F氏は患者の

訪問診療を希望し、訪問診療を受けることになっ

た。初めて訪問診療を受けた患者は、「もう死ぬの

か」と言い出し始めていた。そのような状況の時

に1回目の訪問が重なった。1回目のアロママッサ

ージの実施後、F氏は、「お父さん、今もんでくれ

るって言うけど、少し(アロマ)マッサージしてもら

う？って言ったら、うん、してもらうって言って

ますから、ちょっと会ってみてください」と、介

護状況に追い詰められた様子で、とにかく患者に

対して何かして欲しいという感じであった。

＜患者の状態に左右される＞ことの例として、

H氏は、「だから、本当はね、(アロママッサージ

を)何もなくって受けたいのね」と、患者のことが

いつも脳裏にあるため、介護から解放されてアロ

ママッサージを受けたいと希望を語った。しかし

ながら、家族介護者におけるアロママッサージに

関して、「ただね、その、自分がやってもらってる

（アロママッサージを）・・・、（患者が）もうち

ょっと具合悪くなると、うーん、やってもらう時

間があるかなって」と患者の状態に左右されるこ

とを感じていた。

＜看護師の専門的知識を頼りにする＞ことの例

として、G氏は、アロママッサージ後、患者があ

まりにも痛がるので慌てて飲ませた薬に関して、

「お薬、これを飲ませたんですが、よかったですか」

と、がん性疼痛薬とがん性疼痛薬の説明書、主治

医からの症状出現時の患者への対応が記載された

用紙を提示して確認を行い始めた。また、F氏は、

患者と患者の母親も介護しており、2回目のアロマ

マッサージに訪問すると否や、「おばあちゃんが、

退院後、ずっと寝ているんです。大丈夫ですか」

と、患者の母親が退院してから、いつもの状態と

違うと、30分くらいそのことを話し出し、どのよ

うに対応すればよいのかと質問し始めた。

Ⅳ．考察

1．アロママッサージを受けた家族介護者の反応の

特徴

1)家族介護者の気分転換

家族介護者にアロママッサージの場を設けるこ

とで、短時間でも介護から離れ、気分転換ができ、

自分自身と向き合い、介護に追われる自分の状態

をリセットすることができていた。さらに、気分

転換し、リフレッシュしたことで、介護に臨もう

と思う介護意欲につながっていた。これまでも先

行研究4)において、介護を続けていく上で、家族

介護者が気分転換しリフレッシュすることの必要

性が示唆されている。しかし、先行研究では具体

的な方法までは提示されていない。家族介護者が

終末期がん患者の介護を続けていく上で、アロマ

マッサージを受けることで気分転換し、リフレッ

シュすることは、介護意欲につながることが本研

究から示唆された。

2)患者の状態によって左右される家族介護者自身

の時間

アロママッサージを用いて、介護を主体とする

生活から家族介護者自身の時間の確保を試みたが、

家族介護者自身の時間の確保は患者の状態に左右

されて、患者の状態によって自分のことよりも患

者を最優先していた。

本研究の対象者8名中3名が調査の途中で中止と

なった理由は、患者の状態が悪くなり、介護の状

況に変化をきたしたことにあった。患者は終末期

のがん患者であり、患者のために最善を尽くした

いという思いが家族介護者にあることが伺えた。

患者の具合が悪くなったら、自分のためにアロマ

マッサージを受ける時間があるかわからないとい
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う今後の不安の言葉が聞かれたように、調査が途

中で中止になった家族介護者の行動は同じであっ

た。終末期がん患者の介護を行う家族には、自分

のことよりも、患者のことが根底にあり、患者を

最優先することが本研究において明らかになった。

終末期のがん患者の介護を行っていく上で、家

族介護者の気分転換が必要とされていても、家族

介護者自身の時間の確保は、患者の状態に大きく

左右されているといえる。したがって、終末期が

ん患者を介護している家族に、アロママッサージ

を実施し、気分転換を促したり、リフレッシュさ

せたりする支援には適切な時期があることが考え

られる。

2． 在宅終末期がん患者の家族介護者に対する看

護支援の可能性

1) 家族介護者に行うアロママッサージ

終末期がん患者の家族に休息を勧めること、つ

まり、心身の安らぎを提供する看護ケアは必須で

あると報告されている23)。よって、家族介護者に、

アロママッサージを実施することで気分転換を促

し、リフレッシュする時間を提供することは、在

宅介護を続けていくための家族支援となりえる可

能性があると考える。

在宅における終末期がん患者の家族に対して、

家族の思いや考えの表出を促すことが関係性に関

与し24)、触れるケアは身体を通じて関係性を深め

る可能性が報告されている25)。本研究で行なった

アロママッサージは、家族介護者に直接触れるこ

とで、家族介護者と調査者との関係性がより深ま

って、家族介護者の思いを表出することにつなが

っていた。このことは、アロママッサージを通し

て直接身体に触れられることで、触れられている

身体の部分がアロママッサージを受ける者とアロ

ママッサージを行う者との共通認識となったので

はと考えられる。調査者は家族介護者の言動だけ

でなく、アロママッサージを行う自らの手を介し

て、家族介護者の状態を理解しようと努めており、

そのことが家族介護者の心を開きやすい状態に導

いた可能性も考えられる。また、アロママッサー

ジを介して、家族介護者は自分自身の身体状態に

意識が向きやすく、アロママッサージのリラクセ

ーション効果もあり、自分の健康、生活、患者や

家族との関係、患者と介護に対する思いを振り返

りやすかったのではないかと考える。よって、ア

ロママッサージを介した家族介護者との関わりは、

家族介護者の思いを引き出すツールの一つとなる

可能性が考えられる。

さらに、調査者がアロマセラピストだけでなく

看護師であるため、家族介護者が表出した内容は、

症状や介護で気になること、医療的なことを話し

やすかったことが考えられる。また、アロママッ

サージを介して家族介護者と関わるだけでなく、

家族介護者を通してがん患者の状態の把握にもつ

ながると考えられる。アロマセラピストである看

護師は、看護をベースとした見解で患者と家族介

護者を捉え、加えてアロマセラピーの知識と技術

を活かすことが可能である。また、熟練したアロ

マセラピストが行うアロママッサージは安全で最

大の効果が得られることが報告されている20)。よ

って、アロマセラピストである看護師は家族介護

者にアロママッサージを行うことで、両者の関係

性を深めやすく、症状の緩和、思いの表出、リフ

レッシュ、介護意欲、介護指導につなげやすいこ

とから、看護とアロマセラピーの知識と技術で幅

広く在宅看護を展開することが可能だと考えられ

る。また、簡便なアロママッサージであればアロ

マセラピストでなくても、看護師にも実施可能で

あることが報告されている26)。したがって、看護

師が家族介護者に簡便なアロママッサージを行う

ことは、両者の関係性を深めやすく、家族介護者

の思いを引き出せ、リフレッシュや介護意欲、介

護指導につなげることが可能であるため、在宅終

末期がん患者の家族支援につながるのではと推測

される。今後、アロマセラピストではない通常の

看護師によるアロママッサージの検証が必要であ



る。

在宅終末期がん患者の家族介護者に対する看護

支援において、訪問看護が家族介護者自身を支援

の対象においたサービスではないため、家族介護

者の介護負担、潜在的な健康問題を訪問看護師は

把握していても十分な支援にいたっていない現状

が報告されている8)。家族介護者との短時間の会

話の中で行なえる簡便なアロママッサージであれ

ば、訪問看護の中で実践可能だと考える。よって、

看護師であれば行える家族介護者に対する簡便な

アロママッサージの開発、普及を今後検討してい

く必要性があると考えられた。

2)簡便なアロママッサージの家族指導

家族介護者は、終末期がん患者の死期が迫って

くると、患者に対してやってあげることがなくな

ってくることから、何もできない無気力にさいな

まれることが報告されている1,3,27)。本研究ではア

ロママッサージの指導を希望した家族介護者から、

患者の苦痛症状の緩和のために、患者に何かをや

ってあげたいという家族介護者の強い思いが伺え

た。家族介護者が簡便なアロママッサージのすべ

を持つことで、患者の症状緩和と家族介護者の介

護の満足感につながるのではと考える。また、家

族介護者が終末期がん患者に簡便なアロママッサ

ージを行うことによって、両者の関係性をより深

め、ひいては家族介護者における死後の悲嘆のプ

ロセスに関与する可能性もあり、より相乗的に作

用することが伺える。したがって、家族介護者に、

終末期がん患者に対する簡便なアロママッサージ

の指導を行うことは、有意義な家族支援につなが

ると考えられる。

Ⅴ. 結論

1. 家族介護者にアロママッサージを実施すること

で、症状の緩和、リラクセーション、感情の解放、

内省、自分自身の健康への意識、アロママッサー

ジを介護に導入する意欲、患者や介護におけるア

ロママッサージへの期待などと身体・精神・社

会・介護面への反応が明らかになった。

2. アロママッサージの場を設けることで、家族介

護者の一時的なリフレッシュにつながっていたが、

家族介護者の生活と家族介護者自身の時間の確保

は、常に患者の状態に影響を受けていて、家族介

護者は自分のことよりも患者のことを最優先して

いた。

3.アロマセラピストである看護師が家族介護者に

行なうアロママッサージは、家族介護者との信頼

関係を深めやすく、家族介護者の思いを表出させ、

看護師の専門的知識にも頼れるため、家族介護者

のリフレッシュと介護意欲、介護指導につながり、

ひいては終末期がん患者における在宅看護の支援

につながる可能性が示唆された。また、家族介護

者に簡便なアロママッサージの指導を行うことも

介護意欲につなげる看護支援の可能性が示唆され

た。

研究の限界

本研究の研究協力者は8名と少なく、明らかとな

ったところはごく一部のものである。アロママッ

サージによる効果は、精油、植物油、直接施した

アロママッサージの手技、調査者の手の状態と相

乗的に働いているため、その要因を追求すること

には限界がある。今後は、より研究協力数を増や

し、継続的にアロママッサージを家族介護者に行

なうことで、家族介護者がどのように反応し、家

族介護者の健康、QOL、介護に影響を及ぼすか、

さらに、家族介護者と患者、双方の反応をみるこ

とで、家族介護者と患者の関係性に影響するか検

討する必要性がある。また、本研究ではアロマセ

ラピストである看護師と患者、家族介護者におけ

る相互作用までは研究目的としていなかったが、

先行研究28)によると、アロママッサージを介して

アロマセラピストである看護師と患者との間には

相互作用が生じていることが報告されている。今

後は患者、家族介護者、看護師を含めて、アロマ

マッサージを介した相互作用の研究についても明

らかにすることが課題である。

塚原ゆかり：在宅終末期がん患者の家族介護者に実施したアロママッサージの主観的反応
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Original Article

Response to aroma massage
for home-based terminal cancer patients’family caregivers

Yukari Tsukahara1) Midori Kamizato2)

【Purpose】The purpose of this study was to identify a response to massage therapy for terminal cancer patients’
family caregivers in the home. This result will provide information for nursing care for home-based family
caregivers.

【Methods】Eight family caregivers were given  aroma massage therapy by researcher as aroma therapist at their
home. The aroma therapist visited their homes three times for providing each time of 30 minute’ aroma massage.
During aroma massage, researcher as aroma therapist had observational survey and interviews for family
caregivers. The quality of data was analyzed inductively.

【Results】Family caregivers' average age was 54.1±16.1 years old ; relation of cancer patients were 5 wives and 3
daughters ; duration of caring period were 7.8±6.9 months. Having massage therapy were altered to family
caregivers good feeling such as " relief of symptoms",  " relaxation" , " feeling of refreshment after having aroma
massage", " release of emotion", " aware of their own health", " reflection with oneself", " eager to have aroma massage
therapy during care of cancer patients", " expectation of aroma massage for patients and care", "the dependence of
caregiver on the their patients' condition", and "depend on nurses' expert knowledge". 

【Conclusion】Family caregivers were given aroma massages and they had the following responses such as better
physical, mental, social, and care giving conditions. Nurses such as aroma therapists are able to support family
caregivers by using aroma massage. Also, teaching simple aroma massage to family caregivers will help them take
better care of terminal cancer patients in the home.

Key word：home-based terminal cancer patients, family caregivers, aroma massage

1　YUKARI'S
2　Okinawa Prefectural College Of Nursing
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報告

離島診療所に赴任する看護師に対する教育プログラムと支援体制

下地千里１ 神里みどり２

1　沖縄県立宮古病院
2　沖縄県立看護大学

【目的】

離島診療所赴任1年目の看護師に対する教育プログラムと支援体制を検討し、M病院看護部へ提言することを目
的とする。
【方法】

研究協力者は、M病院の離島支援開発委員会のメンバー(12名）や看護管理者(2名）、T離島診療所看護師(1名）、
15ヵ所の県立病院附属診療所看護師(15名）であった。研究方法は、第1段階から第4段階で構成した。第1段階で
は、既存の資料から教育プログラムと支援体制の原案を作成し、委員会で追加・修正を行った。第2段階では、作
成した教育プログラムに基づいて診療所看護師に対する2日間の研修を実施し、その参与観察を行った。第3段階
では、研修終了後に診療所看護師に対する半構成的面接調査を実施し研修の評価を行った。第4段階では、教育プ
ログラムと支援体制について15ヵ所の県立病院附属診療所看護師を対象に意見交換会と質問紙調査を行い、その
結果を基に、最終版を作成した。

面接や参与観察は質的帰納的に分析し、質問紙調査は記述統計を行った。
【結果】

第1段階：T診療所看護師の課題を抽出し、赴任前の島の特殊性とその対応の講義、研修計画等を含む教育プログ
ラムと支援体制の原案を作成した。
第2段階：T診療所看護師は、糖尿病外来や薬剤部での研修において、実践的で新たな情報を得ることができ、か
つ関係部署との連携を密にすることができた。
第3段階：T診療所看護師の研修直後の評価として【研修での学びを看護実践へ活用】することや【看護の質の維
持・向上のための研修の継続の必要性】など9つのカテゴリーが抽出された。
第4段階：質問紙調査では、県立病院附属診療所の全看護師が教育プログラムの必要性を認識していた。さらに、
意見交換会の内容から、【赴任前の十分な救急室配置の必要性】【赴任前の引き継ぎのあり方の検討の必要性】な
ど8つのカテゴリーが抽出された。

最終的な教育プログラムのコア内容として、「島の特性に応じた看護」「一人配置で行う救急看護」「薬剤師代行
業務」「診療所における地域連携」「診療所と派遣病院の関連部署との連携」「看護師の背景と特性」が明らかとな
った。支援体制として、赴任前では「救急室への配置」「島の特殊性に関する講義開講」、赴任中では「診療所看
護師のサポート強化」「研修の実施」、「1年間の活動報告会の開催」などが抽出された。
【結論】

赴任1年目の離島診療所看護師に対する教育プログラムのコア内容と具体的な支援体制が明確になった。今後看
護部と離島支援開発委員会などの組織的な運営や支援のもとに教育プログラムが継続的に実施されていくことが
必要である。

キーワード：離島診療所、診療所看護師、教育プログラム、支援体制
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Ⅰ．はじめに

へき地診療所とは、「交通条件及び自然的、経済

的、社会的条件に恵まれない山間地、離島その他

の地域のうち医療の確保が困難である「無医地区」

及び「無医地区に準じる地区」において地域住民

の医療を確保することを目的として、都道府県、

市町村等が設置する診療所」と定義されている1）。

沖縄県は、有人離島39島からなる島しょ県であり、

16ヵ所の離島には、6つの県立病院に附属するへき

地診療所（以下、離島診療所）が存在する。各診療

所に、看護師は一人しか配置されていない現状で

あり、高度な看護実践能力の必要性が予測できる。

筆者は、過去2年間(2006～2007年）沖縄県立病

院附属の小離島診療所での赴任経験がある。しか

し、その当時、赴任に伴う事前教育や診療所看護

師の看護実践トレーニングは存在せず、これまで

経験したことのない診療所での仕事や島での生活

に不安を抱えたまま、診療所看護師として看護活

動を実践しなければならなかった。

春山ら2)による全国のへき地診療所看護職を対

象とした看護活動の実態調査では、看護活動にお

ける問題および課題として、「看護以外の仕事に追

われている」「相談できるバックアップ機関がない」

「担当外・専門外の仕事をしなければならない」

「業務が明確にされていない」などの課題が明らか

にされている。さらに、看護活動を支える研修な

どの教育機会の少なさやサポート体制の不足につ

いても報告されている。教育研修プログラムとし

て診療所派遣前のオリエンテーションの充実や目

標管理の必要性3)については先行研究で述べられ

ているが、具体的な診療所看護師に対する教育プ

ログラムの内容や支援体制に関する報告は見当た

らない。

そこで、本研究では、離島診療所赴任1年目の看

護師に対して、離島に特化した看護実践活動が可

能となる教育プログラムやその支援体制を明確に

し、診療所看護師を派遣している中核病院の看護

部に提言することを目的とする。

Ⅱ．研究方法

１．共同研究者および研究協力者

共同研究者は、T診療所の派遣病院であるM病

院内にある離島支援開発委員会(以下、委員会とす

る）メンバー12名であった。研究協力者は、過去

にT診療所に赴任経験のある看護師7名、T診療所

看護師であるA氏1名、元M病院看護部長1名、沖

縄県立病院附属診療所看護師15名であった。

２．研究方法

研究方法は、第1段階から第4段階で構成した。

第1段階で、既存の資料から教育プログラムと支援

体制の原案を作成し、委員会で追加・修正を行っ

た。第2段階で、作成した教育プログラムに基づい

て診療所看護師に対する2日間の研修を実施し、そ

の参与観察を行った。第3段階で、研修終了後の診

療所看護師に対する半構成的面接調査を実施し研

修の評価を行った。第4段階で、15ヵ所の県立病院

附属診療所看護師に本研究で作成した教育プログ

ラムと支援体制を提示し、意見交換会と質問紙調

査を行った。その結果を反映させて、最終版の教

育プログラムと支援体制を明確にした。

研究期間は、平成23年4月～11月であった。

３．分析方法

診療所赴任経験者の既存資料(委員会の調査資料

や看護部提出レポートなど）、委員会の会議内容、

さらにT診療所看護師A氏の研修中の参与観察、研

修直後と研修1か月後の面接調査の内容、M病院看

護管理者に対する半構成的面接調査の内容につい

て、各調査別に類似するものをカテゴリー化し、

質的帰納的に分析した。質問紙調査の量的データ

は、記述統計を行った。質的データの内容分析で

は指導教員からスーパーバイズを受け、真実性の

確保に努めた。また、月1回定期的に開催される研

究室のゼミナール(5-8名）に参加し、ピアレビュ

ーを行った。
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４．倫理的配慮

研究協力施設長、研究協力者に対して、文書と

口頭にて研究の趣旨と内容を説明し、説明会への

参加や質問紙調査は自由参加であることを説明し

同意を得た。また、診療所看護師A氏に対する面

接調査では、面接の日時、場所についてA氏の意

向に沿えるように配慮し、プライバシーの保護に

留意すること等を約束した。なお、本研究は沖縄

県立看護大学研究倫理審査委員会の承認を得て行

った。

Ⅲ．研究結果

第１段階から第４段階までの結果については、

本文中の【】をカテゴリー、≪≫をサブカテゴリ

ー、具体例を「」で示す。

＜第1段階＞

1．T診療所看護師に対する教育プログラムと支援

体制（案）の作成

T診療所赴任時に筆者が行った島の特殊性の対

応（表1）から、前任者からの「島の特殊性とその

対応について」の講義をT診療所赴任前の3月に受

講できるように、教育プログラムに組み入れた。

T診療所赴任経験者である看護師の課題（表2）よ

り、≪救急薬剤の管理≫≪レントゲン管理≫など

の【看護以外の代行業務の遂行】があるため、「施

設管理課」「検査科」を、また、一人で行う薬剤業

務のストレスがあるため「薬剤部」を、島で多い

健康問題への取り組みが必要であることから「糖

尿病外来」を、合計8ヵ所の関連部署を研修プログ

ラムの必須項目として取り入れた。その際、看護

部と離島支援開発委員会が研修受け入れ部署への

協力依頼や研修内容の確認、さらにT診療所への

代替看護師派遣などの支援を行うこととした。T

診療所看護師の自己の課題に対する振り返りのた

めに中間報告会、看護活動の評価のために年間活

動報告会をプログラムに取り入れた。

2．離島支援開発委員会における教育プログラムと

支援体制に関する追加修正点

委員会の会議で、M病院看護部がT診療所看護

師の自己目標を基に、協働で1年間の研修計画を立

案することを追加した。また、研修日程は2日間と

決定した。

＜第2段階＞

1．教育プログラムの実施：T診療所看護師に対す

る研修の実際(2日間)

赴任5ヵ月目のT診療所看護師A氏に対して、M

病院内での8ヵ所の関連部署で研修を実施した。

糖尿病外来では、具体的な指導を学び、今年4月

から導入したインスリン製剤や新しく変更になっ

た内服の説明、使用済み針の廃棄物回収方法の確

認、自己血糖測定器の貸し出しや購入方法を確認

することができた。薬剤部では、薬局長よりT診

療所協力業務についての経緯および応援業務内容、

麻薬の取り扱い管理事項・報告義務、薬の返品方

法、消毒薬の保管方法、監査の時期や回数などの

情報を得ることができた。さらに、T診療所で困

っている院内調剤の吸入薬については、薬局へ直

に相談し、実践にすぐに活かせることができた。

施設課では、診療所看護師A氏の「宿舎の水道管

が壊れていて困っていること」など、担当部署に

直接相談できる場となった。

＜第3段階＞

1．研修直後の評価

T診療所看護師A氏による研修直後の評価では7

つのカテゴリーが抽出された。

【診療所看護師の役割の理解】では、「救急室研

修で症状別のトリアージ方法の資料と方法を学ん

だ」「M病院との連携の必要性が理解できた」「薬

剤業務が理解でき、診療所でも薬剤依頼をする時

の工夫点などがわかった」など具体的な内容があ

った。

【地域に合わせた生活習慣病の看護実践への活
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表1．T診療所赴任時に筆者が行った島の特殊性への対応
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表2．T診療所赴任経験看護師が認識する課題
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用】では、「新薬や新しい情報を取り入れる工夫が

必要である」「看護業務に活かすことの必要性を感

じた」「糖尿病が多い地域なので、M病院で行って

いる糖尿病のフットケアや、指導方法などを看護

実践に活かしたい」などの意見があった。【小児対

応の研修の必要性】では、「小児で使用する薬剤量

に不安がある」や「赴任前に小児外来での研修が

必要である」などがあった。

【住民と医療者との連携の必要性】では、「診療

所はマンパワーがないので職員全体で取り組むこ

との必要性を再認識」していた。【今後の看護活動

の課題と研修への要望】では、「赴任前研修への要

望」「診療所に赴任する前に、救急室、小児外来、

薬剤部の研修があったほうがいい」、「最新の治療

などを含めて赴任前に小児科外来での研修が必要

である」など研修への要望があった。

【他部門との協働の必要性】では、「研修を受け

ることで、知り合いになるので、今後相談しやす

くなる」「研修を通して薬剤部が相談を受ける姿勢

であることを感じたので、今後は薬剤部と連携し

問題解決をしたい」など、前向きな発言がみられ

た。また、「物品の故障時の対応」や診療所内や医

師・看護師宿舎の「電化製品やボイラーなどの故

障時の対応」など、曖昧な≪施設管理の方法の理

解≫が得られたことから、【看護活動以外の代行業

務の理解】のカテゴリーが抽出された。

2．研修1ヵ月後の評価

T診療所看護師A氏による研修1ヵ月後の評価と

して2つのカテゴリーが抽出された。

【研修での学びの看護実践へ活用】では、「知識

がないと生活指導が十分にできない」「マニュアル

内容の更新の必要性を感じた」「ヘリ搬送時スムー

ズに行えるように、手順などの整理の必要性を実

感している」などの課題があった。【看護の質の維

持・向上のための研修の継続の必要性】では、「看

護の知識や技術などの向上のための事例をもって

研修に参加することの必要性を感じた」「1年に1回

は診療所看護師を対象とした研修の受講を希望し

たい」「知識や経験不足があるので、診療所看護師

に対する教育・支援プログラムの必要性を感じた」

などの意見があった。

3. M病院看護管理者が認識するT診療所看護師と

の連携や赴任条件

M病院の看護管理者が抱える課題として「診療

所看護師の評価」「病院から離れているので診療所

看護師から発言しないと把握しづらい」など、T

診療所看護師との連携の課題があった。

T診療所看護師の派遣を決定する際に考慮する

条件として、【コミュニケーション能力】【3年以上

の臨床経験・問題解決能力】【地域と溶け込み繋が

りができる】【メンタル面が強い】【組織の規範が

守れる】【医師との組み合わせを考慮する】【診療

所勤務の希望】【家族への考慮】の8つのカテゴリ

ーが抽出された。

4．離島支援開発委員会における教育プログラムと

支援体制に関する追加修正点

赴任前の救急室配置、M病院が実施している巡

回診療に関する情報提供、離島支援開発委員会へ

の入会について、支援体制の項目に追加した。赴

任後の支援としては、看護部・前任者・離島支援

開発委員会が相談役となり、4・5月にサポート体

制の強化を行うことを追加した。

＜第4段階＞

1．県立病院附属診療所看護師に対する教育プログ

ラムと支援体制に関する意見交換会

本調査で明確になった教育プログラムと支援体

制を県立附属診療所看護師15名に提示し、意見交

換会を開催した。その結果、以下のことが明らか

となった。

医療従事者のマンパワーの少ない小離島では、

【役場との連携が重要】であり、≪地域の関係機関

への連携の必要性≫や≪離島の役場と連携した問
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題解決への取り組み≫などの連携のサブカテゴリ

ーが抽出された。その他【赴任前の十分な救急室

配置の必要性】【診療所赴任前からの関係部署との

繋がりの必要性】【赴任前の引き継ぎのあり方の検

討の必要性】【診療所赴任時の努力と工夫】【退職

看護師から現役診療所看護師へのサポート体制の

構築の必要性】【効果的な教育プログラムと支援体

制の必要性】【診療所勤務に対する看護師のストレ

ス緩和の必要性】など7つのカテゴリーが抽出され

た。

2．派遣病院の教育支援の現状と診療所看護師の教

育支援に対する認識

1）県立病院附属診療所看護師に対する派遣病院の

教育支援の現状

派遣病院の教育プログラムと支援体制において、

同様なプログラムについて「ある」と答えたのは、

わずか1名（6.7％）であり、その内容としては、

「赴任前の救急やその他外来への研修と年1回の診

療所看護師会議への参加」があった。

2）県立病院附属診療所看護師の教育支援に対する

認識

本研究で開発した教育プログラムと支援体制に

ついて、県立診療所看護師15名（100％）全員が、

必要と回答した。具体的な意見として「地域との

関わりが業務内容に影響するので、着任前にでき

るところは病院で研修を受けた方がいい」「病院と

は違う業務や、一人で行う看護以外の業務が多い

ため」など、診療所は病院とは違う役割があるこ

とから、教育支援の必要性を認識していた。また、

「何の準備もなしに幅広い知識が求められる。診療

所勤務に就くのは不安」、「この教育プログラムと

支援体制があれば安心して仕事ができる環境づく

りとなると思う」など様々な不安に対する支援の

必要性の意見があった。さらに、「引き継ぎがなか

ったので絶対に必要」などの引き継ぎに関するこ

とや、「実践の振り返りや困りごとや問題解決に必

要」など、中核病院から距離がある離島診療所の

支援体制に関するニーズがあった。これらの県立

診療所看護師の意見を教育プログラムに反映させ

て、引き継ぎ時における役場担当者への紹介を行

う項目などを追加した。

3．教育プログラムと支援体制の看護部への提言

12月に開催された委員会の会議にて、T診療所

看護師に対する教育プログラムと支援体制を決定

し、最終版の承認を得た。その後、離島支援開発

委員会委員長（看護副部長）が、M病院看護部に

対して、最終版の教育プログラム（表3）と支援体

制（表4）について提言を行った。

Ⅳ 考察

1．T診療所看護師に対する教育プログラムと支援

体制

塚本5)は、へき地診療所看護師の「拠点病院看

護師が行わないような検査や薬剤業務にも従事し

なければならない困難感」を指摘している。また、

吉岡6)は、へき地診療所看護師が多様な看護活動

を実践していくためには、学習機会を確保し、実

践をサポートする体制を整えていくことが必要不

可欠であると述べている。すなわち、教育プログ

ラムだけでなく、それを支援する体制を確立して

いく必要性があると指摘している。

実際に研修を受けたA氏は、【看護の質の維持・

向上のための研修継続の必要性】があると感じて

おり、県立病院附属診療所看護師からも「地域と

の関わりが業務内容に影響するので、着任前にで

きるところは病院で研修を受けた方がいい」こと

や「この教育プログラムと支援体制があれば安心

して仕事ができる環境づくりとなると思う」など

診療所が病院とは違う役割があることを認識して

いた。へき地診療所看護師業務の困難さの克服に

向けて、拠点病院が継続教育システムを確立する

ことの必要性が示されている7)。新任期、特に最

初の１年間のサポート体制は非常に重要であり、

へき地という特殊性のある地域での看護に求めら
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表3．赴任１年目のT診療所看護師に対する教育プログラムの年間計画
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表4．赴任１年目のT診療所看護師に対する支援体制の計画
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れる能力を派遣病院の継続看護の目標として位置

づけることによって、単なる業務支援に終わらず、

自己の看護職としての成長に位置づけられること

が報告7)されている。したがって、小離島の診療

所看護師の課題や離島という特性に応じた看護活

動を遂行していくためには、教育プログラムと支

援体制を構築することが必要である。

2．教育プログラムのコア内容の明確化

本研究において、診療所看護師に対する教育プ

ログラムには、＜島の特性に応じた看護＞＜一人

配置で行う救急看護＞＜薬剤師代行業務＞＜診療

所における地域連携＞＜診療所と派遣病院の関連

部署との連携＞＜看護師の背景と特性＞の6つのコ

ア内容が明らかとなった。

高度実践看護師制度検討会8)では、診療所看護

師の課題として、①慢性疾患の健康管理、②急変

時の対応、③危機管理など、１人職種による実践

活動が課題としてあげられ、そのためのサポート

や 研修の必要性が報告されている。

1)島の特性に応じた看護

島の特殊性として「台風時に船が入らない」こ

とによる診療所内の薬や酸素ボンベの点検の必要

性は、島で経験しないと理解できないことである。

環海性、隔離性、狭小性から起こる離島での特殊

性とその対応は、赴任前に情報を得ていることに

より、そのギャップに苦しまず、早く島に慣れる

ことに繋がる。塚本ら9)はへき地にある診療所だ

からこそ地域に溶け込み、暮らし振りに触れるこ

とを通して、地域特有の文化・慣習を理解するこ

とで健康問題の発生や改善に繋がると述べている。

このことから、診療所看護師が赴任する前に島の

文化や慣習について把握できる機会を作ることが

必要である。

2)一人配置で行う救急看護

へき地での救急患者発生時、へき地診療所看護

師は、初期治療に大きな役割を担い、搬送判断能

力、症状伝達能力、処置・事務手続き、協力要請

などを同時に行う技術が求められている10）。救急

対応能力（トリアージ、BLS/ACLS）を養い、住

民を巻き込んだ素早い救急搬送を行うためにも、

赴任前からの救急室配置や、赴任後の継続的な研

修が必要不可欠である。実際、県立病院附属診療

所看護師への調査において、【赴任前の十分な救急

室配置の必要性】が課題として抽出された。

さらに、普段から島の救急体制に関する住民へ

の働きかけや、役場職員と救急搬送の役割確認な

どを行い、搬送体制に繋げていくことも必要であ

り、看護師一人配置で行う救急看護には、病院と

は違う多様性が求められている。

3)薬剤師代行業務

診療所看護師は、子どもから高齢者までの幅広

い受診患者に対応していかなければならない。し

かし、離島診療所には、薬剤師は不在であり、そ

のため、医師の指示のもと、調剤や薬剤指導、薬

剤管理などの代行業務を行っている。現在のチー

ム医療の推進の中11)で、看護師の役割拡大におい

ても薬剤使用の内容など「包括的指示」の積極的

な活用が検討されているが、具体的内容に関して

は、まだ検討の域を脱していないのが現状である。

薬剤師が配置できない環境にある離島診療所では、

これまでどおり看護師が薬剤師代行業務を担い、

住民に対する医療サービスの提供に努めなければ

ならない。そのため、診療所看護師を派遣する中

核病院における研修や連携を含めた支援の継続や

工夫などが最重要課題である。

4)診療所における地域連携

島に居住する専門職は限られており、患者の健

康問題を解決するために必要な関係機関との連携

は診療所の重要な役割である。吉岡ら6)は、へき

地診療所看護師には、患者の健康回復のためのア

セスメントを行い、必要なマネージメントが取れ

るような支援が求められていると述べている。患

者の健康問題を解決していくために≪地域の関連

機関への連携が必要≫であり、≪島では役場と連
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携して問題解決への取り組み≫を行っていく必要

がある。専門職の乏しい離島での看護活動では、

病院とは違い、住民とより親密な関係性があり、

幅広い診療所看護を実践していくことが求められ

る。さらに、役場職員や隣人を含めた人材で、患

者の健康問題の解決のためにチームを編成し取り

組むなどがある。したがって、前任者による赴任

時の役場担当者への紹介は、これから連携し患者

の健康問題に取り組んでいくための繋がりとして

重要な意味がある。

5)診療所と派遣病院の関連部署との連携

T診療所看護師は、派遣病院の関連部署での研

修を受講することで、薬剤師や施設管理など他職

種の代行業務における遂行上の留意点を学び、さ

らに担当者との顔合わせが可能になった。その結

果、診療所看護師が業務上で必要な部署への相談

窓口が広がり、一人職種で行う看護師の実践活動

が安心して遂行できたと考える。マンパワーが少

ない離島診療所の看護師が行っている看護活動以

外の活動を解決していくためには、中核病院にお

ける薬剤や検査部門などの関連部署での研修は必

須と言える。

6)看護師の背景と特性

T診療所看護師A氏は、診療所で行う救急看護に

関する不安から、救急室での研修を希望した。A

氏は研修後、「経験があっても小児看護に関する不

安がある」と述べ、その診療科の経験があっても、

その診療科に従事していない期間が長いと、学ぶ

必要性を感じることが推測された。春山ら12)は、

へき地診療所看護師の支援においては、その地域

の看護活動を理解し、看護師が抱える問題や課題

を共有し、相互的なコミュニケーションによる支

援を基盤にすることが重要であると述べている。

また、塚本ら5)は、へき地診療所看護師の特徴へ

の理解を深めたり、必要な技術を習得したりする

ために、計画的に準備する必要性があると述べて

いる。離島では未経験の診療科でも対応しなけれ

ばならず、離島診療所看護師の背景や特性による

学習ニーズを考慮することが効果的で実践的な教

育プログラムと支援体制を充実させることに繋が

ると考える。

3．離島診療所看護師の派遣病院の課題

M病院管理者は、T診療所看護師を派遣する条

件に、問題解決能力やコミュニケーション能力、

地域に溶け込みつながりが持てることなどをあげ

ている。しかし、看護師の問題解決能力やコミュ

ニケーション能力があっても、病院とは違う看護

以外の代行業務を、一人で対応していくことは困

難である。また、M病院看護管理者は、T診療所

看護師との連携について、「病院から離れているた

めに現場から発言しないと把握しづらい」と感じ

ており、診療所看護師を支える派遣病院と診療所

看護師との連携の困難さがうかがえる。

塚本ら5)は、へき地診療所看護職の支援に対す

る課題として、看護職派遣に対する派遣病院の責

務としての認識欠如をあげている。派遣病院は、

診療所の現状を把握し、離島診療所看護師に対す

る教育プログラムと支援体制を構築していく責務

が課せられている。また、拠点病院は人員的に厳

しい状況のなかで辛うじて診療所看護職を支援し

ており、【拠点病院の医療・看護の確保・充実】に

対処する必要性が高い課題となっている5）。M病

院も、今回の研修で代替看護師の確保が困難であ

ったように、派遣病院での人員確保は切実な課題

であった。派遣病院の状況を加味しながら、教育

プログラムと支援体制を整えて行なわなければな

らない。その克服方法の一つとして、派遣病院の

現任教育として位置づけることが必要と考える。

離島は、台風の自然災害を受けやすい地理的環境

であり、また専門職者の少ない離島においては、

地域住民との協働が必要である。今後は、離島診

療所と離島住民との協働で、災害看護に関する取

り組みも実施していかなければならない。

診療所看護師の多岐にわたる看護実践は、看護

教育において意義あるものであり、離島診療所勤
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務をローテーションで配置し、看護師の能力開発

に向けた試みも必要でないかと考える。

Ⅴ．結論

赴任1年目の離島診療所看護師に対する教育プロ

グラムのコア内容と具体的な支援体制が明確にな

った。今後、看護部と離島支援開発委員会などの

組織的な運営や支援のもとに教育プログラムが継

続的に実施されていくことが必要である。
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Report

Suggestion for nursing educational programs and support systems for
nurses who are going to work in small island clinics

Chisato Shimoji1) Midori Kamizato2)

【Purpose】

Purpose of this research was identified to the nursing educational programs and support systems for nurses who are
going to work in small island clinics. This research results will be suggested to the nursing department of M hospital
for nursing education.

【Methods】

This research consisted of four steps. The first step made nursing educational programs and support systems. Those
were discussed with the island committee members of M hospital. The second step was providing two days of
nursing educational programs for the small island nurse. The researcher had observation surveys during nurses’
training. The third step was that we evaluated the nurses’ training after we had interviews with her. The fourth
step was a questionnaires survey and the opinion meeting with 15 of islands’ clinic nurses regarding nursing
educational programs and support systems. We evaluated and validated this educational program. We analyzed
inductivity for quality data and descriptively for quantity data.

【Results】

The first step: There were 13 categories with issues of the T islands' nurses such as "doing other activities except
nursing activities", "need of training for weak point of nursing", "need of support system for work settings for
security".
The second step: The T island nurse had a new practical and information from training of diabetes outpatient clinic
and pharmacy. Then, the T island nurse had a close and cooperate relationships with other departments.
The third step: Evaluation of training included 9 categories such as "into nursing practice from training", "need of
training continually to maintain and improve the quality of care".
The fourth step: All prefectural small island nurses recognized the need for the educational programs and support
systems according to the questionnaire survey. There were 8 categories such as " need of sufficient training in
emergency room before posting to small island" , " need of exchange information before posting to small islands "
from nurses' opinion meeting.  
The final core educational programs were " nursing on the basis of characteristics of islands", "emergency nursing

by one nurse" , " nursing on behalf of pharmacist", " community of cooperation at island clinic", " teamwork with the
clinic between the main hospital which delegate nurses to clinic", and " consideration of nursing back ground and
character". The support system were "assigned in the emergency room before deployment", "offer of lecture
regarding islands' character", " reinforcement of support systems for the small islands nurses during work", "
providing educational programs", and " have report meetings of one year nursing activities for other nurses"

【Conclusion】

The educational programs and support systems were identified in this research. These programs and support
systems need continuously carried out by on basis of systematic management of nursing departments and supports
committees of the island.

Key word：island clinic, island clinic nurse, nursing educational program, support system

1) Okinawa Prefectural Miyako Hospital
2) Okinawa Prefectural College of Nursings
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Ⅰ．はじめに

近年、医療の高度化と共に、ICU領域でも看護

師の実践能力に専門的知識と習熟した技術が求め

られている。より高度なクリティカルケアを目指

すICU看護師のための現任教育プログラムは不可

欠である。A 病院の教育プログラムは、看護師の

卒後経験年数別に臨床実践能力レベルを分類し、

そのレベル別に教育計画が進められている。Ⅰ段

階は経験1年目、Ⅱ段階は経験2～3年目、Ⅲ段階は

経験4～9年目、Ⅳ段階は経験10年目以上の看護師、

Ⅴ段階は主任・師長となっている。看護部の方針

により、ICUには新卒の看護師は配置されず、院

内外の他部署から経験の異なる看護師が配置され

るため、病院全体のレベル別教育計画との整合性

が保ちにくい状況である。実際に今年のICUの新

任看護師6名をA病院の卒後経験年数別段階に当て

はめてみると、Ⅱ段階2名、Ⅲ段階3名、Ⅴ段階1名

報告

ICU病棟における新任看護師の習熟度別教育プログラムの導入過程
－参加型アクションリサーチ法を用いて－

翁長悦子１ 池田明子２

1　沖縄県立中部病院（前沖縄県立南部医療センター・こども医療セン
ター）

2　沖縄県立看護大学大学院

【目的】

本研究の目的は、A病院ICU病棟において、経験年数の異なる新任看護師を対象とする習熟度別教育プログラム
を導入するために、まずチームリーダーを中心とする研究グループにより「習熟度レベルⅠ」の試案を作成し、
この試案の導入過程を通して看護チームの活性化につなげることである。
【方法】

1．参加型アクションリサーチ法を用いて、ICUの看護師全員で課題に取り組む姿勢作りをする。　
2．研究グループの構成；看護チームのリーダー3名、主任看護師、看護師長、参加希望者5名、計10名
3．研究のステップ；

①ICU看護師（39名）対象に現任教育に関する質問紙調査、②研究グループ（10名）による新任看護師の習熟
度別教育プログラムの試案作成、③新任看護師（6名）への試案のトライアルと評価、④研究グループによる
アクションリサーチプロセスのふりかえり

【結果】

1.質問紙調査結果を踏まえて、新任看護師教育プログラム「習熟度レベルⅠ」の到達目標を「夜勤のメンバーと
しての役割がとれる」とし、「習熟度レベルⅠ」の試案および評価ガイドラインを作成した。

2.新任看護師（６名）を対象に試案のトライアルを実施し、新任者の自己評価と研究グループの他者評価を摺り
合わせ、評価ガイドラインを修正した。

3．参加型アクションリサーチ法によるこの研究への取り組みを通して、チームリーダーの相互理解が深まり、看
護チームが活性化し病棟全体への波及効果が示唆された。

【結論】

参加型アクションリサーチ法によるICU病棟の新任看護師を対象とする習熟度別教育プログラムの導入過程を
通して、看護チームを活性化することができた。

キーワード：アクションリサーチ、新任看護師、習熟度別教育プログラム、ICU病棟



−58−

翁長悦子：ICU病棟における新任看護師の習熟度別教育プログラムの導入過程　－参加型アクションリサーチ法を用いて－

になる。一方、ICUにおける習熟度レベルからみ

ると、6名全員がⅠ段階「先輩の指導のもとで看護

実践が出来る」に相当する。

A病院では平成21年の病院組織改革により、ICU

が8床から14床に増床となった。看護師の増員にと

もない病棟スタッフの3分の2が入れ替わるという

危機的状況の中で、新任看護師の教育も当面必要

な技術の習得に重点をおかざるをえない現状であ

った。筆者はこのような時期にICUの看護師長に

任命された。その後、配置転換で22年度には9名、

23年度は6名の新任看護師が配置されたが、毎年、

新任看護師の実践能力段階を設定し評価するにあ

たって苦慮している。このような現状を改善する

ために、臨床実践能力や経験年数の異なる新任看

護師の臨床実践能力の習熟度レベルをふまえた

ICU独自の教育プログラムの開発が必要ではない

かと考えた。

本研究の目的は、A病院のICU病棟において、経

験年数の異なる新任看護師を対象に臨床実践能力

の習熟度別教育プログラムを導入するために、ま

ずチームリーダーを中心とする研究グループによ

り「習熟度レベルⅠ」の試案を作成する。そして、

この試案の導入過程を通して看護チームの活性化

につなげることである。

Ⅱ．研究方法

１．研究デザイン：参加型アクションリサーチ法1.2)。

この手法を選択した理由は、現場の問題を自分達

で解決していくというアクションリサーチの利点

を取り入れ、ICU看護師全員で現状の課題に取り

組む姿勢づくりをすることである。

２．研究対象（図１）

A病院ICU病棟：病床数14床　　看護師：40名

看護チーム：Aチーム（脳外科・他混合） Bチ

ーム（心臓外科）Cチーム（循環器科）

３．研究期間：平成23年6月～平成23年11月

4．研究のステップ：ステップ１からステップ６ま

での研究プロセスを以下に示す（図２）。　

＜ステップ1＞

ICU看護師を対象にアクションリサーチによる

研究への取り組みの説明とクリニカルラダーの勉

強会を行い、看護チームリーダー3名に研究参加を

依頼すると同時に参加希望者を募集する。

＜ステップ2＞

1) 看護チームリーダー3名に師長、主任、希望者

を加えた研究グループを立ち上げる。

2) 研究グループのリーダーを選定しメンバーの役

割分担を明確にする。

＜ステップ3＞

1) ICUの看護師39名を対象に「ICUの現任教育プ

ログラムの満足度」、「ICUにおける習熟度レベル

別教育プログラムの必要性」等に関する質問紙調

査を実施する。

2) 研究グループで質問紙調査の結果を分析し、現

状の問題点を抽出する。

3) 質問紙調査の分析から研究の焦点を教育プログ

ラム「習熟度レベルⅠ」の試案作成をする。

主主　任任 看護師看護師
師　　長師　　長

図1　Ａ病院ICU病棟の看護師チームと研究グループの構成
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＜ステップ４＞

「習熟度レベルⅠ」の試案をプレテストし、結果か

ら問題点を抽出「評価ガイドライン（ICU版）」を

作成する。

＜ステップ５＞

「習熟度レベルⅠ」の試案を実際に新任看護師6名

へトライアルしガイドラインを評価、修正する。

＜ステップ６＞

1) これまでのアクションリサーチの研究プロセス

を研究グループで振り返る。

2) ICUにおける新任看護師教育の今後の課題を明

確にする。

５．倫理的配慮：本研究は沖縄県立看護大学研究

倫理審査委員会の承認を得た。

Ⅲ．結果

１．研究グループの立ち上げ

＜事前準備＞　　　　　　　　　　

日勤終了後ICUの看護師に対しアクションリサ

ーチによる研究への取り組みの説明をした。同時

に研究指導教授によるアクションリサーチの勉強

会を実施し、取り組みの実例3. 4)を紹介した。参加

者は15名であった。

＜研究協力者の募集＞

チームリーダー3名に研究参加を依頼し了解を得

た。同時にICUの全看護師に対し希望者を募り、9

名の研究協力者を決定した。

＜研究目的の共有と役割分担＞

看護師長の筆者を含めて10名で研究グループを

立ち上げた。第一回の会議で新任看護師を対象と

する教育プログラムを作成する目的を共有、研究

グループの役割分担をした。会議は第2・第4火曜

日の17時から2時間程度で研究グループの名称は病

棟の看護チームA,B,Cに続きDチームとした。Dチ

ームの会議日程は師長が勤務スケジュールに組み

込みこんだ。研究グループにおける筆者の役割は

病棟の管理者でなく、研究グループの一員として

図2　研究への取り組みのプロセス
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の立場であることを説明した。研究グループから

も、「研究グループの一員として教育プログラム作

成にも関わってほしい」との要望があった。

２．質問紙調査の結果をふまえてICU独自の習熟

度別教育プログラム作成へ

Ａ病院のICU病棟の看護師39名を対象に「現任

教育の現状をどう考えているか」に関する質問紙

調査を行った。回答者は36名（回収率は92.3%）で

あった。

質問紙調査の結果について、研究グループは以

下の点を確認した。ICUの現任教育プログラムの

満 足 度 と ICU経 験 年 数 の 関 連 性 で は 有 意 差

（Pearsonのχ２検定）があり、ICU経験2年以上の

看護師が満足していないことがわかった。自由記

載の中でも、「指導・教育の統一性が必要」「評価

基準が必要」「個人への対応が必要」等があがって

いた。これは、ICU経験2年以上の看護師はプリセ

プターや指導者になっている現状があり、指導を

受ける側よりも、指導する立場で困っていること

が示唆された。ICUにおける実践能力の習熟度レ

ベル別教育プログラムが必要と97.1%が答えてお

り、その理由として、「専門知識の向上」「レベル

の確認・評価」「一定レベルの教育」「ステップア

ップの必要性」等があった。これらの結果を踏ま

えて、研究グループでは今後の方向性を検討し、

新任看護師教育プログラム「習熟度レベルⅠ」の

「目標をどこに定めるか」の話し合いが進められた。

３．「習熟度レベルⅠ」の到達目標設定から試案作成

「習熟度レベルⅠ」試案の目標を定めるにあた

っては、P・ベナーのモデル5)を参考にレベルⅠの

「新人」からレベルⅡの「一人前」の境界線がわか

れば、レベルⅠの目標が設定できると考えた。研

究グループメンバーの体験から、夜勤のとき「患

者2名を受け持てる」「緊急入院を受け入れること

ができる」「患者の異常がわかる」等の意見が出さ

れ、それらをクリアできれば夜勤を一緒にしても

安心して患者を任せられるとの研究グループメン

バーの意見が一致した。そこで、「習熟度レベルⅠ」

の目標は「夜勤のメンバーとしての役割がとれる」

とした。この「習熟度レベルⅠ」の目標に沿って

研究グループメンバー各自が作成した試案を持ち

寄り他施設のICUクリニカルラダー6,7,8,9)を参考に

しながら、「習熟度レベルⅠ」の試案を作成した。

「習熟度レベルⅠ」の試案は「実践技術チェックリ

スト（ICU版）（一部抜粋）」（表1）と「臨床看護

習熟度評価（ICU版）（一部抜粋）」（表2）の2部構

成となった。

4．「習熟度レベルⅠ」試案のプレテストによる評

価基準の修正

「習熟度レベルⅠ」試案の作成中、5月に非常勤

採用の看護師の夜勤への導入のタイミングを図っ

ていたことから、試案をプレテストすることとな

った（以下対象となる看護師を「習熟度レベルⅠ」

のプレテストナースとする）。プレテストナースの

自己評価と研究メンバーの他者評価および研究メ

ンバーとプレテストナースとの意見交換から問題

を抽出、誰が評価しても同じような評価ができる

ものを作ることとなった。既存の3段階評価では、

経験してない項目を評価する時、「3.できる、2.補

佐が必要、1.できない」では評価し難いことから、

評価基準を「5.一人でできる、4.フォローがあれば

できる、3.実施したことはないが過程を述べるこ

とはできる、2.見学したことがある、1.見学も実施

もない」の5段階評価に変更した。また、今回のプ

レテストで最低ラインを決める必要があるという

意見が出された。5段階評価の「4.フォローがあれ

ばできる」をクリア基準とした。ただし、項目に

よっては条件を設定し、「5.一人でできる」を必須

とする項目や症例が少ないと想定される項目は

「3.実施はできないが実施の過程を述べることがで

きる」等とした。こうして「習熟度レベルⅠ」の

プレテストにより試案の修正ができた。
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表1　実践技術チェックリスト（ICU版）　　　　一部抜粋
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表2　臨床看護習熟度評価（ICU版）　　　一部抜粋
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5．「習熟度レベルⅠ」試案の「ICU新任看護師用

評価ガイドライン（ICU版）」作成

「習熟度レベルⅠ」の試案の評価を誰でも同じ

ようにできるように、まず、現在使用している

「実践技術チェックリスト（ICU版）」の57項目の

ガイドラインを作成することとなった。研究グル

ープメンバーで脳外や内科関連、循環器関連等、

各チームが得意分野の項目を分担し、研究グルー

プメンバーそれぞれの経験知、専門知識、ICUマ

ニュアル等を活用し、A病院のICUで有用な「ICU

新任看護師用評価ガイドライン（ICU版）（一部抜

粋）」（表3）を作成した。

6．新任看護師6名に対する「習熟度レベルⅠ」試

案のトライアルと評価

新任者6名はトライアルする10月の時点で既に夜

勤に入っているため、評価は「習熟度レベルⅠ」

をクリアしているかの確認をした。評価担当者は

チーム新任看護師と関わっている研究グループメ

ンバーが担当するようにした。「実践技術チェック

リスト（ICU版）」に基づいて、新任看護師6名が

行った自己評価を評価者が「新任看護師用評価ガ

イドライン（ICU版）」をもとに面談式で評価を実

施した。前述したように、評価の基準は5段階の4

以上をクリアとしているが項目によっては3または

5をクリアとしていることから総得点の比率80ポイ

ント以上をクリア基準とした。この評価基準をク

リアした新任看護師が4名で2名は評価基準に達し

てなかった（表4）。また、新任看護師に対する

「臨床看護習熟度評価（ICU版）」の評価では、得

点率80ポイント以上の評価基準をクリアした新任

看護師は2名で４名は評価基準に達してなかった。

この4名は看護師経験年数5年以下の新任看護師で

あり、特に「組織的役割遂行能力」「自己教育研究

能力」の項目は評価点数が低かった。災害時の行

動については3名が評価1であった（表5）。トライ

アル後の新任看護師の自己評価と研究グループか

らの他者評価を受けた後の意見としては、「評価が

振り返りの機会になった」「自己評価によりできて

いる所、できてない所に気付いてよかった」「評価

することにより自分を見直すことができ、習得す

べき課題が見えてきた」等があがった。一方、評

価表への提案としては、「評価表でわかりづらい表

現があった」「自己評価は何をもって「5」にして

よいか悩んだ」等があがった。

7．研究グループによる研究プロセスの振り返り

研究グループメンバーに研究プロセスを通して

の振り返りを自由記述形式で記入してもらい、そ

の後研究グループメンバーで検討した。

1) ICU看護師への質問紙調査結果を踏まえ、「習熟

度別教育プログラム」作成の必要性についての意

思統一が図れた。

2) 「習熟度レベルⅠ」の検討段階でプレテストを

行ったことにより、指導者側の問題がわかったた

め、評価基準修正の必要性が明確になった。また、

「評価ガイドライン（ICU版）」作成の必要が明確

になった。

3)「評価ガイドライン（ICU版）」作成への取り組

みは研究グループが一番苦労したところであるが、

一方、やりがいや楽しさを実感したところでもあ

った。また、「評価ガイドライン（ICU版）」作成

での気付きや新たな発見やマニュアルの振り返り

ができ、新たな学習の機会となった。

4) 研究グループメンバーがチームリーダー中心に

構成されていることもあり、「他のチームリーダー

と密に話が出来た」「お互いに良い刺激になった」

等、チームリーダー間の相互理解につながった。

5)　新任看護師のトライアル後、他チームの問題

を考えたり他チームに関心を持つスタッフが多く

なりチーム間の交流が深まってきた。また、「スタ

ッフ間の意見交換が盛んになっている」「病棟のレ

ベルアップが望めそうな気がする」「研究グループ

の活動を気にとめるスタッフが出てきた」「次のプ

リセプターをやりたいと申し出るスタッフがあっ
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表3　ICU新任看護師用評価ガイドライン（ICU版）　　　一部抜粋
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表4　新任看護師に対する実践技術チェックリスト（ICU版）
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表5　新任看護師に対する臨床看護習熟度評価（ICU版）の総合評価
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た」等、研究グループメンバーはスタッフの意気

込みを実感し、病棟全体が変化してきたと述べて

いる。

Ⅳ．考察

本研究の目的に照らして、経験年数の異なる新

任看護師を対象とする「習熟度レベルⅠ」の試案

作成およびその試案の導入過程を通して看護チー

ムの活性化を可能にした要因に着目して考察する。

1．チームリーダーを中核にした研究グループの構

成について

教育プログラムを作成するための研究グループ

結成にあたり、各チームリーダーを中核としたこ

と、さらには、各チームリーダーの推薦により、

今までICUの新任看護師の教育に関わってきた人

が研究グループに加わったことにより、現場に密

着した研究活動を推進することができたと考える。

また、研究グループの集まりを「研究のための集

まり」とせず、病棟のABCチームに加えて、「Dチ

ーム」としてチーム会議が開催されたことが、病

棟で受容されやすかったと考える。さらに、三交

代勤務の現場でのスケジュール調整は重要なポイ

ントであり、看護師長がメンバーの一員であった

事も研究グループの活性化につながったと考える。

2．「習熟度レベルⅠ」の到達目標「夜勤のメンバ

ーとしての役割がとれる」について

質問紙調査の結果から、指導を受ける新任者の

立場よりも、指導する側が困っている現状が明ら

かになった。一般的にICUにおける、到達目標の

レベルⅠの表現としては「アドバイスを受けなが

ら看護実践ができる」「安全で確実な看護実践がで

きる」「メンバーとしての役割がとれる」等7,8,10）

になっている。しかしA病院は24時間体制の救命

救急センターがあり、ICUへは夜間、時間外の重

症患者が入室してくる状況がある。そこで、一般

病棟にくらべて夜間患者ケアの厳しい状況に焦点

を当てて到達目標を設定し、新任看護師と夜勤を

一緒に行っている研究グループメンバーの体験に

基づいて具体的に検討された。まず、新任看護師

と夜勤をした時、患者の安全を守れる条件として、

「緊急入院を受け入れることができる」「患者を二

人受け持てる」「異常がわかる」等が上がった、そ

のために必要な知識や技術をチェックリストに盛

り込み、それらを夜勤に入るために求められる最

低限必要な能力とした。こうして、「夜勤のメンバ

ーとしての役割がとれる」を到達目標にしたこと

は、現場に即した具体的な目標設定になったと考

える。なお、亀井等の先行研究11)では「先輩看護

師が認識する一人前看護師の能力」を具体的にイ

ンタビューデータから抽出しているが、一人前に

なる迄の夜勤メンバーとしての能力には言及して

いない。

3．夜勤希望の新任者を対象としたプレテストにつ

いて

プレテストの振り返りから、研究グループは評

価 基 準 の 必 要 性 を 実 感 し 、 評 価 ガ イ ド ラ イ ン

（ICU版）の作成へと方向修正した。評価ガイドラ

インの作成は実際に指導している研究グループメ

ンバーの経験知とICUで使用している看護手順や

ICU看護に関する文献、月刊誌等を参考にした。

57項目の評価基準毎にガイドラインを作成する作

業は、膨大な時間を要したが、自分達が困ってい

ることへの取り組みであったため、研究グループ

メンバーにとっても、最も充実した時間であり、

多くの学びがあったのではないかと考える。

4．新任看護師へのトライアルから導き出した成果

について

新任看護師に対し行ったトライアルでは、実際

に研究グループメンバーがICU版評価ガイドライ

ンを用いて評価したことで、評価がしやすくなっ

たこと、新任者に意欲がでてきたこと等の効果が

出てきたと考える。また、新任看護師にとっても
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自身の到達度の再確認や振り返りの機会が持てた

ことで、今後の目標へつながったと考える。評価

基準は、先行研究12.13)でも「病棟の特殊性を入れ

る方が評価しやすい」「病棟の特殊性を反映した評

価基準を作成する必要がある」と久留島らが報告

している。ICUの特徴は重症患者に対するより高

度なクリティカルケアが必要とされ、看護師の実

践能力に専門的知識と技術が求められている。こ

のような特殊性から、ICU独自の評価基準は必要

であると考える。しかし、現状では新しい評価基

準ができてない段階で既に新任看護師は夜勤に入

っており、一緒に夜勤をした時、新任看護師が経

験していない症例や事例があった時、新任看護師

の業務カバーをしたりすることがあった。このこ

とから、新しい評価基準に照らし合わせると、今

までの指導の抜けていたところが明確になり、指

導内容の改善につながった。

5．この研究への取り組みの波及効果について

研究グループメンバーの振り返りから、チーム

リーダーの役割が明確になり、チームリーダー間

の交流が促進されたことでチーム活動も活性化し

たことが確認できた。さらに、研究グループメン

バーの活動に触発され、病棟の看護師の新任看護

師教育への関心が高まったことが推察された。新

任看護師にとっては、この取り組みを足がかりに

次の目標への動機づけができたのではないかと考

える。

Ⅴ. まとめ

1.チームリーダーを中核とする研究グループによ

って、経験年数の異なるICUの新任看護師を対

象とする教育プログラム「習熟度レベルⅠ」の

試案を作成した。

2. 新任看護師６名にこの試案のトライアルを実施

し、ICU独自の「評価ガイドライン」の有効性

が確認できた。

3. 参加型アクションリサーチの方法により、チー

ムリーダー間の相互理解がさらに深まり、チー

ム間の交流が活発になって病棟全体の活性化に

つながった。
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Report

The process of introducing a training program according to skill level of
new nurses in the ICU ward 

〜 using participatory action research method〜

Etsuko Onaga1) Akiko Ikeda2)

【Purpose】

In the ICU ward of A hospital, in order to introduce a training program according to different skill levels of new
nurses with varying years of experience, we first created a draft plan for ‘ skill level I’ . This plan was based on
the study group being focused around a team leader, and through the process of introducing this plan, we tried to
incorporate the activation of the nursing team.

【Methods】

1. Participatory action research was used to include all ICU nursing staff in working on tasks.
2. Study group structure included a total of 10 nurses , 3 nursing team leaders, a charge nurse, a nursing manager

and 5 staff nurses interested in participating. 
3. Study steps:
① Questionnaire in relation to training of current duties conducted on 39 ICU nurses, ②The study group created a
draft training program according to different skill level of new nurses, ③ Trial and evaluation of draft for 6 new
nurses, ④ Review of action research process

【Results】

1. Based on results of the questionnaire, attainment of goals of the ‘ skill level I’  new nurse training program was
seen as ‘ the role of nurses on night shift’  and the draft plan for ‘ skill level I’  and evaluation criteria were
created.

2. The draft plan was tested on new nurse subjects (6 nurses), and on comparing self-evaluations of new nurses with
evaluations of the study group, the evaluation criteria were revised.

3. Handling this study according to the participatory action research method enhanced the mutual understanding of
team leaders, activated the nursing team and may have had a ripple effect on the whole ward. 

【Conclusion】

Nursing teams were activated through the process of introducing a training program according to the skill level of
new nurses in the ICU ward using the participatory action research method.

Key word：action research, new nurse, training program according to different skill levels, ICU ward

1) Okinawa Prefectural Chubu Hospital
2) Okinawa Prefectural College of Nursing
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Ⅰ．はじめに

看護職者は、社会や時代の変化に応じて人々の

健康上のニーズに対応するため、看護実践能力の

維持・向上に努めることが責務とされている1)。

平成22年4月には、「保健師助産師看護師法」及び

「看護師等の人材確保の促進に関する法律」が一部

改正され、看護師自らが資質向上に努めると共に、

その機会を確保できるよう病院等も配慮すること

が努力義務化された。現在、多くの病院で院内教

育が行われており、新人看護師に対するプリセプ

ター制2)や、看護師の実践レベルに対応したクリ

ニカルラダ―などの導入3)、学習ニーズや教育ニ

ーズを反映した教育プログラムが開発4)されてい

る。

看護師は、このような意図的・組織的な教育だ

けではなく、経験を重ねる中で新人から一人前と

なり5)、長期的な成長を遂げている。病棟では交

代制勤務により、看護実践が24時間に渡って連続

して行われている。そのため、病棟看護師は自ら

の看護実践から学ぶ他、同僚の看護実践に直接

的・間接的に接する機会が多く、業務を通して影

響を受けることになる。先行研究において、良好

なチームワークが仕事の意欲や職務満足度を高め

たり6)、職場における人間関係が退職に影響した

り7)8)、モデルやメンター等の存在が職務継続の励

みになる9)など、職場環境としての同僚の影響が

指摘されている。また、看護実践に注目すると、

同僚から見出しているロールモデル行動10)など、

他の看護師の実践から影響を受けていることも報

報告

病棟看護師が同僚の看護実践から
看護職者としての認識や行動に影響を受けた過程の特徴

伊良波理絵1 嘉手苅英子1

1　沖縄県立看護大学

【目的】病棟看護師は同僚の看護実践に接する機会が多く、業務を通して影響を受けていると言える。本研究の目
的は、病棟看護師が同僚の看護実践から看護職者としての認識や行動に影響を受けた過程（以下、同僚から影響
を受けた過程）の特徴を明らかにし、同僚の看護実践からどのように学んだら良いかの示唆を得ることである。
【方法】臨床経験５年以上の病棟看護師に“同僚の看護実践から看護職者としての認識や行動に影響を受けた出来
事”について半構成的面接を行い、逐語録のデータを質的帰納的に分析した。
【結果】研究協力者７名の逐語録から取り出した25の出来事から、同僚から影響を受けた過程の特徴として、「偶
然見聞きした同僚の行動が今までの自分の患者対応と違うと思い、同僚の行動が患者にとってどのような意味が
あるのかを考え、自分の看護観とつき合わせて、看護する上で良いと思う方法を選択し、行動する。」等、５つを
抽出した。同僚から影響を受けた過程は、同僚の看護実践と自己の過去の体験との違いに注目することで始まり、
認識の変化や行動変容へとつながっていた。影響を受ける過程を繰り返すことによって看護観が変化し、その都
度、変化した看護観に導かれて患者対応をしていた。
【結論】病棟看護師は、同僚の看護実践を介して自己の体験を意識化することによって、様々な場面が学ぶ機会に
なる。その際、看護実践を行動だけでなく判断過程も含めてとらえることが重要である。自他の看護実践の振り
返りを重ねる中で、応用範囲の広い看護観が形成され、さまざまな対象や状況に合わせた患者対応が可能となる
ことが示唆された。

キーワード：継続教育，看護実践，病棟看護師，同僚，影響
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告されている。しかし、病棟看護師が同僚の看護

実践から影響を受ける過程について取り上げた研

究はほとんどみあたらない。

そこで、本研究では、同僚の看護実践からの影

響に注目し、病棟看護師が同僚の看護実践から看

護職者としての認識や行動に影響を受けた過程

（以下、同僚から影響を受けた過程）の特徴を明ら

かにすることを目的とする。それによって、看護

師が日々の業務の中で、同僚の看護実践からどの

ように学んだらよいかについての示唆が得られる

と考える。

Ⅱ．研究方法

１．用語の操作的定義

「看護実践」は、看護職者が対象者に働きかけ

る際の一連のプロセスであり、ケアの実施だけで

なく、その前後の情報収集、アセスメント、計画、

評価も含む。「看護職者」は、保健師・助産師・看

護師のいずれかまたは複数の資格を持ち、看護を

実践している者で、「病棟看護師」は病棟で勤務し

ている看護職者である。「同僚」は、同じ病棟で共

に働く看護師であり、先輩、同期、後輩を含む。

「看護職者の認識」は、看護実践において看護職者

が感覚器官を通して把握した対象者や周囲の状況

の具体的な事実や、看護職者が見出した意味、想

起した過去の体験や知識、看護実践の中で生じた

感情や意思を含む。「看護職者の行動」は、看護職

者の振る舞いや表情、言葉での表現や行為等を指

す。「行動変容」は、習慣化した行動パターンが変

わることを指す。「体験」は、自身が身をもって実

際に見聞きしたり行ったりする事である。「影響」

は、認識や行動が変化した状態である。

２．研究デザインと概念枠組み

本研究は、半構成的面接によって得た質的デー

タを、帰納的に分析する探索的記述的研究である。

病棟看護師が同僚の看護実践から受けた影響を、

認識を含めてとらえるために、科学的看護論に示

された看護実践の過程的構造11)と、認識を脳細胞

に描かれた像としてとらえる三浦つとむの弁証法

的認識論12)を参考に研究の概念枠組みを作成した

（図１）。すなわち、看護実践を看護職者と対象者

との相互作用としてとらえ、同僚の看護実践に接

した病棟看護師が、視覚や聴覚などの五感を通し

てその看護実践を脳に像（A）として描き、それ

とともに過去の体験や知識等を想起（B）して新

たな認識（C）を形成し、その認識に導かれて、

振る舞いや表情、言葉等、外から観察可能な行動

として表現（D）するというプロセスを概念枠組

みとした。

３．研究協力者

研究協力者は、研究協力が得られた一総合病院

の一般病棟に勤務している臨床経験5年以上の看護

師のうち、管理職や認定看護師等の資格取得者を

除く者である。看護部長に研究参加者の選定と紹

介を依頼し、筆者が説明して同意の得られた者を

研究協力者とした。

４．データ収集方法

2011年8月に、看護職者としての認識や行動に影

響を受けた同僚の看護実践と、それによる考え方

図1　研究の概念枠組み
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や行動の変化について、1時間程度の半構成的面接

を個別に行った。面接内容は、承諾を得て、ICレ

コーダーに録音し、逐語録を作成した。

５．データ分析方法

１）分析対象の選定

研究協力者毎に逐語録を精読し、病棟看護師の

認識や行動の変化が述べられている内容を話題の

まとまり毎に区切り、経過を要約して記述した。

その中から、“同僚の看護実践から看護職者として

の認識や行動に影響を受けた出来事”を選定し、

分析対象とした。

２）分析素材の作成

分析対象とした出来事について、再度逐語録を

精読し、‘同僚の看護実践をどのように見聞きし、

認識や行動にどのような変化を生じたのか’と問

いかけながら事実関係を経時的にたどり、文章で

再構成した。再構成した文章の意味内容を段階的

に抽象化し、同僚の看護実践や病棟看護師の認識

や行動の変化が、ある程度具体的に分かる程度に

抽象化した記述を分析素材とした。

３）同僚から影響を受けた過程の特徴の抽出

分析素材毎に精読し、「同僚の看護実践」「想起

した過去の体験」「認識に生じた変化」「行動に生

じた変化」の特徴を読み取り、分析素材間の類似

性と相異性を比較検討し、同僚から影響を受けた

過程の特徴をとり出した。

６．研究方法の真実性の確保

データ分析の各段階で繰り返し逐語録に戻り、

分析結果に逐語録の内容が反映されているかを確

認した。データ分析は、質的研究を行っている研

究者のスーパーバイズを受けるとともに、分析対

象の選定・分析素材の作成の段階で、看護現象の

抽象化に取り組んでいる複数の研究者と検討した。

７．倫理的配慮

本研究は、沖縄県立看護大学の研究倫理審査委

員 会 に お い て 承 認 を 得 て 実 施 し た （ 承 認 番 号

10008）。研究依頼に際しては、研究の趣旨・概要、

匿名性の保持、協力は任意によるものでいつでも

辞退が可能であること等を口頭および文書で説明

し、文書で同意を得た。

Ⅲ．結果

１．研究協力者の概要

本研究の研究協力者は、協力病院で経験年数5年

以上の病棟看護師38名のうち、同意が得られた7名

であった。研究協力者の臨床経験年数は5年半～25

年、6名は複数の外来・病棟での勤務経験があっ

た。

２．同僚から影響を受けた過程のパターン

研究協力者7名の逐語録から“同僚の看護実践か

ら看護職者としての認識や行動に影響を受けた出

来事”を選定し、それらの出来事を文章で再構成

して段階的に抽象化し、25の分析素材を作成した。

分析素材毎に、同僚の看護実践や病棟看護師の認

識や行動の変化をたどった。その結果、見聞きし

た同僚の看護実践と過去の体験の想起との順序、

認識の変化の仕方、行動変容の有無の組み合わせ

によって、5つのパターンに類別できた（図２）。

パターン１は、同僚の看護実践に目をとめて過去

の体験を想起し、新たな見方や考え方を得て、行

動変容したものであった。パターン２は、同僚の

看護実践に目をとめて過去の体験を想起し、見方

や考え方が想起・強化されたが、行動変容しなか

ったものであった。パターン３は、過去の体験を

想起して意識的に同僚の看護実践に目を向け、新

たな見方や考え方を得て、行動変容したものであ

った。パターン４は、過去の体験を想起して同僚

の看護実践に目を向け、見方や考え方が想起・強

化されたが、行動変容しなかったものであった。

パターン５は、同僚の看護実践を見聞きする機会

と過去の体験の想起を繰り返す中で、看護職者と

しての見方や考え方と行動が経時的に変化したも
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図2　同僚から影響を受けた過程のパターンおよび分析素材タイトル一覧
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表1　同僚から影響を受けた過程の特徴および分析素材例
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のであった。

３．同僚から影響を受けた過程の特徴

次に、パターン毎に分析素材を比較検討し、同

僚から影響を受けた過程の特徴を取り出した（表

１）。以下、とり出したそれぞれの特徴について述

べる。本文中、ゴシック体で表現した内容は分析

素材例からの抜粋である。

１）特徴１【偶然見聞きした同僚の行動が今ま

での自分の患者対応と違うと思い、同僚の行動が

患者にとってどのような意味があるのかを考え、

自分の看護観とつき合わせて、看護する上で良い

と思う方法を選択し、行動する。】

この特徴は、パターン１の８つの分析素材から

とり出した。“不穏患者に対し「対話と行動観察を

通して…患者の行動が落ち着いた」先輩の看護実

践に目をとめ、「行動を制することしかしなかった」

自分を想起した”のように、偶然見聞きした同僚

の行動から今までの自分の患者対応との違いを意

識化していた。それに続き、「患者には行動の理由

がある…、自分は見方が狭く…客観的な状態だけ

に注目するのではなく、理由を知る」のように、

同僚の看護実践を受ける患者にとって、同僚の行

動がどのような意味を持つか考え、それまでの自

分の見方や考え方と対比していた。そして、「…患

者が穏やかでいられない理由を…一時的にでも原

因を取り除いて…評価する」のように、その後、

良いと思う方法を行うようになっていた（分析素

材１）。

２）特徴２【周りの状況に流されて業務をして

いた時に、同僚の患者対応に目がとまり、自分の

都合で対応しないことの大切さを再認識して、丁

寧な対応を心がける。】

この特徴は、パターン２の６つの分析素材から

とり出した。自分は「効率性を優先して丁寧さに

欠け」てしまうが「一緒にケアした後輩が優しく

丁寧に実施」していたことに目をとめ、周りの状

況に流されて業務をしていたことを感じていた。

そして、「見習う必要性を感じて実施するが、気が

付くと忘れたりしている」等のように、自分の都

合で対応しないことの大切さを再認識して、丁寧

な対応を心がけようとしていた（分析素材11）。

３）特徴３【今までの経験では対応できない患

者に関わるために、疑問を持ちつつ同僚の看護実

践の場に臨み、同僚が事実の意味をどう読み取っ

て行動しているかを推察し、同僚の持っている知

識や行動に近付く。】

この特徴は、パターン３の５つの分析素材から

とり出した。「体位変換をほとんど経験しない病棟

から、移動動作に配慮が必要な患者が多い病棟に

異動し、どのように体位変換を行っているのか疑

問」のように、自分の力量ではできないことを自

覚しつつ同僚の看護実践の場にいた。そして、同

僚の行動から、患者に「疼痛が増強しないように

実施している」というように、同僚がどのような

判断によって行動しているのかをとらえていた。

その後、自分も「障害の種類に合わせた移動の仕

方を実施している」のように理解したことを自ら

の行動に活かしていた（分析素材15）。

４）特徴４【関わりのあった患者に関する同僚と

医師との情報交換の場に同席し、患者の身体内部

の状態がより詳しく描けることで、対象特性にさ

らに即したケアができると思った。】

この特徴は、パターン４の２つの分析素材から

とり出した。一時的に関わった患者の「下半身が

動かない」ことへの疑問が、医師を交えた「カン

ファレンスで…深刻な病状」とわかったのように、

同僚と医師とが情報交換の場で交わした話の内容

から、患者に関する情報を得ることができた。そ

の情報と自ら描いていた患者像をあわせることに

よって、患者の身体内部の状態がさらに詳しく描

けることを再確認していた。そして、詳しい患者

像が描けたことによって「病状がわかり患者の気

持ちになって」対象特性に即したケアが出来ると

いう思いに至っていた（分析素材20）。

５）特徴５【患者に起こる変化は、繰り返され
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る看護師の関わり方との関係によることが徐々に

わかり、その間、看護観を作り変えながら患者に

対応している。】

この特徴は、パターン５の４つの分析素材から

とり出した。「就職当初、臥床患者は全介助が当た

り前、患者に言われた通りに応じた方が早く用事

が済ませられる、…しかし、安静解除になっても

筋力や体力が低下し、リハビリが進みにくくなっ

た患者もいた…寝たきりは寝かせきりから徐々に

作られるのでADLをあげよう…患者に…出来る行

動は促そうと思う。出来る患者に全介助している

看護師も多く、患者はそのような看護師を優しい

と捉えると思うが、それで良いのか気になる」と

いう、臥床患者の捉え方や看護師の関わりに対す

る患者の反応について、看護師と患者との相互関

係を長期間にわたって見聞きしていた。それとと

もに、自らも体験する機会を得ることによって、

看護観が変化し、その都度、変化した看護観に導

かれて患者対応をしていた（分析素材22）。　

Ⅳ．考察

病棟看護師が、影響を受けた同僚の看護実践は、

偶然目にした場面であれ、また、意識的に目を向

けた場面であれ、いずれも日常的な看護場面であ

った。ごく普通の看護実践であったとしても、そ

の病棟看護師に意味あるものと映った場合、看護

職者としての認識や行動に影響を与えていた。そ

こで、病棟看護師が同僚の看護実践から影響を受

けるか否かは、看護実践そのものの善し悪しでは

なく、それを目にした病棟看護師との関係に左右

されることが推察される。ここでは、各特徴にお

ける認識や行動の変化を取り上げ、看護師が日々

の業務の中で、同僚の看護実践からどのように学

んだらよいか考察する。

特徴１における認識の変化は、目にとめた同僚

の行動から、過去の体験を想起して「人間の行動

には理由がある」や「心のケアも看護には必要」

のような対象の見方や看護観の広がりを示してい

た。このような見方や考え方の変化は、その後の

行動に反映され行動変容へと導いている。この過

程が進むには、自己の見方・考え方を客観視する

必要がある。成人の学習にとって内省や省察を重

ねる重要性が示されている13）。病棟看護師が内省

のきっかけを同僚の看護実践から得ることは、看

護観の広がりや深まりをもたらし、看護職者とし

ての成長につながると考えられる。従って、目に

とめた同僚の看護実践を偶然の出来事として終わ

らせるのではなく、自己の体験の振り返りに活か

し、看護観を意識的に適用させようという取り組

みが必要である。

特徴２では、ともすれば業務に追われる中、同

僚の看護実践を介して、丁寧な患者対応が必要で

あることを再認識していた。同僚の看護実践は、

初心に立ち返らせるきっかけだけでなく、反面教

師としての役目も果たしていた。状況の全体性を

とらえて、具体的なイメージとして、丁寧な患者

対応を繰り返し意識化することによって、実現可

能性が高まると考えられる。

特徴３では、必要性から始まり、能動的に病棟

看護師自ら、同僚の看護実践をモデルとして学ぼ

うとしていた。病棟看護師は意識的に同僚の看護

実践の場に臨んでおり、このような場合、認識や

行動が変化しやすいと考えられる。この特徴は、

病棟看護師が認識や行動に変化をもたらす際には、

知覚可能な同僚の行動のみでなく、“事実の意味を

どう読み取って行動しているのか”という判断過

程を含めて、同僚の行動を捉えることの重要性を

示唆している。日常の実践の中で一人ひとりの看

護師が、それぞれ自分の責任において判断を求め

られることになる11）が、他者の判断過程は直接見

ることができない。従って、単に行動を観察し模

倣するのではなく、同僚に行動に至ったプロセス

を問う、自分の事実の捉え方を振り返る等、判断

過程の存在を意識化し確認のプロセスを経ること

で、同僚の看護実践からの学びにつながると考え

られる。
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特徴４で示された、患者に関する同僚と医師と

の情報交換の場は、同僚の発言を通して、同僚が

得ている情報や事実の捉え方を把握する機会と言

える。病棟看護師は、既知の情報と同僚からの情

報とをつなげて、より実像に近付いた患者像をと

らえる重要性を再認識していた。看護師は起こっ

ている事実を経験に基づいた知覚能力で判断する14）

と言われるように、得ている情報が同じであって

も、その意味のとらえ方は看護師によって異なる。

同僚が描いている患者像を知る機会は、病棟看護

師にとって、自らの患者像に新たな情報を加え、

修正したり、確信する等に、描いた患者像を客観

視することになる。これは、自らの患者像の描き

方の特徴を知ることができ、より事実に則した対

象像の描き方を学ぶことが出来ると考える。

特徴５では、過去から現在に至る多様な体験や

同僚の看護実践をもとに、複眼的な視点で看護師

の関わり方を捉えていた。患者に起こっている変

化が、自己を含めたチームとしての看護師と患者

との関わりの積み重ねの結果であると意識するこ

とが必要である。多数の同僚の看護実践に接する

中で、自己の看護実践も客観視を繰り返して自己

の経験則を吟味することが重要と考えられる。そ

れによって、応用範囲の広い看護観が形成され、

様々な対象や状況に合わせた患者対応になること

が示唆された。

Ⅴ. 結論

病棟看護師が同僚の看護実践から看護職者とし

ての認識や行動に影響を受けた過程の特徴には、

以下の5つがあった。

【偶然見聞きした同僚の行動が今までの自分の

患者対応と違うと思い、同僚の行動が患者にとっ

てどのような意味があるのかを考え、自分の看護

観とつき合わせて、看護する上で良いと思う方法

を選択し、行動する。】【周りの状況に流されて業

務をしていた時に、同僚の患者対応が目にとまり、

自分の都合で対応しないことの大切さを再認識し

て、丁寧な対応を心がける。】【今までの経験では

対応できない対象特性の患者に関わるために、疑

問を持ちつつ同僚の看護実践の場に臨み、同僚が

事実の意味をどう読み取って行動しているのかを

推察し、同僚の物事の見方や行動に近付く。】【関

わりのあった患者に関する同僚と医師との情報交

換の場に同席し、患者の身体内部の状態がより詳

しく描けることで、さらに対象特性に即したケア

ができると思った。】【患者に起こる変化は、繰り

返される看護師の関わり方との関係によることが

徐々にわかり、その間、看護観を作り変えながら

患者に対応している。】

これらの特徴から、同僚の看護実践から学びへ

と発展させるために、以下の示唆を得た。

１．日々の業務の様々な場面が学ぶ機会になり

得ることを自覚し、注目した同僚の看護実践を偶

然の出来事として終わらせるのではなく、自己の

体験の振り返りに活かす機会とする。

２．見習う必要性を感じた同僚の患者対応を、

自己の具体的なイメージとして繰り返し意識化す

る。

３．同僚の行動が、判断過程の結果であること

を意識し、認識と行動を含めて同僚の看護実践を

とらえる。

４．積極的に情報交換の場に参加し、看護師間

で患者像の共有をする機会を得る。

５．患者に起こる変化が、自己を含めたチーム

としての看護師と患者との関わり方の積み重ねの

結果であることを意識する。そして、多数の同僚

の看護実践に接する中で、看護実践を客観視する

ことを繰り返して自己の経験則を吟味する。

本研究では、病棟看護師の体験の想起と語りに

よって、影響を受けた過程を把握した。病棟看護

師の具体的な体験は実践の場や経験年数によって

異なることから、その体験からの影響も病棟看護

師の対象特性によって異なってくると推測される。

今回は、一施設で働く病棟看護師を対象としたが、

異なる特性を持つ病棟看護師の体験を聞き取って
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いくことが今後の課題である。
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Report

Features of how staff nurses’cognition and behavior are influenced by
their colleagues’nursing practice

Rie Iraha1) Eiko Kadekaru1)

【Purpose】 Staff nurses are regularly influenced by their colleagues’ practice in ward settings. This study aims to
explicate features of the process in which the staff nurses’ cognition and behavior are influenced and suggest proper
learning from the colleagues’ nursing practice in hospitals.

【Methods】 We implemented semi-structured interviews with staff nurses with more than 5 year experience on
“scenes in which your colleagues influenced your cognition and behavior”and analyzed the verbatim data through
qualitative induction.

【Results】 We abstracted 5 features out of 25 stories from the verbatim data of 7 research participants. For
example, 1 feature indicates“I found by chance that my colleague’ s behavior is different from my own nursing care.
It made me think about the point of his/her behavior. Referring to his/her behavior and my own view on nursing, I
choose the nursing practice I deem best.” In general, the process of influence from colleagues begins with the
attention to difference between own and colleague’ s nursing practices, and it leads a staff nurse to cognitive and
behavioral change. By repeating the process, a nurse’ s view changes, and the newly acquired view guides one’ s
nursing care. 

【Conclusion】 Staff nurses can learn in various nursing scenes as they can recognize their own experiences with
reference to their colleagues’ nursing practice. In that process, it is important that a staff nurse grasps not only
colleague’s behavior, but also the judgment process behind the nursing practice. By repeating comparison between
nursing practices of his/her own and others, a staff nurse can acquire a wide range of nursing application and deal
with patients in various circumstances.

Key word：nursing continuing education, nursing practice, staff nurse, colleagues,  influence

1) Okinawa Prefectural College of Nursing
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Ⅰ．はじめに

社会の変化や医療ニーズの増大と多様化等の変化

の中、学士課程における看護基礎教育には、社会

や環境との関係において自己を理解するための素

養や、創造的思考力を育成するための教養教育を

前提とした看護職の基礎となる教育の充実が求め

られている。そして、社会の期待に応える看護実

践能力を備えた看護職を排出するために、学士課

程教育においてコアとなる看護実践能力と卒業時

到達目標、および、教育内容が文部科学省によっ

て示された1)。

一方、学士課程教育では、学生が、生涯学び続

け、どんな環境においても答えのない問題に最善

解を導くことができる能力を育成することが求め

られており、教育の質的転換が喫緊の課題とされ

ている2)。アクティブ・ラーニングは、教員によ

る一方向的な講義形式の教育とは異なり、学習者

の能動的な学習への参加を取り入れた教授・学習

法の総称であり、グループ・ディスカッション、

ディベート、グループ・ワーク、プレゼンテーシ

ョンを行うことで取り入れられる。平成24年3月26

日の中央教育審議会大学分科会2)では、学生の思

考力や表現力を引き出し、課題の発見や具体化か

らその解決へと向かう力の基礎を身につけること

ができるようになることを目指した、課題解決型

の能動的学修となるような、アクティブ・ラーニ

ングによる授業展開の重要性が審議されている。

このような社会的動きの中、看護基礎教育で

は、学生の論理的思考能力などを育成する手段と

して、ディベートが注目されている。ディベート

の始まりは、2500年前ギリシャの都市国家アゴラ

（広場）で、人々が対話し議論し討議したことに

ある。現在実施されているのは、民主主義国家に

おける議会ディベートや裁判所の法廷ディベー

ト、学校教育における教育ディベートなどがあ

る。学校教育におけるディベートは、論理的に思

考し表現する能力の開発と育成を目的にした、知

を創造するための方法論である3)。日本の学校教

育にディベートが導入されたのは1990年代からで

あり、看護基礎教育の分野でも2000年代から導入

されてきた。

そこで本研究は、日本国内の看護基礎教育におけ

るディベートに関する文献から、ディベートの取

り組みの実際を明らかにし、ディベートの評価方

法と評価結果に着目して、看護基礎教育でディベ

ートを導入する教育効果、および、学士課程にお

ける看護基礎教育でディベートを導入する際の課

題について検討することを目的とする。

Ⅱ．研究方法

１．用語の定義

ディベートについて、北岡は「論理的に思考し

研究ノート

日本国内の看護基礎教育におけるディベートの取り組みに関する
文献検討

－取り組みの実際と教育効果および課題－

宮里智子1 伊良波理絵1 高橋幸子1 金城忍1 嘉手苅英子1

1　沖縄県立看護大学

キーワード：看護基礎教育、ディベート



−82−

宮里智子：日本国内の看護基礎教育におけるディベートの取り組みに関する文献検討

表現する能力の開発と育成を目的にした、知を創

造するための方法論である。話し合いや談合とは

違い、肯定と否定に分かれて論理を戦わせ、論争

が終わると、第三者の審判団の判定により、どち

らの主張が論理的であるかを判定する」と述べて

おり3)、本研究もこれに基づく。

２．研究方法

1) 文献検索

国内最大の医学文献情報データベースである医

学中央雑誌Web第4版をデータベースとし、“ディ

ベート”、“看護基礎教育”、“看護教育”をキ

ーワードとして、1990年1月～2012年7月の文献検

索を行った。さらに、絞り込み検索にて、原著、

抄録のある論文を再度検索した。

2) 分析方法

まず、ディベートの組みの実際を明らかにする

ために、ディベート導入の目的、対象者とグルー

プ人数、科目、論題、ディベートの評価方法と評

価結果について文献毎に整理した。その中から、

評価方法、および、評価結果に着目し、看護基礎

教育でディベートを導入する教育効果、および、

学士課程における看護基礎教育でディベートを導

入する際の課題について検討した。

Ⅲ．結果

3つのキーワードを入力した結果、69件の文献が

得られた。さらに、その中から、原著、抄録のあ

る22件の文献を選定した。次に、ディベートの取

り組みの実際を明らかにするという本研究の目的

に照らして、ディベートと他の教育方法とを比較

検討している文献研究やディベートを行うときの

情報検索に焦点を当てた研究など、ディベートの

取り組みそのものに焦点を当てていない研究を除

外した。さらに、グループ・ディスカッションの

ようにディベートの形式をとっていない文献や、

客観的に結論を出すことに意義を見いだせない題

材を取り上げている文献など、適切な方法でディ

ベートが行われているとは考えられない文献を除

外した12件の文献を分析対象とした。

１．ディベートの取り組みの概観（表1）

1) ディベート導入の目的

ディベート導入の目的は、大きく分類すると、

①論題として取り上げた事柄に関心を向ける、ま

た は 、 そ の 事 柄 に 関 す る 知 識 や 理 解 を 深 め る
4)6)7)10)13)、②倫理観を養う、または、倫理的問題

を理解する5)8)12)14)15)、③客観的分析力や論理的思

考力、プレゼンテーションスキルなどのディベー

ト能力の育成7)-9),13)-15)などがあり、ほとんどの文

献が①、または②の目的に③ディベート能力の育

成を併せた目的であった。　

2) 対象とグループ人数

対象者は専修学校、短期大学および4年制大学の

学生であり、准看護師養成所や五年一貫校の学生

を対象とした報告はなかった。対象者が大学生で

あった文献は12件中3件であった7)10)15)。また、グ

ループ人数は、ほとんどが1グループあたり10名以

内で構成していた。

3) 科目と論題

母性看護に関連する科目の中で人工妊娠中絶や

出 生 前 診 断 の 是 非 を 論 題 に し た デ ィ ベ ー ト や
5)7)8)11)12)15)、精神看護に関連する科目の中で性転

換に関する論題や9)、成人看護関連の科目の中で

臓器移植に関する論題13)など、生命の尊厳や性に

関わる内容であった。さらに、老年看護関連の科

目の中で身体拘束に関する論題や10)、精神看護関

連の科目の中で鍵掛けに関する論題でのディベー

トなど14)、人権に焦点をあてた論題もあり、全体

として、倫理に関する論題が多かった。また、科

目の記載はなかったが、男性助産士導入4)など

の、看護の専門性に関連する論題でのディベート

が実施されていた。また、学生が体験した事例を

用いたディベートも行われていた6)。
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表1　ディベート取り組み状況（1/2）
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表1　ディベート取り組み状況（2/2）
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4) 評価方法

評価項目は、ディベート前後での自己の意見の

変化、論題に対する関心度など、ディベートの論

題に関する認識の変化などがあった。他には、他

者を理解する姿勢や他者の意見を聞く態度、ディ

ベートスキル習得効果、および、ディベートを行

って学んだことや感想などが挙げられていた。評

価方法は、自由記述による質問紙調査やレポート

など、主観的な評価が多かった。他には、評価項

目の測定用に作成された尺度を用いた自記式質問

紙調査や自己評価表等が使用されていた。

5) 評価結果

論題について、関心の高まりや視野の広がりな

どを示す結果が報告された8)10)11)。ディベート前

後での意見の変化については、曖昧な意見が減少

したという結果の一方4)で、ディベート実施前に

比べて実施後は「賛成」・「反対」が減少し、

「どちらともいえない」が増加したという結果5)

や「自分の意見が変化した」、「結論を出すのが

難しい」などの結果13)14)が示されていた。それら

の文献4)13)14)では、併せて、他者を理解する姿勢

の深まりや多角的な考えから自己を振り返ること

などがディベートからの学びとしてあげられてい

た。その他、他者の意見を聞く態度、論理的な主

張や議論の仕方など、ディベートスキルの習得に

つながったという結果7)9)12)13)や、発言を希望した

り、自分の意見と他者の意見とを比較したいとい

うニーズが高まったりなど10)、普段の講義とは異

なる反応や、事前学習の必要性を感じていること

が示された。全体として、ディベートの導入を評

価している文献がほとんどであったが、それら

は、評価方法としてレポートや自己評価表を使用

するなど、ディベートに取り組んだ学生の主観的

な評価であった。

Ⅳ．考察

１．ディベートの取り組みの実際

看護基礎教育で強化すべき教育内容として、人

間のベースになる倫理性、人に寄り添う姿勢の教

育や状況を見極め、的確に判断する能力の育成な

どが挙げられており、これらのことが看護基礎教

育の成果として求められている16)。本研究では、

ディベート導入の目的や論題は、倫理に関わる内

容が多かった。その結果から、特に、看護基礎教

育の成果である倫理性の育成について、従来の受

け身的な講義形式の教育方法では不十分であり、

それを補うものとしてのディベートに専修学校、

短期大学、4年制大学の看護教育者が期待している

状況が伺えた。また、現代の社会において、生命

の尊厳や人権をめぐる価値観は多様化しており、

そのような状況の中で倫理に関するディベートを

行うには、より論理的に思考し表現しなければ審

判団の判定を得ることは困難である。従って、倫

理はディベート能力の習得に適した題材であると

も考えられ、本研究におけるディベートの取り組

みは、看護基礎教育の成果を得るとともに、ディ

ベート能力の習得をねらいとして取り組まれてい

ることが考えられた。一方、ディベートは、母性

看護関連の科目や、成人看護、老年看護、精神看

護関連の科目など、倫理的な問題に直面すること

が多いと推測される科目で導入されている他に、

科目の記載はなかったが、男性助産士導入の賛否

という、看護の専門性について問う題材でも実施

されていたことから、看護の専門科目で広くディ

ベートが導入されつつあることが推測される。

2. 看護基礎教育にディベートを導入する教育効果

評価方法は、自由記述による質問紙調査やレポ

ートなどを用いた、学生の主観的な評価方法が多

かった。評価結果は、論題について、関心が高ま

った、あるいは、視野が広がった、また、ディベ

ートスキルの習得につながった、普段の講義とは

異なる反応や、事前学習の必要性を感じたことな
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どを示す結果が多く、全体として、ディベートの

導入を肯定的に評価している文献がほとんどであ

った。一方、ディベート前後での意見の変化につ

いては、ディベート実施前に比べて実施後は「賛

成」・「反対」などのように、明確な意見が減少

し、「どちらともいえない」が増加したという結

果や、「自分の意見が変化した」、「結論を出す

のが難しい」などの結果が示されていた。このよ

うな意見の変化は、様々な点について考えを巡ら

せる広い視野をもったことで生じた変化だと考え

ることができる。学生は、ディベートを導入した

学習のプロセスの中で、論理的に思考し、そして

他者を理解し、また、多角的な考えから自己を振

り返ることを学んだことで、これまでとは異なる

視点から題材について考えることができるように

なったのではないか。そして、このような学生の

変化は、知が創造されていく段階としてとらえる

ことができ、ディベートを導入する教育効果のひ

とつとして考えられるのではないだろうか。

とはいえ、全体として、ディベートの導入を肯

定的に評価する結果になったのは、評価方法が学

生の主観的評価を用いていることが影響している

と考えられる。これは、ディベートの論題に関す

る意見の変化や学んだことなど、学生の認識面に

評価内容の焦点をあてているためであると思われ

るが、ディベート能力や、ディベート論題に関す

る知識の習得状況を評価するには、学生の主観的

評価を取り入れるだけでは充分とはいえない。以

上をまとめると、看護基礎教育におけるディベー

ト導入は、ディベート能力の育成の他に、論題と

して取り上げた事柄に関心を向けることなどや、

倫理観を養うことなどに効果があると学生も看護

教育者も主観的に感じているが、客観的な結果が

示されていないことが現状であるといえる。ま

た、本研究で示されたディベート前後での学生の

意見の変化は、教育効果のひとつとして考えるこ

とができるが、充分に評価されていない。そのた

め、教育効果を示すことのできる評価方法を検

討、開発、検証していくことが必要であろう。

3. 学士課程における看護基礎教育でディベートを

導入する際の課題

ディベートの取り組みに関する分析対象として

選択した文献のなかで、対象者が大学生であった

文献は4件であることから、大学でのディベートの

取り組みの報告は、専修学校や短期大学の報告に

比べると少ない。また、日本国内の看護系大学の

数から考えても、数少ないのが現状といえる。つ

まり、学士課程における看護基礎教育でディベー

トに取り組んでいる報告をしている施設は限られ

ている。この理由として、一般教育/教養の学問分

野でディベートを含めたアクティブ・ラーニング

が取り組まれていることから17)、看護の専門科目

の教育においてはディベートの取り組みが少ない

ことが考えられた。また、そのために、ディベー

トを指導できる看護教育者の数も少ないことも考

えられる。しかし、これでは、教養教育で学んだ

ことが看護を学ぶ上で活かされていないことが考

えられた。学士課程における看護基礎教育では、

社会の期待に応える看護職者の排出のために、看

護の対象と人々の尊厳を擁護する能力など、20の

看護実践能力を育成することが期待されているが1)、

これらの能力を育成するには、教養教育での学び

を土台にした看護の教育の積み重ねが重要である

と考える。従って、ディベートの取り組みにおい

ても、看護に関連する内容を論題にしたディベー

トを、看護の専門科目の教育に導入し、教育効果

を明らかにしていく必要があるだろう。また、看

護教育者は、ディベートを行うための指導力を身

につけるとともに、ディベートに精通した教養教

育の教員と連携した指導体制を整えることが課題

であると考える。

Ⅴ. まとめ

日本国内の看護基礎教育におけるディベートの

取り組みに関する文献から、ディベートの取り組
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みの実際を明らかにし、看護基礎教育でディベー

トを導入する教育効果、および、学士課程におけ

る看護基礎教育でディベートを導入する際の課題

について検討した。

1. ディベートの取り組みは、倫理性の育成やディ

ベート能力の習得をねらいとして取り組まれてお

り、看護の専門科目で広くディベートが導入され

つつあることが推測された。

2. 評価方法は、自由記述による質問紙調査やレポ

ートなどを用いた、学生の主観的な評価が多かっ

た。評価結果は、論題について、関心が高まっ

た、また、ディベートスキルの習得につながった

など、全体として、ディベートの導入を肯定的に

評価している文献がほとんどであった。　一方、

ディベート前後での意見の変化については、ディ

ベート実施前に比べて実施後は「賛成」・「反

対」が減少し、「どちらともいえない」が増加し

たなどの結果が示されていた。今後は、教育効果

を示すことのできる評価方法を検討、開発、検証

していく必要性が示唆された。

3. 大学でのディベートの取り組みの報告は数少な

い現状であり、学士課程における看護基礎教育で

ディベートに取り組んでいる報告をしている施設

は限られていた。今後は、看護の専門科目の教育

にディベートを導入し、教育効果を明らかにして

いく必要があるとともに、ディベートに精通した

教養教育の教員と連携した指導体制を整えること

が課題である。

引用文献

1) 文部科学省（2011）：大学における看護系人材

養成の在り方に関する検討会最終報告,

（平成23年3月11日）.

2) 中央教育審議会（2009）：予測困難な時代にお

いて生涯学び続け、主体的に考える力を育成す

る大学へ（審議まとめ）.

3) 北岡俊明（2003）： ディベート入門, 日本経済

新聞社, 東京.

4) 兼宗美幸, 坂本めぐみ, 渡部尚子（2000）：看護

学生の男性助産士に関する意識, 男性助産士導入

のディベート前後における調査から, 埼玉県立大

学短期大学部紀要, 2, 81-88.

5) 櫻井文子, 神崎江利子, 松本友子（2000）：母性

看護学におけるディベートを活用した倫理的価

値観育成の為の教育効果について, 聖隷学園浜松

衛生短期大学紀要, 23, 68-75.

6) 岸あゆみ, 犬塚久美子（2003）：危険への感受

性を育むディベート学習, 聖隷クリストファー大

学看護短期大学部紀要, 26, 15-22.

7) 岸田泰子（2003）：ディベート導入による母性

看護学の授業展開に関する考察, 島根医科大学紀

要, 26, 11-17.

8) 渋谷えみ（2003）：母性保健の講義にディベー

トを取り入れた授業評価, 日本看護学会論文集,

母性看護34号, 135-137.

9) 福田由紀子, 原田真澄, 小林純子（2004）：精神

看護学における「ディベート」授業展開と課題,

日本赤十字愛知短期大学紀要, 15, 83-94.

10) 煙山晶子, 小笠原サキ子（2005）：老年看護学

における教育方法の検討, ディベートの教育効果

について, 秋田大学医学部保健学科紀要, 13（2）,

50-57.

11) 布施明美（2006）：母性看護学の学習状況と

今後の課題, 学生のレポートとアンケートより,

神奈川県立よこはま看護専門学校紀要, 13, 36-34.

12) 佐久間良子, 有田久美, 黒髪惠, 須崎しのぶ

（2006）：ディベートが看護学生の倫理的感受

性に及ぼす学習効果, 日本看護学会論文集, 看護

教育, 37, 12-14.

13) 舟根妃都美, 成田円（2007）：成人看護学にお

けるディベート演習についての検討, 名寄市立大

学紀要, 1, 15-21.

14) 小野晴子, 土井英子, 住野好久（2006）：ディ

ベートによる精神疾患患者の理解を深める授業

方法の工夫, 「鍵かけ」の論題を教材にして, 新

見公立短期大学紀要, 30, 9-15.



−88−

宮里智子：日本国内の看護基礎教育におけるディベートの取り組みに関する文献検討

15) 大久保友香子, 植松紗代, 和泉美枝, 眞鍋えみ子

（2008）：助産学履修学生による人工妊娠中絶

を論題にしたディベートの試み, 京都府立医科大

学看護学科紀要, 21, 43-49.

16) 厚生労働省（2011）：看護教育の内容と方法

に関する検討会報告書（平成23年2月28日）.

17) 溝上慎一（2007）：アクティブ・ラーニング

導入の実践的課題, 名古屋高等教育研究, 7, 269-

287.



−89−

沖縄県立看護大学紀要第14号（2013年３月）

Ⅰ．はじめに

HOT(home oxygen therapy:HOT)は低酸素血症

及び慢性呼吸不全患者の生命予後を改善する持続

的酸素療法を自宅で行うことで、地域や家庭、職

場での日常生活を取り戻す患者のQOLを重視した

医療である。しかし患者はこれまでの生活様式を

変更せざるを得ないことも多く、療養する上でし

ばしば憎悪を繰り返す。中等～重症の慢性閉塞性

呼吸器疾患では急性増悪による予後は不良である

ことが多く、QOLに対する影響も極めて大きいと

いわれている。急性増悪による再入院を防ぎ、家

族に囲まれ住み慣れた住居環境で療養生活を送る

ことは患者のQOLに影響し、心の健康を高くする1)

という報告もあり、患者及び家族が障害された身

体機能を理解し、在宅療養においてセルフケア能

力とQOLを高め病気の進行を防止することは重要

である。そのため専門職者による継続的な患者及

び家族への指導及び精神的支援は不可欠であり、

外来でのHOT患者の在宅療養支援のシステム作り

が求められる。十分な患者教育によっては増悪を

避け、日常生活でのQOLを向上させる可能性は高

いと考える。外来看護師は患者の外来通院時、よ

り多くの情報を得て短時間で適切な指導ができる

ことが必要となる。しかし島嶼では高齢化が顕著

で、医療機関、医療職者のマンパワー不足から、

患者を取り巻く支援体制も十分とはいえない。医

療機関において医療職者の意識と支援技術の向上

を図るとともに支援体制のシステム作りが求めら

れる。

本研究は、島嶼の総合病院における外来看護師

のHOT患者への療養指導に対する現状と課題を把

握し、外来看護における療養システムを構築する

ための資料とすることを目的とする。

Ⅱ．研究方法

調査対象は沖縄県M島の総合病院内科外来に勤

務する看護師である。外来には、専属の看護師と

ICU兼務の看護師がおり、両者を対象とした。調

査期間は平成23年8月～9月である。

研究方法は事前に同意の得られた研究協力者へ

半構成的面接を約30～40分行った。

調査内容は外来における療養指導とHOT患者の

療養指導の現状、外来指導充実のために必要と感

じていること、療養指導について自分自身で取り

組めること、基本属性についてである。

分析は①録音したデータから逐語録を作成、②意

味が損なわれないよう要約し類似するものを集め

表題をつけコード化し、③各々のコードから逸脱

しないようカテゴリー分類を行い、【　】をカテゴ

リー、『　』をサブカテゴリーとし、外来看護師が

認識する療養指導についての現状と課題について

検討した。分析過程において、質的研究の経験が

ある研究者のスーパーバイズを受けた。

倫理的配慮

施設責任者に調査協力の依頼を文書ならびに口

頭で行い、承諾を得て調査を行った。研究協力者1

人ひとりに研究の主旨と方法、以下の内容を口頭

資料

島嶼に居住する在宅酸素療法患者支援モデルの構築
ー外来看護における療養支援の現状と課題ー

宮城裕子１ 石川りみ子2 玉城久美子１ 照屋清子3

本村悠子3 奥浜杖子3 盛島幸子1 島尻郁子4

1　沖縄県立看護大学
2　上智大学総合人間科学部看護学科
3　沖縄県立宮古病院
4　社会福祉士事務所NPO法人あらた
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で説明すると共に文書により同意を得た。参加は

自由であり途中辞退しても対象者の不利益になら

ないこと、調査で得られたデータは研究目的以外

には使用しないこと、個人を特定されないように

匿名性、プライバシーを遵守すること、調査には

30～60分程度かかること、許可を得てＩＣレコー

ダーに録音し逐語録作成後、録音内容は消去する

こと、業務に支障のないように時間と場所を調整

して行う、研究結果は公表することである。なお、

本研究は本学の倫理審査委員会の承認を得た。

Ⅲ．結果

研究協力者は外来専従看護師5名とＩＣＵの兼務

看護師3人の計8人である。看護師経験年数は20年

以上が約6割を占めており、平均18.3年、最短6年、

最長28年であった。外来勤務期間は3年以上の者が

5割であり、平均3.8年、最短が1ヶ月の移動したば

かりの者と、最長は6年であった（表1）。

面接により得られたインタビュー内容を分析し、

外来における療養指導の現状と課題について検討

した結果、【外来での療養指導の現状】【外来で行

っている支援】【HOT患者が自己管理できている

こと】【HOT患者の療養上の問題】【外来における

支援体制作り】【酸素管理業者との連携】の６つの

カテゴリーと23のサブカテゴリーが抽出された

（表2）。

【外来での療養指導の現状】について、外来で

の状況は呼吸器疾患患者が多く、看護師は「待ち

時間を短縮するため話す時間がとれない」「困った

ことや訴えがあった時に対応するが、指導は行っ

ていない」など療養指導については十分に行えて

いないと感じていた。また「主に主治医、訪問看

護、酸素機器業者が指導を行っている。外来では

特に決まった指導はしていない」「業者からの指導

内容の詳細までは把握していない」など指導は主

に業者や医師が行っているが、どのような内容で

行われているのか詳細については把握されていな

かった。

【外来で行っている支援】については、「困って

いることはないか声かけをする」、「痰の色の変化

や発熱など異常時の早めの受診を促す」、「禁煙、

火気注意点を話す」、「外来受診しない患者への電

話連絡」や「台風・停電時の連絡先の確認」など

声かけや電話連絡を行っていた。また、「酸素流量

の確認や酸素トラブルへの対応」、「使い方を熟知

していなくて酸素をせずにそのまま持ってきてい

る人への説明」、「酸素ボンベが空になっても気付

かない人がいるので残量確認のやり方を説明する」

など『酸素流量の確認や酸素トラブルへの対応・

説明』を行っていた。一方、来院時のSpO2値が低

かった場合、「苦しい時は休むように話す」「夏場

や痰が多い時の水分の摂取方法や息苦しい時の対

応の仕方」など、『症状対応への説明』を行ってい

た。

【HOT患者の療養上の問題】について看護師の

認識は、「流量の上げ下げに関することや、酸素を

しない患者に対して指導の必要性を感じる」こと

や「世間体が気になり酸素をしない患者がいる」

「携帯用酸素ボンベの残量の確認が十分にできてお

らず、空になっていることに気付かずに外来の待

ち時間に苦しくなって気づいたことがある」など

『患者の理解不足からくる酸素吸入中断』について

介入の必要性を感じていた。また「繰り返し入院

する人が多いので、呼吸筋の増強や悪化、風邪予

防の指導が必要」であることや「酸素導入時、

ADLなど変化があった時は指導が必要」など『風

邪予防・呼吸訓練の指導の必要性』を感じていた。

一方、「外来待ち時間の間は節約のため、酸素を切

っている」ことや「料金を気にして酸素吸入をし

表1　研究協力者概要
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表2　外来での療養指導について
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表2　つづき
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ない患者」など『経済的負担感からくる酸素吸入

の中断』があった。低酸素であっても、世間体が

気になり外出時に酸素を行わない者もいた。一方、

酸素を節約したいために外来で酸素を切る者もお

り、経済的負担による酸素吸入中断がみられた。

【HOT患者が自己管理できていること】と看護

師が認識していることは、「（HOT期間が）長年の

人が多いので、台風時の対応や相談については理

解している」や「高齢者の場合、台風で停電の可

能性があるときは避難入院を勧めている」など

『台風停電時の対応』があった。一方「重傷になる

と大変だからと早めに受診に来る」ことや「息苦

しいなど症状を自覚し、その時の恐怖感が強いた

め積極的に管理している印象を受ける」など『異

常 時 の 早 め の 受 診 』 に 関 す る こ と や 、 ま た

「（HOT期間が）長い人が多いので、自分の症状や

対応を理解している」など『息苦しさ予防、低酸

素時の対応』についての自己管理は比較的できて

いると認識していた。

【外来における支援体制作り】について、多忙

な外来においては「指導ナースの配置や指導チー

ムの必要性」の『療養指導体制づくり』が提案さ

れた。また「問題のある患者は意図的に係わる指

導体制」や「指導マニュアル、指導パンフレット

作成」、「患者同士の交流の場の必要性」について

提案が出された。自身の指導力向上に向けた勉強

会研修会などの取り組みの等、『指導力向上への取

り組み』について、指導充実のために必要なこと

として提案された。外来看護の中の取り組みや看

護師自身の意識向上を基盤に患者や、他職種も含

めた指導体制づくりが指導充実に向けて必要であ

ることが示唆された。

【酸素管理業者との連携】について、Ｍ島では

在宅酸素に対し、一酸素機器業者が島全体を一括

して管理し、指導を行っている。医師からHOT導

入の指示が出ると病院から業者に連絡がいき、入

院中に酸素機器業者から酸素管理の指導がなされ

ていたが、特に外来では指導内容の確認は行って

おらず、酸素機器業者との指導内容の連携や酸素

管理状況の情報交換の必要性が示唆された。Ｍ島

の毎年襲来する台風対策については業者と患者と

の連携が良く、対応されていた。

Ⅳ．考察

１．情報の共有

M病院におけるHOT患者の概要として高齢の患

者が多く、肺気腫、慢性気管支炎など慢性閉塞性

肺疾患による慢性呼吸不全の患者が多く占める。

内科の呼吸器外来は週に2日あり、HOT患者は予

約日に合わせて受診している。HOT導入患者の多

くは高齢であるため、自己管理が困難な場合も多

く、また介護者が高齢であることも多い。子ども

は島外へ出て、高齢者のみの核家族化が増加し、

また、介護者となる配偶者も健康上の問題を抱え

ている場合が多い。そのため人的、時間的制約が

理由で受診を先延ばしにしてしまう場合も多い。

患者が長期にわたり安定した健康状態を維持して

いくためには医療者の役割は大きく、特に定期で

の外来通院時などに多くの情報を得て、短時間で

適切な指導や情報提供を行っていくことが必要と

なる。急性増悪の発症から治療開始までの期間が

短いほど回復がより早く、急性増悪の際に患者が

受診をせず未治療である回数が増えるほど急性増

悪により緊急入院が増加することが報告されてい

る2)。患者が急性増悪の症状を早期に認識するこ

とで、早期に受診し治療を行うことにより急性増

悪からの回復を早め、入院のリスクを減少させ、

よりよいQOLを維持できる可能性があり外来受診

時に患者からより多くの情報を得て短時間で適切

な指導や相談を行っていくことが必要と考える。

【外来での療養指導の現状】では、医師ー患者間、

酸素機器業者ー患者間で指導や情報提供が行われ

ていることは把握していたが、その内容について

は共通理解が不十分と認識している外来看護師が

多かった。また病棟との兼務看護師は外来に常勤
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してないため療養指導が行いにくいという点があ

った。医療チームの形態をとることにより、効率

的な教育や行動変容への指導が可能となること3)、

また医療チームによる在宅管理により患者家族の

QOLの改善、ADLの改善、入院の回避の効果があ

ることが報告されており4)、情報交換や連携の充

実の必要性が考えられた【HOT患者の療養上の問

題】として外来看護師は酸素の中断や流量に関す

る患者の理解不足や感染など急性増悪の予防等に

ついて問題として認識していた。外来看護師間や

医師、業者および病棟看護師との連携を強め、患

者の情報を共有しながら継続した看護を行ってい

くことで、さらに効果的な支援に繋がると考える。

２．患者指導・看護相談

【HOT患者の療養上の問題】として酸素の非装

着や、酸素の残量確認と管理などにおいて不十分

であること、また低酸素であっても外出時には酸

素吸入をしないことについて、外来看護師は支援

の必要性を感じていた。根岸の調査によると、安

静時には処方どおりに酸素吸入を行っているが、

歩行、トイレ、風呂の順に酸素吸入をしている患

者は減少していることが報告されている5)。一方、

酸素節約のため外来で酸素を切る人もおり、経済

的負担による酸素吸入中断がみられ、酸素管理の

指導に加えて病気の説明、酸素にかかる費用を含

め、他職種との連携も視野に入れた指導が必要で

あることが示唆された。【HOT患者が自己管理で

きていること】として看護師が認識していること

は『台風停電時の対応』『異常時の早めの受診』

『息苦しさ予防、低酸素時の対応』であった。一方、

【外来で行っている支援】では「台風・停電時の連

絡先の確認」や「痰の変化や発熱時には早めの受

診を促す」ことなどを外来時に声かけしており、

これは【HOT患者が自己管理できていること】と

一致していた。M島は6月～9月にかけて台風によ

る影響が比較的多い地域であり、台風時の対応に

おいては患者も把握していると看護師は認識して

いた。患者は行っている自己管理の方法が正しい

のか不安に感じる場合も多く、その方法で正しい

ということを伝えたり、成功できたことを共に喜

び支援していくことが必要である。離島は地理的

に環海性といった特徴や、歴史、文化、慣習に特

有のものがあり、暮らしの中でも島全体が大家族

的で地域単位や親戚単位のアイデンティティが強

く、個別家族の境界が時としてゆるいなど島への

愛着や仲間との繋がりが強いという特徴がある。

また高齢者のペースに合わせる生活であったり、

当事者の身になって案ずるなどの特徴があり、隣

近所や地域で支えていく社会がある。HOT患者の

支援システムの構築においては、患者、家族、専

門職者以外にも地域の支援が得られるシステム作

りの可能性があるのではないかと考える。慢性疾

患患者の自己管理においてソーシャルサポートの

効果が報告されており、ソーシャルサポートの一

形態であるピアサポートは問題解決や精神的支援

の効果が期待されている6)。一方、患者が長い期

間HOTを行っていく中で独自の方法で習慣化して

いる場合など、医療者が正しい情報を与えようと

してもなかなか受け入れられない場合もあり、患

者の理解の段階に応じて指導を行っていく必要が

ある。そのためには継続的な関わりが必要であり、

患者の思いや相談を十分に聞くことができる時間

の確保も必要である。Niciらは患者教育は呼吸器

疾患において診断時から終末期までのすべての経

過中に反復して実施されなければならないこと7)、

また川野は相談室でない場所で行う看護相談を念

頭にして、5分でもまとまった話しができることを

指摘している8)。外来で限られた時間の中で患者

の表情や顔色等を観察し、今の健康状態や何を問

題として抱えているのかを引き出だし、短時間で

も繰り返し患者への教育を行っていくことが急性

増悪の予防に繋がっていくと考える。一方患者が

医療者とのパートナーシップをとりながらの自己

管理技術の習得に向けての患者の積極的な参加、

健康によい日常行動へのアドヒアランスの必要性
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があげられている9)。外来受診時に生活を整え、

自己管理を維持できるようにかかわることで、日

常生活を大切にしながら治療を継続することがで

きるのではないかと考える。

３．外来看護の現状と課題

今回の調査では、「HOT患者外来を設け、ナー

スを配置しての指導」や「指導の必要な患者を午

後の時間に予約をとることができるシステム」な

ど【外来における指導体制づくり】への提案も多

かった。看護師自身の指導力向上に向けた勉強会、

研修会などの取り組みの他、他職種との連携も指

導充実のために必要なこととして提案された。外

来看護の中の取り組みや看護師自身の意識向上を

基盤に、患者や他職種も含めた指導体制づくりが

指導充実に向けて必要であることが示唆された。

一方、M病院の在宅酸素の管理については、一

業者が行っておりHOT導入時の指導や管理を行っ

ていたが、その指導内容と支援体制についての外

来との連携まではまだ十分には行われていなかっ

た。他職種との連携を密にし、チーム医療を円滑

に機能させることができれば、各専門職者が協働

してケアに関わり、異なった視点から患者のニー

ズを捉え、専門的で多様な知識や技術を提供する

ことが可能になると考える。連携を十分に行い、

チーム医療を機能させることが必要であることが

示唆された。外来看護では多くの来院患者を抱え、

そのため看護師は療養指導についてはほとんど行

えていないという認識があった。禁煙や酸素トラ

ブル、外来、外出時の酸素吸入中断患者がおり、

それらの患者に対して指導の必要性を看護師は感

じていた。

以上のことから、外来での指導充実に向けて看

護師の指導力向上や指導体制作りが課題であるこ

とが示唆された。HOT患者が恙なく療養生活を送

るためには、他職種との連携を密にし、患者の生

活にそった療養指導は不可欠と考える。

Ⅴ. 結論

1．外来は多くの呼吸器疾患患者を抱え、療養指導

については不十分ととらえており看護師は指導

の必要性を感じていた。

2．在宅酸素管理と指導については業者が行ってい

るが、指導内容と患者の酸素管理についての理

解が外来で十分に行われていないことについ

て、連携の必要性が示唆された。

3．外来看護師は、喫煙や酸素トラブル、外来・外

出時の酸素中断する患者の指導の必要性を感じ

ていた。

4．外来での指導充実に向けて看護師の指導力向上

や指導体制づくりが課題であることが示唆され

た。
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Ⅰ　はじめに

大学の授業を改善するには適切な授業評価が必

要である。授業評価では，評価の主体によって

『他者評価』と『自己評価』とに分かれ，『他者評

価』としては，(1) 完全な第三者による評価，(2)

授業を受けた学生による評価がある1)。米国にお

いては20世紀初頭より体系的な教員評価が実施さ

れ，その中で授業評価は教員の研究能力の評価と

並ぶ重要なものとして位置づけられている2)。日

本では，平成３年の大学設置基準の改定によって，

自己点検・自己評価・FDの重要性が示されたこと

が，授業評価の実施を促した3)。授業評価は，独

立行政法人大学評価・学位授与機構の示す機関別

認証評価の「基準6 6-1-②：学習の達成度や満足度

に関する学生からの意見聴取の結果等から判断し

て，学習成果が上がっているか」の根拠資料とし

て用いられることから，その重要性は明らかであ

る。

授業評価について文部科学省高等教育局は，国

公私立大学753大学を対象に調査を実施し，報告し

た4)。報告書では，学生による授業評価は国立65

（約76％）大学，公立61（約79％）大学，私立473

（約80％）大学にて実施されていた。しかし評価項

目においては，「授業の分かりやすさ」を716大学

が取り上げている一方，「教室の広さ，空調などの

物理的環境」については262大学が取り上げており，

各大学の評価項目に差が見られている。ここで関

内ら5)は，評価項目について「構成はどの大学も

『Ⅰ．自己評価』，『Ⅱ．授業評価』，『Ⅲ．全体評価』，

『Ⅳ．自由記述欄』を基本に行っているが，設問の

文章は当然のことながら多岐にわたる」と述べ，

さらに29大学の授業評価項目が２項目から31項目

であったことも述べている。

沖縄県立看護大学（以降，「本大学」とする）の

授業評価の各項目は，文献や他大学での実施内容

を参考に，現在，38の評価項目にて実施している

（図１）。評価項目の内容は，Question（以降，「Q」

とする）1〜Q7で学生自身の授業への取り組みに

ついて，Q11〜Q29では授業内容・方法の評価，

Q8〜Q10，Q30〜Q38では授業の全般的評価を問う

ている。学生は38項目に対して，「5.強くそう思う」

「4.そう思う」「3.どちらともいえない」「2.そう思

わない」「1.全くそう思わない」の5つの選択肢か

ら回答する。授業評価アンケートは，期末試験実

施前の最後の授業終了直前に，本大学学務課によ

って配布後，目的，記入方法，回収方法の説明が

なされる。さらに評価にバイアスがかからないよ

うに，科目に関係する教員は学生の回答時，その

場に同席しないように配慮している。なお本大学

の授業評価は「記名式」となっている。しかし

「記名式」「無記名式」の要因が自己評価に影響を

与えない6)、7)ことからも，本大学の「記名式」が評

価に及ぼす影響は少ないと考えられる。

このような状況で実施されたアンケート結果に

対して，筆者自身の担当科目の授業評価は「Q9.こ

の科目の勉強はやさしかった」，「Q10.この科目で

良い成績をとるのは容易だ」の評価平均点が常に

資料

学生の授業評価を正確に反映する評価項目について
—平成22年度開講の授業科目における学生による授業評価アンケート得点の傾向から−

金城忍1 嘉手苅英子1 高橋幸子1 賀数いづみ1 渡久山朝裕1 金城芳秀1

1　沖縄県立看護大学

キーワード：授業評価アンケート、評価項目
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3.0以下であった。しかしその他の評価項目の評価

平均点は，4.0以上である。この傾向は，共同研究

者らも同様であった。評価項目の平均値が4.0未満

は，その評価項目に対して「そう思う」のではな

い，と捉えていると考えられる。このように「Q9」

「Q10」の評価項目の平均点が常に3.0以下で，その

他の評価項目の平均点は4.0以上の傾向から，評価

項目として適切なのかどうかの疑問が生じた。そ

こで本大学全科目における授業評価各項目の得点

の偏りや傾向を明らかにし，評価項目改善の資料

にすることを目的に，本研究に取りかかった。

Ⅱ．研究方法

１．用語の操作的定義

本大学では平成23年度入学生より新カリキュラ

ムが開始された。平成22年度のカリキュラムでは，

科目が「基本科目・専門支持科目・専門科目・統

合科目」の4群に区分されている。しかし新カリキ

ュラムでは「教養科目・専門関連科目」の2群に区

分されている。今回，学年別，科目の群別に授業

評価各項目の得点の偏りや傾向を見ていく。さら

に科目の群別において，必修と選択でも異なる得

点の偏りや傾向が見られるのではないかと考え，

全学年が同じカリキュラムでの比較が必要と考え

た。また講義・演習科目と実習科目では授業評価

アンケート用紙が異なる（図１，図２）ことや、

１つの実習科目では，数人の実習指導教員が関わ

りあっているため，その評価を判断するのは難し

い。

そこで研究対象を平成22年度開講の実習科目以

外の基本科目28科目，専門支持科目28科目，専門

科目41科目，統合科目4科目の合計101科目の授業

評価アンケート結果とした。しかし学年別，必

修・選択別，科目の群別に区分して分析を進めて

いくと，２年次必修の基本科目，３年次選択の専

門支持科目，４年次必修の基本科目と選択の専門

支持科目は，それぞれ１科目しかなく，特定の科

目名が判明すると考えられた。そこでそれら4つの

科目は研究対象から除外した。さらに，2科目の専

門科目，3科目の統合科目の授業評価結果が出てい

なかった。そこで92科目を分析対象とした。なお

92科目を受講した学生ののべ人数は5,671名，授業

評価回答数（以降，「N」とする）は5,667枚であっ

た。

２．分析方法

1) 各科目の基本属性として，「開講学年」，「必

修科目・選択科目」，「基本科目・専門支持科目・

専門科目・統合科目」の区分を入力し，評価項目

毎の平均値を入力する。なお「統合科目」は科目

数が少ないことから，「専門科目」として扱った

（以降，基本科目・専門支持科目・専門科目の各科

目の群を区別する場合には，「領域別」と記す）。

2) 開講科目に対して，受講学年別，および必修

科目と選択科目別，および必修科目，選択科目別

に領域別を重ねて区分し，評価項目毎に平均点を

算出する。

3) 2)にて得られた結果から，平均点が4.0未満の

評価項目に注目し，それら評価項目の内容から評

価項目改善について考察する。

３．研究協力者

データ収集は，初めに学長へ研究の主旨・概要

を説明し，承諾を得た後，教務委員長を通して平

成22年度授業評価結果の入手を依頼した。その後，

学務課長へ研究の主旨・概要を説明し，「学生によ

る授業評価」結果の「授業科目名」，「教員名」の

欄を塗りつぶし，その資料の余白部分に，「開講学

年」，「必修，選択の区分」，「領域（基本科目・専

門支持科目・専門科目）」を記入した紙ベースのデ

ータの作成を依頼した。なお本研究は，沖縄県立

看護大学研究論理審査委員会の承認を得て実施し

た（承認番号10025）。
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図1　講義・演習における授業評価アンケート用紙

図2　実習科目における授業評価アンケート用紙
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Ⅲ．結果

１．全学年による必修科目と選択科目および必修

科目・選択科目の領域別の平均点について

92科目の分析対象に対して，必修科目52科目

（N=4,234）と選択科目40科目（N=1,433）の授業評

価アンケートの評価項目毎の平均点を算出した

（図３）。その結果，ほとんどの評価項目の平均点

は4.0以上と高い傾向を示しており，必修科目と選

択科目間での各評価項目の評価得点の傾向に大き

な違いはなかった。続いて，全学年の学生による

必修科目および選択科目の領域別の評価項目毎の

平均点（図４，図５）については，必修科目，選

択科目の中でも，領域別に異なる特徴が見て取れ

た。そこで学年毎に「必修・選択別」と「必修・

選択別，および領域別の平均点」について述べて

いく。

２．学年別における必修科目と選択科目および必

修科目・選択科目の領域別の平均点について

開講科目に対して，受講学年別の必修科目と選

択科目別，および必修科目，選択科目別に領域別

を重ねて区分し，評価項目毎に平均点を算出した。

平均点が4.0未満となった評価項目を表１に示す。

表中のカッコ内に示した数字は科目数，Nは授業

評価回答数を示す。また平均点が4.0未満の得点を

網掛けで示し，該当する評価項目を表１の下部に

示す。

1) １年次履修科目について

表１から必修科目と選択科目を比較すると，Q 4

〜Q7では選択科目が低く，Q9〜Q10では必修科目

が低かった。

必修科目および選択科目毎の領域別では，Q4〜

Q6は，選択の基本科目が低かった。しかし必修の

専門科目は高かった。Q7では必修，選択の区別な

く専門支持科目が低く，Q8も必修，選択の区別な

く基本科目が低かった。Q9，Q10では，必修の専

門支持科目が低かった。

2) ２年次履修科目について

全科目と必修科目，選択科目の平均点では，Q2

は全科目で4.5であるが，選択科目が3.8であった。

さらにQ4〜Q6では選択科目が必修科目より低かっ

た。しかしQ9〜Q10では 必修科目が選択科目より

低かった。
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必修科目と選択科目の領域別では，Q2で選択科

目が必修科目より低かったことは，選択の基本科

目が影響していた。それに対して，必修の専門支

持科目，専門科目および選択の専門支持科目では

平均点が高かった。Q4〜Q7では，必修，選択の区

別なく専門支持科目の平均点が低かった。Q9，

Q10では必修の専門支持科目，専門科目のいずれ

も低かった。

3) ３年次履修科目について

必修科目の専門科目のみが分析の対象となった。

分析の結果，Q9，Q10の評価得点が特に低かった。

4) ４年次履修科目について

必修科目では専門科目のみとなり，選択科目も

専門科目のみとなった。評価得点が4.0未満の評価

項目の大部分で，必修科目が低かった。その中で，

Q9，Q10においては，必修科目のみならず，選択

科目も低かった。
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Ⅳ．考察

評価項目に対して「そう思う」のではない，と

捉えていると考えられた4.0未満の評価項目が明ら

かとなった。そこで考察では，評価得点が4.0未満

の項目について論じ，学生の評価を正確に反映す

る授業評価の評価項目について提案していく。

初めに１年次〜３年次において，Q4〜Q7におい

て低い平均点となっていた。このことは，学生た

ちは授業に対して予習，復習を行わないことが，

積極的に調べる機会が少なくなると同時に，教員

への質問行動が乏しくなっていることにつながっ

ていると考えられた。特に１年次では，選択科目

の基本科目や専門支持科目において平均点が低く，

２年次では必修科目，選択科目の専門支持科目で

低くなっていた。３年次については必修科目の専

門科目が低くなっていた。しかし４年次では，選

択科目の専門科目では4.0以上であった。４年次が

高いことは，11科目中5科目が助産に関連する科目

であることや，卒業単位を満たすため選択した科

目であることが影響していると考えられた。講義

内積極的態度と受講態度，講義以外での学習に積

極的であった学生は，授業の満足度が高い8),9)。本

大学の授業評価アンケートのQ33では授業の満足

度を問うていることから，今後Q4〜Q7とQ33の関

連性についても検討していくことが必要であると

考えられた。

続いて全ての学年において，授業の難易度を問

うQ9とQ10が低い平均点となっていた。先行研究
10)においても同様の傾向を示していた。ここで

「講義の内容は易しすぎましたか」という設問は，

読み手により解釈が異なる，あるいは評価が異な

る項目の一つであることが指摘されている11)。ま

た学生による授業評価で学生に回答を求めている

のは，評価や意見ではなく，学生の自分の「頭の

中」の状態に関わる申告（報告）にすぎない12)と

の指摘もある。串本13)は，授業評価項目を分析す

るにあたり，教育目的の特徴として「到達型」と

「発達型」に区分している。「到達型」の教育目的

で重要なものは成果であり，「発達型」では，学習

者の能力等を一定水準に到達させることよりも，

個々人における発達の程度を最大化させることに

関心が払われる。この分類から本大学は，国家資

格獲得に必要な水準を設定せねばならないことか

ら，「到達型」の教育目的を掲げているといえよう。

さらに串本は，「授業の難易度を問うということは，

その回答如何により教育内容を変更する用意があ

ることを示している。従って授業の難易度を問う

設問は，発達型の教育目的が前提と考えることが

できる。」と述べている。このことから本学の授業

評価アンケートにて，授業の難易度を問う評価項

目は不要ではないかと考えられた。さらに，Q9と

Q10の評価項目が全学年低い結果となったのは，

Q4〜Q7と関連していることも推測された。つまり

学生たちは自ら予習，復習を行わず，積極的に調

べたり教員に質問したりすることがないことが，

「科目はやさしくない」，「良い成績を取ることは容

易ではない」ということにつながったと考えられ

た。

以上のことから，Q4〜Q7の評価項目は今後も使

用し，Q9とQ10の評価項目の割愛を検討する必要

性が示唆された。

Ⅴ. 結論

平成22年度に開講された，実習科目以外の全授

業科目の学生の授業評価結果について，学年毎，

必修・選択科目毎，基本科目・専門支持科目・専

門科目毎に得点の偏りや傾向を調べた。その結果，

学生自身の授業への取り組みについての自己評価，

特に講義への積極的態度が乏しい状況が明らかに

なった。そのことが授業の難易度を問う評価項目

の得点が低いことと関係していることが考えられ

た。以上のことから，授業への取り組みについて

の自己評価や講義への積極的態度を問う設問は必

要であるが，授業の難易度を問う評価項目の割愛

を検討する必要性が示唆された。
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Ⅰ．はじめに

近年、変化が著しい社会の中で、どんな状況に

も対応しうる人材の育成が求められている。大学

はそのような人材育成の期待に応えるべく、教育

の質転換を目指し、さまざまな教育改革を進めて

きた。そのひとつに「学生による授業評価」（以下、

授業評価とする）がある。授業評価は、1991年大

学設置基準の大綱化とともに半ば義務づけられ、

現在では、8割の大学で実施されている1)。しかし、

授業評価を実施してはいるものの、授業改善に充

分にいかしているという報告は少なく2)、評価結

果を授業改善に反映させる、組織的な取り組みが

求められている。

沖縄県立看護大学（以下、本学とする）では、

開学翌年にあたる平成12年度より、全学的な授業

評価を実施している。現在用いられている評価シ

ートは、記名式で、授業方法・内容、学生自身の

授業への取り組み状況などに関して、5段階のリッ

カートスケールで評価する38項目の設問と、授業

に対する自由記載欄の様式である。授業の最終回

終了直後に学務課職員が学生に評価用紙を配布し、

その場で回収されている。回収率は概ね高く、平

成23年度の平均回収率は88.1％である。評価結果

は、科目ごとに設問項目別の平均点を算出し、レ

ーダーチャートと棒グラフで表され、授業担当教

員にフィードバックされる。評価結果の活用につ

いては、各教員に委ねられている。全学的な授業

評価とは別に、独自の授業評価を実施している教

員もいる。

今回、本学の全学自己点検・評価検討委員会の

下部組織である授業評価ワーキンググループが主

体となり、授業評価に対する学生および教員のと

らえ方について調査を実施する機会を得た。調査

は、現行の全学的な授業評価が、学生の意見を的

確に反映しているのか、授業改善という本来的目

的達成に有効活用されているのかについて調査し、

より効果的な授業評価の内容・方法について検討

するための資料作成を目的とした。なお本報告は、

調査結果のうち、承諾の得られたデータをもとに

分析・考察したものである。

Ⅱ．調査目的

沖縄県立看護大学における「学生による授業評

価」に対する学生および教員のとらえ方を調査し、

大学教育の改善に向けた授業評価の内容・方法に

ついて検討するための資料とする。

Ⅲ．調査方法

本調査は、授業評価について学生対象の調査

（以下、調査１とする）と教員対象の調査（以下、

調査２とする）を行う。

資料

沖縄県立看護大学の「学生による授業評価」に関する課題
－学生と教員の意見から－

高橋幸子１ 賀数いづみ１ 金城忍１ 渡久山朝裕１ 金城芳秀１ 嘉手苅英子１

1　沖縄県立看護大学

キーワード：授業評価、アンケート調査
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調査１は、平成24年4月の新年度ガイダンス終了

後に、無記名自記式アンケートを配布し、ガイダ

ンス会場に回収箱を設置し、回収した。対象は、

アンケート配布時点において本学で授業評価を実

施した体験のある学生（2～4年次生）とした。調査

項目は、回答者の属性（学年）、授業評価の目的の

理解、授業評価への態度、現行の授業評価方法に

対する意見、評価結果開示に対する意見であった。

調査２の対象は、平成24年5月時点で本学の科目

を担当している教員のうち、本学における授業評

価を受けたことがある者とした。対象者全員に無

記名自記式アンケート用紙を直接配布し、学内に

回収箱を2週間設置し、回収した。調査項目は、回

答者の属性（担当科目の領域）、授業評価の活用状

況、現行の授業評価方法・内容に対する意見、評

価結果開示に対する意見、独自に実施している授

業評価の有無及び内容についてであった。

各調査で得られた回答について、単純集計を行

った。自由記述で得られたデータについては、意

味内容が類似しているものを集め、まとめた。

倫理的配慮として、アンケート配布時に調査の

概要について説明し、調査協力を依頼した。その

際、調査協力への同意は対象者の自由意志に基づ

くものであり、同意しなくともなんら不利益は生

じないこと、常時辞退の申し出が可能であること

を説明した。調査協力の同意は、アンケート用紙

に設けた協力可否の欄の記入で確認した。なお、

本調査は沖縄県立看護大学研究倫理審査委員会の

承認を得て実施した（承認番号 10024）。

Ⅳ．結果

１．学生対象の調査結果（調査１）

平成24年度 2～4年次生 247人にアンケート用紙

を配布し、212枚回収された（回収率85.8％）。そ

のうち、データ提供に協力を得られた207人を本報

告の対象とした（有効回答率83.8％）。調査１の結

果を表1に示す。

①回答者の属性

回 答 者 207人 の 学 年 別 内 訳 は 、 2年 次 70人

（33.8％ ）、 3年 次 69人 （ 33.3％ ）、 4年 次 68人

（32.9％）であった。

②授業評価の目的の理解度

146人（70.5％）の学生が、授業評価の目的を

「教員が授業内容や方法を改善するため」と回答し

ていた。また、「わからない」と回答したものが14

人（6.8％）おり、学年別では2年次が最も多かっ

た（2年次の全回答者70人のうちの10人、14.4％）。

③授業評価への態度：正直に評価しているか

「各項目に対して正直に評価しているか」とい

う 問 い に 対 し て 、 4段 階 で 回 答 を 得 た 。 169人

（81.6％）が、「まあそう思う」「そう思う」と回答

し、多くの学生が正直に回答しているとの結果が

得られた。「まあそう思う」「そう思う」と回答し

ていたものを学年別でみると、2年次が最も多く

（88.5％）、次いで3年次（86.9％）であった。4年次

は69.1％であり、学年別でみると最も低く、一方

で、「あまりそう思わない」と回答したものが最も

多かった（20人、29.4％）。

④現行の授業評価方法（項目数・記名式・時期）

に対する意見

授業評価の項目数については、135人（65.2％）

が「現状維持」と回答していた。「減らす」と回答

したのは63人（30.5％）であり、学年が高くなる

につれ、「減らす」と回答する割合は大きくなって

いた。

記名式に関しては、136人（65.7％）が「無記名

式」を希望していた。「記名式」と回答したものは

9人（4.3％）にとどまった。

評価の時期に関しては、「現状で良い」と回答し

たものが155人（74.9％）で最も多かった。実施担

当者については、「どちらでも良い」と回答したも

のが最も多く（107人、51.7％）、次いで学務課職

員（81人、39.1％）であった。

授業評価への態度と、評価シートの項目数およ

び記名式に対する意見との関連をみるため、「正直
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表1．調査1（学生対象）結果：授業評価の目的の理解・評価への態度・実施方法・評価結果の開示に対する学生の意見

    

表2．学生の授業評価への態度と評価シートの項目数および記名式に対する意見との関係
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に評価しているか」の問いに対し、「そう思わない」

「あまりそう思わない」と回答したものを「否定意

見」、「そう思う」「まあそう思う」と回答したもの

を「肯定意見」として、クロス集計を行った。（表

２）。授業評価への態度に「否定意見」で「記名式」

と回答したものは1人のみであり、多くが「無記名

式」を希望していた。

⑤評価結果の開示に対する意見

現行の授業評価では、評価結果は学生に周知さ

れていない。評価結果の開示を希望するものは、

55人（26.6％）であった。学年別でみると、学年

が高くなるにつれ、希望するものの割合は多くな

っていた。

「評価結果の開示を希望する」と回答したもの

（n=55）を対象に、希望する開示の内容を尋ねたと

ころ、最も多かったのは、「授業評価結果と、結果

に基づき教員の考える改善内容」であった（34人、

61.8％）。開示方法については、「学内の掲示板に

掲示」と「ホームページ上での閲覧」と回答した

ものが多かった。

2．教員対象の調査結果（調査2）

平成24年5月時点の全教員のうち、科目担当者で

はない教員と本学での授業評価を受けたことのな

い新任教員を除いた26人を調査対象者とした。回

収されたアンケート用紙21枚から新任教員3人分を

除外し、データ提供に同意を示した回答を選定し

た結果、17人の回答が本報告の対象となった（有

効回答率65.4％）。調査2の結果を表3に示す。

①回答者の属性（担当科目の領域）

基 本 科 目 ・ 専 門 支 持 科 目 担 当 者 の 回 答 率 は

100％、専門科目担当者の回答率は59.1％であった。

②授業評価の活用状況

授業評価の活用状況について、4段階で回答を求

めた。最も多かったのは、「ある程度活用している」

で12人（70.6％）であった。「あまり活用していな

い」「ほとんど活用していない」のはそれぞれ2人

ずつで、合わせて4人（23.6％）であった。

③現行の授業評価方法（項目数・記名式・時期）

に対する意見

授業評価の項目数については、10人（58.8％）

が「減らす」と回答していた。「増やす」と回答し

ていたものはいなく、「現状維持」と回答したもの

は6人（35.3％）であった。

記名式に関しては、「どちらでもよい」と回答し

たものが7人（41.2％）で、「無記名式」と回答し

たものが6人（35.3％）、「記名式」は4人（23.5％）

であった。

評価の時期に関しては、多くが「現状で良い」

と回答していた（14人、82.4％）。実施担当者につ

いては、15人（88.2％）が学務課職員と回答して

いた。

④評価結果開示に対する意見

評価結果の開示を希望すると回答したのは、11

人（64.7％）であり、現行の科目担当教員のみの

通知でよいとしたのは、6人（35.3％）であった。

「評価結果の開示を希望する」と回答したもの

（n=11）に対し、希望する開示のレベルを尋ねたと

ころ、最も多かったのは、「授業評価結果と結果に

基づき教員の考える改善内容」であった（7人、

63.6％）。結果の開示方法については、「学内の掲

示板に掲示」が最も多く（6人、54.5％）、「結果一

覧の冊子を学内に配置」「ホームページ上での閲覧」

と回答したものはいずれも4人（36.4％）と、同数

であった。

⑤独自に実施している授業評価の有無・内容

全学的に行っている授業評価以外に、独自に実

施 し て い る 授 業 評 価 の 有 無 に つ い て は 、 10人

（58.8％）が「実施している」と回答した（表4）。

実施方法については、毎回の授業で実施している

ものが多く（8人、80％）、評価の内容としては、

「授業の理解度の把握」「教員の教育技術の把握」

が多かった。記名・無記名については、記名式が

80％、無記名式が20％であった。

独自に実施している授業評価を授業改善に活用

した事例について、自由記載での回答を得た。改



−109−

沖縄県立看護大学紀要第14号（2013年３月）

    
    

表3．調査2（教員対象）結果：授業評価の活用状況・実施方法・評価結果の開示に対する職員の意見

表4．独自の授業評価の実施状況
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善内容は、教材の選定や授業展開のスピード、話

し方や資料提示の仕方といった、次の回の授業で

改善可能な授業技術に関することが多かった。

⑥現行の授業評価シートの各評価項目の必要性

現行の評価シートにおいて、38項目の評価内容

の大意は、「学生の学習経験に関すること(Q1~7)」

「教員の教育実践に関すること(Q11～30)」「学習成

果に関すること(Q31～37)」「その他（科目の特

徴：Q8~9、学習環境Q38）」に分けられる。この38

項目について、「是非必要」「なくてもよい」「どち

らでもよい」の3つの中から選択してもらい、回答

を得た。全て無回答であった2人分を除外し、15人

分の回答を集計した。「是非必要」と回答した割合

が多かった評価項目、「なくてもよい」と回答した

割合が多かった項目の上位５つを、表6に示した。

3．学生対象と教員対象の調査結果の比較

評価方法と結果の開示に対する意見について、

学生と教員の調査結果を比較すると、評価シート

の項目数、記名方式、実施担当者、評価結果開示

の希望について、両者の間で意見の違いがみられ

た。項目数については、学生の65.2％が「現状維

持」と回答していたのに対し、教員は35.3％にと

どまった一方、58.8％が「減らす」と回答してい

た。

Ⅴ. 考察

1．授業評価に対する学生・教員の関わり方の現状

本調査結果から、多くの学生が授業評価の目的

を理解していることが明らかとなった。しかし、

結果の開示を希望した学生は少なく、アンケート

の各質問に対して「現状維持」や「どちらでもよ

い」と回答した学生が多数みられたことから、学

生の授業評価に対する関心の低さがうかがえた。

また、授業評価への態度について、全学年でみる

と「正直に評価しているか」の問いに対して肯定

意見の学生が9割近くいたが、学年別にみると4年

次は7割をきっていた。このことから、授業評価の

意義を実感する体験がないまま学年を重ねること

により、学生が次第に授業評価に対して真摯な態

度を失っていく様相が見て取れた。よりよい授業

とは、教員だけで作り上げるものではなく、受講

している学生の声を授業に反映させながら、作り

上げるものである3)。学生による授業評価が授業

改善につながっていることを、学生自身が実感で

きるような取り組みが必要と思われた。

教員については、約7割が全学的な授業評価結果

を活用していると答えていた。加えて、独自の授

業評価を行っているものが6割弱おり、その多くが

毎回の授業で評価を実施し、次回の授業の改善に

活かしていた。学習成果に関する評価項目を「是

非必要」としている教員が多かったことからも、

全学的な授業評価から科目全体の総括としての評

価を得て、毎回の授業での学生の反応や授業技術

に関する評価は、独自に実施している評価で補い、

授業改善に取り組んでいる現状が見て取れた。

表5．現行の評価項目の必要性に対する教員の意見
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2．現行の授業評価改善の方向性について

本学の評価項目の設問数は38項目ある。主要大

学における授業評価の分析報告4)によると、「学生

による授業評価」の平均的な項目数は約16項目で

あり、本学はかなり項目数が多いといえる。項目

数について、学生は「現状で良い」と回答したも

のが多く、教員は「減らす」と回答したものが多

かった。従って、現行の38項目は、回答する学生

にとって負担ではないものの、教員が授業改善に

活用するには不必要な項目があるといえる。現行

の評価シートの各設問項目について、必要性を教

員に尋ねた結果、「なくてもよい」という回答が多

かったものは、学生の出席状況や教員の休講状況

など、学生の評価がなくとも把握可能な内容の項

目や、「この科目の勉強はやさしかった」といった

ように感覚的な回答を求める項目、表現は違うも

のの内容が類似した項目であった。以上から、設

問の内容を吟味の上、表現を修正し統合するなど

して、項目を精選していく必要があると思われた。

本学では、現在、記名式で授業評価が行われて

いる。概して回収率が高いのは、記名式により、

回答に対して学生個々の責任を持たせていること

が一因と考えられる。しかし、学生対象の調査で

は、無記名式を希望するものが圧倒的に多かった。

また、評価への態度との関連を見た結果からは、

記名式が正直に評価することを阻んでいる可能性

が予想された。以上から、学生の声を的確にすく

い上げるためには、無記名式での実施を検討して

いくことが必要と考えられた。

実施方法については、教員の約9割が「学務課が

実施」と回答していた一方で、学生は半数が教

員・学務課の「どちらでもよい」と回答していた。

両者とも「教員が実施」と回答していたものは

数％であり、授業評価の回答に影響を与えないと

いう観点からも、現行の評価方法のとおり、学務

課職員による実施が良いと思われた。

３．授業評価の結果開示について

結果の開示を望む学生は3割弱と少なく、ここか

らも授業評価に対する学生の関心の低さがうかが

えた。しかし、評価結果を見たことがない学生に

は、開示のイメージがつかず、そのため希望しな

かったとも考えられる。評価結果ならびに改善内

容を開示することは、学生にとって、自身の行っ

た評価が授業改善に活かされた実感となり、授業

をともに作り上げる意識を高める効果が期待され

る。また、教員にとっては、他の教員の授業評価

結果および改善案を参照する機会となる。以上か

ら、授業評価結果および結果に基づき教員の考え

る改善内容を開示することは、よりよい授業づく

りに意義があると思われた。

開示方法については、「掲示板への掲示」が学

生・教員ともに最も多かった。掲示物の作成や掲

示スペースの確保などの便宜を考慮し、学内専用

ホームページで教員や学生が閲覧できるように工

夫するなど、検討していく必要があると思われた。

Ⅵ．まとめ

・学生の7割が授業評価の目的を理解しており、8

割が正直に評価していると答えていた。

・教員の7割が全学的に実施される授業評価結果を

活用しており、教員独自の授業評価を実施してい

るものは6割いた。

・調査結果から、授業評価に対する学生の関心の

低さが見て取れた。そしてその背景には、授業評

価が授業改善に活かされている実感のなさが関連

していると推察された。

・現行の評価シートの38ある評価項目は、学生の

負担ではないものの、授業改善に不要と教員がと

らえている項目も含まれていた。また、記名式で

あることが、学生の正直な評価を阻んでいる可能

性が見て取れた。

以上から、設問項目の精選や、無記名式への変

更といった、より授業改善の目的達成につながる

評価シートに修正することと、評価結果および結
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果に基づいた改善案を提示し、授業をともに作っ

ていく実感を学生がもてるような取り組みが必要

と示唆された。

研究の限界と今後の課題

今回の調査において、教員対象のアンケートの

回収率が6割強と低かった。今後は、全教員が参加

し意見交換できる場の企画など、全学的な取り組

みとなるよう方法を検討していくことが課題であ

る。
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編　集　後　記

　沖縄県立看護大学紀要第14号をお届けします。本号は10編の論文を収録しています。今日なお沖縄戦体

験者にみられる精神的な健康影響を提起した論文から、学部教育における授業評価の再評価まで、豊富な

内容となっています。本号でも、沖縄県立看護大学大学院博士前期課程の学位論文が着実に公表されてい

ます。今後も継続して看護実践現場との共同研究が論文化されていくことを期待します。加えて、紀要編

集専門部会としては論文の査読体制をさらに強化していく必要があります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成25年3月 15日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　紀要編集専門部会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部会長　金 城 芳 秀

紀要編集専門部会

    　　部 会 長　金　城　芳　秀

    　　副部会長　渡久山　朝　裕

    　　　　　　　金　城　　　忍

    　　　　　　　井　上　松　代

    　　　　　　　赤　嶺　伊都子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山　城　綾　子　
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